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研究要旨 

わが国の HIV 流行とその対策において Men who have Sex with Men（MSM）を対象に、効果的か

つ持続可能な形でモニタリング調査・予防介入を実施すること、MSM を取り囲む社会環境を変容させ

ていくことが求められている。そのため、予防行動や行動変容の促進のためには MSM 自身に対しての

み働きかけを行うのではなく、教員・臨床心理士・保健師ら専門職を MSM にとって重要な健康支援の

ための援助職と位置付け、啓発・養成することも重要な対策の一つになり得る。よって本研究では、学

校教育におけるセクシュアリティ理解と援助スキル開発に関する研究（研究 1）、インターネットによる

MSM の HIV 感染予防に関する行動疫学研究－REACH Online－（研究 2）、保健師におけるセクシュ

アリティ理解と援助スキル開発に関する研究（研究 3）、臨床心理士におけるセクシュアリティ理解と援

助スキル開発に関する研究（研究 4）、認知行動理論（CBT）による HIV 予防介入研究（研究 5）を実

施した。インターネット調査・介入においてはそれぞれ 1 万人規模の MSM の研究参加の獲得に成功す

ると共に、専門職を対象にした調査・研修は現場の実情と実態に即した取り組みとなり、認知行動理論

を用いた対面型予防介入は今後の普及に可能性を与えている。また、調査結果に基づいた普及啓発のた

めのリーフレットやポスターを開発・配布することを通じて、研究結果の還元に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ.研究目的 

 研究 1：わが国の HIV/AIDS 対策における喫

緊の課題である MSM の対策や当該集団の若年

時からの予防的保健行動の促進に寄与するため

に、学齢期初期からの適切な教育環境の整備が

必要である。HIV 感染リスク行動の背景に関連

する要因の発生防止とその対策のために、教育

現場が担う役割は大きい。教員が MSM に配慮

した HIV 予防教育の推進やセクシュアルマイ

ノリティに関する適切な情報提供と支援を担う

ことが出来るよう、その環境整備に資するため

に、教育現場への働きかけを行った。 

 研究 2：わが国のエイズ対策における個別施

策層であるMSMのHIV感染予防行動の動向把

握とその関連要因を明らかにし、HIV 予防啓発

を行うことを目的に、インターネットを活用し

た実態調査および予防的介入を行った。 

研究分担者（分担掲載順）： 
嶋根卓也（国立精神・神経医療研究センター 室長） 
和木明日香（千里金蘭大学看護学部 講師） 
松髙由佳（広島文教女子大学人間科学部 講師） 
古谷野淳子（新潟大学医歯学総合病院 特任助教） 
西村由実子（関西看護医療大学） 
 

研究協力者（50 音順）： 
飯田敏晴 （山梨英和大学 人間文化学部） 
岩井美詠子（個人事務所ダブルアイズ代表） 
内野悌司（広島大学保健管理センター） 
岡本学（独立行政法人国立病院機構大阪医療センター） 
尾崎晶代（池田市立秦野小学校） 
喜花伸子（広島大学病院エイズ医療対策室） 
桑野真澄（九州大学病院精神科神経科） 
小松憲亮（国立国際医療研究センター病院） 
中村文昭 （元・MASH 大阪、エイズ予防財団） 
後藤大輔（MASH 大阪、エイズ予防財団） 
西川歩美（ネットワーク医療と人権） 
長野香 （特定非営利活動法人 SHIP） 
町登志雄（MASH 大阪、エイズ予防財団） 
早津正博（新潟大学医歯学総合病院） 
星野慎二（特定非営利活動法人 SHIP） 
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 研究 3：保健所等に勤務する保健師を対象に、

セクシュアリティ理解を促進し、HIV 検査現場

での援助スキルを向上させることを目的とした

教育プログラムを開発・提供し、我が国におけ

るMSMに対するHIV予防対策の強化に貢献す

ることである。 

 研究 4：MSM において、社会的偏見などに

よるメンタルヘルスの悪化と HIV 感染リスク

行動との関連が明らかとなっており、心理支援

の専門家（臨床心理士）がセックスや HIV の相

談も含め MSM への支援を適切に行えるように

なることが HIV 感染予防の観点から重要であ

る。そこで本研究は、若年 MSM の HIV 予防介

入に資するために、心理支援の専門家（臨床心

理士）のセクシュアリティ理解と援助スキル開

発のための研修プログラムの開発を目的とした。 

【1 年目】面接調査（予備調査 1）と、質問紙

調査（予備調査 2）の両面から臨床心理士のセ

クシュアリティに関する理解や教育を受けた経

験を明らかにするための質問紙の開発を目的と

する。 

【2 年目】大学の学生相談現場の臨床心理士を

対象に、セクシュアリティ理解や教育を受けた

経験、男性同性愛のケース担当への態度などの

実態を調査し、教育研修上の課題を明確にする。 

【3 年目】 HIV 感染予防に寄与するための臨

床心理士のセクシュアリティ理解と援助スキル

向上のための研修プログラムを開発し、その効

果評価を行うとともに、今後の課題を検討する。 

 研究 5： 2009 年に開発・実施したオンライ

ン予防介入プログラム REACH Online 2009 を

土台に、認知行動理論（Cognitive Behavioral 

Theory、以下 CBT）による MSM 対象の対面

型 HIV 予防介入プログラムを開発することで

ある。 

【1 年目】コミュニティベースの予防啓発活動

の経験者対象にヒアリングを行い、新たな手法

（CBT）による対面型予防介入プログラムを考

案し試みることの必要性や有効性について検討

する。また、MSM の実情や予防啓発のあり方

等について知見を聴き取り、プログラム作成に

反映させる。研究 2 年目に実施予定のプログラ

ムの試案を設計する。 

【2 年目】1 年目の成果として開発した MSM

対象の HIV 予防介入プログラム（個別認知行動

面接）を、コミュニティセンターとの協働によ

り実施し、効果評価と満足度評価を行う。 

【3 年目】2 年目に実施した個別認知行動面接

を、より厳密な効果評価を行うために研究デザ

インを変えて実施し、効果と満足度を追試する。 

 

Ｂ.研究方法 

 研究 1：【1 年目】教育現場における MSM を

含むセクシュアルマイノリティ理解と HIV 予

防教育の推進に資するために、教員の性的指向

や性同一性障害に関する意識／認識／対応経験

についての実態を明らかにすることを目的に、

東日本 A 市、西日本 B 市、西日本 C 市、西日

本 C 県の教員（教諭と講師を合わせて教員とし

た）を対象に、教育委員会および校長会の協力

あるいは人権教育に関する教員の研究会の協力

を得て無記名自記式質問紙調査を実施した。 

【2 年目】教員の性的指向や性同一性障害に関

する意識／認識／対応経験に加え、HIV/AIDS

に関する授業時の教示内容や教示に際する苦手

意識等について明らかにすることを目的に、西

日本D市および東日本E県の教育委員会および

教科研究会の協力を得て、無記名自記式質問紙

調査を実施した。また、セクシュアルマイノリ

ティへの理解や受容的な態度の涵養を目的にし

た教職員研修を企画・実施した。 

【3 年目】研究 1～2 年目に実施した教員調査の

データを統合し、再度詳細な分析をした。また、

研究 2 年目同様に教職員対象の研修を実施した。

さらに自治体連携として神奈川県下と横須賀市

との取り組みを試みた。 

 研究 2：Secure Socket Layer（SSL）によっ

て保護された研究用 Web サイトに無記名自記

式質問票、啓発コンテンツを掲載し、MSM 向

けのインターネットサイトやアプリケーション
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ソフトウェアを通じて対象者を募集した。 

 研究 3：【1 年目】近畿圏の保健師を対象とし

て、セクシュアリティに対する意識、HIV 検査

業務経験、教育ニーズについての実態調査を実

施した。構造化無記名自記式質問票を近畿圏の

2府4県と12の保健所設置市の自治体を通して、

所属する全保健師に配布・回収した。 

【2～3 年目】MSM 理解促進と HIV 陽性者の

支援能力の向上をテーマとした 1 日研修を企画

し、近畿 2 府 4 県で実施した。そして研修の効

果を比較対象群ありプレポストデザインを用い、

研修前・後・1 ヶ月後・3 ヶ月後の無記名自記

式質問票により測定した。 

 研究 4：【1 年目】予備調査 1 は、機縁法によ

りリクルートしたA県内の学生相談に従事する

臨床心理士 5 名に半構造化面接を行った。予備

調査 2 では、某大学の臨床心理士養成コース（第

1 種指定校）の大学院生を対象に、集合調査法

で無記名の質問紙調査を実施した。 

【2 年目】中四国・近畿地方の大学で学生相談

業務に従事する臨床心理士（または「大学カウ

ンセラー」の資格を持つ者）を対象に無記名自

記式質問紙調査を行った。中四国地方 128 名、

近畿地方 356 名、合計 484 名に質問紙を郵送で

配布・回収した。 

【3 年目】中四国（広島）、近畿地方（大阪）の

2 か所で開催の研修会に応募した臨床心理士を

対象とした。介入（研修会）直後の効果を検討

するため、比較群付前後比較試験を行った。こ

えに加えて、研修効果の持続性を検討するため、

両群とも介入の 1 か月後にも測定を行い、介入

直後の結果と比較した。測定に所定の協力をし

た者には謝礼（2,000 円のクオカード）を渡し

た。研修内容は、2 年目で明らかとなった教育

的課題に基づき、セクシュアルマイノリティと

HIV の基礎知識、MSM における HIV 感染予防

に心理職の関与が重要であることの意識付け、

相談事例に基づく具体的な対応方法の検討（グ

ループディスカッション）で構成した。 

 研究 5：【1 年目】CBO 活動として、MSM を

対象とした HIV 感染予防やセクシュアルヘル

ス増進のための対面型介入に取り組んできた経

験者 11 名を対象として半構造化面接を実施し、

その知見の聴き取りをした。聴き取った内容は

逐語に起こし、記述的データとしてカテゴリー

分析した。 

 対面型介入の内容については、ヒアリング結

果及び CBT の専門家へのコンサルテーション

を踏まえ、個別形式とグループ形式の対面型プ

ログラムを試作し、コミュニティスペース dista

（大阪）において MSM4 名を対象に試行した

上で研究 2 年目に実施する形式を決定した。 

【2 年目】個別形式の介入プログラム（個別認

知行動面接）を横浜と大阪で実施した。参加者

取り込み基準を①20 歳以上の MSM、②HIV 感

染状況が不明または抗体検査陰性、③過去 6 ヶ

月以内にコンドーム不使用のアナルセックス

（Unprotected Anal Intercourse、以下 UAI）

が 1 回以上あること、の 3 点として募集した。

介入方法は、自らに UAI を容認してきた認知

（考え方）を振り返りそれをより合理的な認知

に修正することで行動変容を促す、心理士によ

る 1 回セッション（約 40 分）の個別面接で、

研究デザインはシングルシステムデザインとし

た。具体的には、効果評価の測定指標として自

己効力感 7 項目（コンドーム使用や UAI 回避の

自信がどれくらいあるか）、認知 6 項目（UAI

が愛情表現につながると思う、などセイファー

セックスに影響するような考え方がどの程度あ

るか）、行動 4 項目を介入（個別認知行動面接）

前に 3 回、介入後に 3 回（行動のみ 2 回）継続

的に測定し、前後比較を行った。また、面接当

日と 2 か月後のアンケートで満足度も評価した。 

【3 年目】研究 2 年目と同内容の個別認知行動

面接を、研究デザインを wait-list-control 法に

変えて実施した。参加者を介入群と対照群に割

り付けし、自己効力感 7 項目、認知 8 項目、行

動 3 項目について介入前後の変化を 2 群比較し

た。また、面接当日に満足度も調査し、研究 2

年目の参加者と合わせて評価した。募集は 2 回
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行い、①18 歳以上の MSM、②HIV 感染状況が

不明または抗体検査陰性、③過去６ヶ月の間に

UAIが１回以上ある人という 3要件の適格者を

対象とした。 

 

（倫理面への配慮） 

研究実施にあたっては研究者所属機関の研究

倫理委員会による研究計画の審査・指針に基づ

き研究を実施した。 

 

Ｃ.研究結果 

 研究 1：【1～3 年目】1 年目の質問紙回収数は

4,293 部であり有効回収率は 61.7％であった。

2 年目の質問紙回収数は 1,686 部であり有効回

収率は 58.9％であった。3 年目にこれらの 6 自

治体分の回答データを一括し、再分析した

（5,979 部）。その結果、基本属性は、男性 51.0％、

女性 48.4％、無回答 0.6％であった。教員の年

代は 20 代 18％、30 代 18％、40 代 24％、50

代以上は 35％であった。全体の平均年齢は 43.4

歳（SD=11.5）、経験年数は 20～29 年が 27.8%、

30 年以上が 26.3％であるが、中間の 10～19 年

は 16.5%とやや少なく、0～9 年は 27.5%であっ

た。教員としての平均経験年数は 19.8 年

（SD=11.9）であった。出身養成機関は大学が

76.6%を占め、職種は教員が 79.4%、養護教諭

が 10.8％であった。 

主な結果は以下の通りである。 

 

LGBT について授業で取り扱う必要性 

教育現場における健康教育情報の取り扱いの必

要性について尋ねた。同性愛について教えるこ

との必要性の認識は全体の 62.8％であり、性同

一性障害については 73.0％であった。一方、

HIV/AIDSは 94.3%、性感染症は 93.6％であり、

その認識割合に大きな違いがあった。 

 

同性愛や性同一性障害について授業で取り扱っ

た経験 

「同性愛」「性同一性障害」については、授業中

に取り扱った経験は、全体で 13.7％であり、必

要性の認識に対して低率であった。授業で取り

扱ったことがない理由としては、「教える必要性

を感じる機会がなかった」42.3％、「同性愛や性

同一性障害についてよく知らない」26.1％、「教

科書に書かれていない」19.1％、「教えたいと思

うが教えにくい」19.1％、「学習指導要領に書か

れていない」15.2％と続いた。 

 

LGBT の子どもとの関わり経験 

生徒との関わり経験について尋ねたところ、「妊

娠」34.2％、「性被害」32.1％、「性感染症」17.0％

であったのに対し、「同性愛」7.5％、「性同一性

障害」11.9％であった。セクシュアルマイノリ

ティの児童・生徒は可視化されることが比較的

困難であると考えられており、一般に考えられ

ている通り、不可視な存在としての現状が反映

された結果と言える。 

 

同性愛と性同一性障害についての認識 

全体の 5.7％は「同性愛は精神的な病気のひと

つだと思う」と捉え、25.0％は「わからない」

と回答しており、性的指向に関する正しい知識

が浸透していないことがわかった。全体の

38.6％は「同性愛になるか異性愛になるか、本

人の希望によって選択できる」と考え、32.8％

は「わからない」と回答した。セクシュアルマ

イノリティの児童・生徒に対応する際に最低限

備えておくべき最も基礎的な知識さえ、圧倒的

に欠如している現状であった。 

 

同性愛と性同一性障害に関する社会的理解につ

いての認識 

全体の 69.1％は「世の中の多くの人は、同性愛

に対して偏見を持っていると思う」と認識し、

性同一性障害においては 59.3％が同様に捉え

ていた。また、25.5％は「正直な気持ちとして、

同性愛のことは理解出来ない気がする」、15.2％

は「正直な気持ちとして、性同一性障害のこと

は理解出来ない気がする」と回答した。実際の
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社会生活に関係する内容としては、32.3％が「自

分の上司が同性愛者だとわかったら、抵抗を感

じると思う」と答えた。 

性教育や健康教育内容の学び経験 

出身養成機関において「同性愛」「性同一性障害」

について指導法や対応策に関して学んだ経験割

合は、「同性愛」7.5％、「性同一性障害」8.1％

と低率であった。一方、「いじめ」31.3％、「不

登校」29.4％、「自傷行為」19.4％であり、セク

シュアルマイノリティに関する学びの機会が不

足していることが示唆された。教員になってか

らの研修（民間・公的機関の両方を含む）では

「不登校」71.0％、「いじめ」68.9％、「薬物乱

用」63.0％である一方、「同性愛」22.5％、「性

同一性障害」26.2％であり、セクシュアリティ

に関する学び経験割合は概して低かった。 

 

調査結果の還元 

研究 3 年目に教員調査集計結果のフィードバッ

クを主たる目的に、結果の概要をまとめたリー

フレットと性の多様性を理解するための啓発ポ

スターを開発・制作した。リーフレットは 1 万

5 千部制作し、調査協力自治体を中心に配布し

た。啓発ポスターは NPO 法人 SHIP と連携の

もと制作し、神奈川県下の学校や公共施設を中

心に 950 部掲出した。 

 

教職員研修 

2～3 年目に実施した教職員研修は講話型とセ

クシュアルマイノリティ当事者がファシリテー

タを務めるワークショップ型の 2 形態で実施し

た。講話型研修は調査協力自治体・教科研究会

等を通じて周知・開催した。ワークショップ型

研修は NPO 法人 SHIP と共同で研修プログラ

ムを開発し、神奈川県内の県立高校の教職員を

対象に、人権研修の一環として実施した。本稿

ではワークショップ型研修の結果のみ報告する。

研究 2 年目に 4 回、3 年目に 5 回の研修を実施

し、総計 348 人の参加を得た（1 年目 195 人、

2 年目 153 人）。 

 

自治体連携 

自治体との連携においては、研究班と NPO 法

人 SHIP との協力により、神奈川県性的マイノ

リティ人権・教育推進連絡会議を組織し、研究

2 年目と 3 年目に 1 度ずつ神奈川県下の自治体

担当者と共に意見交換をした（1年目6自治体、

2 年目 5 自治体）。また、横須賀市では研究班等

の働きかけにより「性的マイノリティ関係課長

会議」が設置され、人権男女共同参画課長、児

童相談所長、こども育成部・こども青少年支援

課長、保健所健康づくり課長、教育委員会生涯

学習課長、教育指導課長、支援教育課長と研究

者が、実施可能な支援策について意見交換・検

討を行った。 

 研究 2：【1 年目】1）有効回答数は、PC 版

3,685 名、モバイル版 6,757 名、計 10,442 名で

あり、対象者は年齢 20～30 代、都市部在住、

単身、大学卒業以上の高学歴者が多かった。 

2）2008 年調査と比較して、「ゲイバー」や「ハ

ッテン場」などのゲイ向け施設の利用率が低下

する一方で、ゲイ向けに開発されたアプリ（ス

マートフォン等にインストールして利用するア

プリケーションソフトウェア）を通じて男性と

出会い、セックスに至っている。 

3）対象者の 85%以上が過去 6 ヶ月間にセック

ス経験があり、セックス経験者のうち 70%以上

がアナルセックス経験があった。セックスの相

手は「その場限りの相手」が最も多かった。 

4）不特定相手とのセックス機会が多い一方で、

コンドーム常用率は 30%程度（PC 版 31.1%、

モバイル版 32.9%）であり、特に 10 代の常用

率が低く（PC 版 25.8%、モバイル版 21.0%）、

HIV を含む性感染症の感染リスクがより高い

可能性がある。 

5）過去 1 年間における HIV 抗体検査受検率は、

PC 版 23.4%、モバイル版 24.4%であった。10

代の受検率が低く（PC 版 7.1%、モバイル版

11.1%）、都市部在住者の受検率が高かった。 

6）性感染症診療の場で、自身の性的指向につ
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いて話した経験を有する者は、わずか 9.7%であ

り、10 代（1.8%）や 20 代（6.4%）においては

さらに低かった。自身の性的指向について話せ

たとしても、医療者の対応を「差別や偏見のあ

る対応」と感じている対象者も少なくない。 

【2 年目】1）有効回答数は 9,857 名であり、平

均年齢は 30.0 歳、居住地は全都道府県に分布、

スマートフォンからの回答 73%であった。 

2）検査未受検者がこれまでに HIV 抗体検査を

受検しなかった主な理由として、「忙しく、時間

がないから（33.4%）」、「検査に行くのが面倒く

さいから（29.8%）」、「陽性結果が出たら怖いか

ら（23.3%）」、「自分の HIV 感染の状況を知り

たくないから（14.2%）」が挙げられた。 

3）検査未受検者は、「彼氏・パートナー（64.1%）」

や「MSM の友達（35.8%）」といった身近な存

在に HIV 抗体検査をすすめられたいことが明

らかになった。 

4）コンドーム非常用群は、コンドーム常用群

と比べ、性交時の薬物使用割合が高かった。覚

せい剤や 5-MeO-DIPT のような規制薬物のみ

ならず、脱法ドラッグ（ハーブ等）も性交時の

薬物使用割合がコンドーム非常用群において高

かった。また、薬物を一緒に使用する相手とし

ては「ゲイの友人・知人（58.8%）」が最も多く、

薬物の使用場所としては「ホテル・ラブホテル

（46.6%）」が最も多かった。 

【3 年目】1）啓発コンテンツ閲覧前の事前アン

ケートの有効回答数は計 11,559 名であり、平均

年齢 31.2 歳、居住地は全都道府県に分布してい

た。事前アンケートに回答した 11,559 名のうち、

8,295 名が「セイファーセックス編」、6,324 名

が「脱法ドラッグ編」、4,990 名が「HIV 検査編」

を閲覧した上で事後アンケートにも回答した。 

2）「セックスの相手にコンドームの使用を促す

効果的な台詞を思いつくか？」という問いに対

して、閲覧前に「思いつく」と回答した対象者

のうち、96.0%は閲覧後も「思いつく」のまま

であった。一方、「思いつかない」と回答した対

象者のうち 54.3%が、閲覧後には「思いつく」

に変化した。 

3）「HIV 予防を心がけようと思うか？」という

問いに対して、閲覧前に「そう思う」と回答し

た対象者のうち、98.3%は閲覧後も「そう思う」

のままであった。一方、「そう思わない」と回答

した対象者のうち 50.7%が、閲覧後には「そう

思う」に変化した。 

4）「全国の精神保健福祉センターで薬物相談が

無料で受けられることを知っていますか？」と

いう問いに対して、閲覧前に「知っている」と

回答した対象者のうち、85.5%は閲覧後も「知

っている」のままであった。一方、「知らない」

と回答した対象者のうち 47.4%が、閲覧後には

「知っている」に変化した。 

5）「今後、HIV 検査を受けようと考えています

か？」という問いに対して、閲覧前に「受ける

意志あり」と回答した対象者のうち、96.0%は

閲覧後も「受ける意志あり」のままであった。

一方、「受ける意志なし」と回答した対象者のう

ち 43.7%が、閲覧後には「受ける意志あり」に

変化した。 

 研究 3：【1 年目】1,535 人（平均年齢 41 歳）

から有効な回答を得た。 

1）性に対する相談の対応：全回答者のうち、

87.4％が性に関する相談を受けた経験があった。

このような、性に関する相談にどのように対応

するかを尋ねたところ、大半の 77.7％が「職務

として対応する」と回答し、「積極的に対応した

い」という者は 14.3％にとどまっていた。 

2）HIV/AIDS 苦手意識：全保健師に対して、

HIV/AIDS に関わる業務に対する苦手意識を尋

ねたところ、半数以上が苦手とし（「とても苦手

である」7.4％、「少し苦手である」45.4％）、苦

手でない（「あまり苦手でない」39.0％、「全く

苦手でない」6.3％）を上回った。HIV/AIDS 業

務に対する苦手意識に関連する要因としては、

年齢が若いこと、現在 HIVAIDS 担当ではない

こと、同性愛者対応経験がないこと、同性愛者

の友人知人がいないこと、同性愛に対する許容

度が低いことなどがあげられた（p<.001）。 
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3）HIV 検査業務経験：HIV 検査業務のうち、

検査前相談に関わったことがある者は、HIV 検

査業務経験者の 90.6％、陰性告知経験は 84.7％

であるのに対し、陽性告知経験がある者は

19.2％と極めて少なかった。HIV 検査業務経験

者のうち検査前相談に抵抗感を感じる者は

18.2％、陰性告知に抵抗感を感じる者は 13.6％

にとどまっているのに対し、陽性告知に抵抗感

を感じる者の割合は 75.3％にのぼった。 

4）セクシュアリティ・エイズ学び経験：保健

師養成課程において、セクシュアリティについ

て学んだものは 12.1％、HIV/AIDS について学

んだものは 51.1％だった。 

【2～3 年目】近畿圏の自治体の協力を得て 8

回の研修を実施し、延べ 134 名の参加が得られ

た。分析対象者は、研修実施 1 ヶ月後調査まで

のすべての質問票に回答が得られている保健師

（研修あり群 102 名：平均年齢 37.4 歳、研修

なし群 151 名：平均年齢 39.5 歳）とした。 

1）同性愛に関する知識の向上：同性愛に関す

る知識を問う 4 項目で、研修あり群において研

修後に知識が向上し 3 か月後まで維持された。

「同性愛者になるか異性愛者になるか、本人の

希望によって選択できる（そう思わない）」（前

27.5％→後 47.1％→1 月後 51.0％→3 月後

50.0％: 前後 p＜.001、後一 p＝.302、一三 p

＝.727）や「日本における性的マイノリティの

人口比は 5％前後である（そう思う）」（前 44.1％

→後86.3％→1月後82.4％→3月後81.4％: 前

後 p＜.001、後一 p＝1.000、一三 p＝.804）な

どの知識が、研修参加によって着実に向上した。 

2）同性愛に対する抵抗感の減少：同性愛に対

する抵抗感・嫌悪感を測る JIHP 尺度の総得点

は、研修あり群において、研修後に偏見が減ず

る方向へ変化（平均点の減少）があり 3 か月後

まで維持された（前 38.96→後 34.44→1 月後

33.70→3 月後 34.42: 前後 p＜.001、後一 p

＝.589、一三 p=.816）。この研修前後の変化は、

研修なし群との群間比較においても有意だった

（p＜.001）。 

3）MSM 対応自信の向上：「MSM と思われる、

または MSM の受検者（相談者）への対応に、

自信はありますか」という設問に対して、研修

あり群において全体として自信が向上する方向

への変化（「ある・あまりない」の増加と「ない」

の減少）が研修前後で認められ、3 か月後まで

維持された（前後 p<.001、後一 p＝.109、一三

p＝1.000）。この研修前後の変化は、研修なし

群との群間比較においても有意だった（p

＝.001）。 

4）HIV 陽性者支援知識の向上：陽性者支援に

ついては、14 項目からなる知識総得点で全体の

変化をみた。研修あり群において、研修直後は

有意に得点が増加したが、直後から 1 ヶ月後は

有意に得点減少している（前 10.78→後

11.99→1 月後 11.77→3 月後 11.64: 前後 p

＜.001、後一 p=.024、一三 p=.407）。一方、研

修なし群においては、研修後から 1 か月後に有

意な得点増加があった（前 10.45→後 10.41→1

月後 10.73→3月後 10.61: 前後 p＝.656、後一

p＝.009、一三 p＝.719）。 

5）HIV 陽性者支援自信の向上：HIV 陽性者対

応の自信については、研修あり群・なし群とも

に、研修前は「ない・あまりない」が 9 割に達

していた。研修あり群において、全体として自

信が向上する方向への変化（「ある・あまりない」

の増加と「ない」の減少）が研修前後で有意に

認められ、3か月後まで維持された（前後p<.001、

後一 p＝.820、一三 p＝.241）。研修前後の変化

は研修なし群との比較でも有意であった

（p<.001）。 

 研究 4：【1 年目】予備調査 1 では、大学院の

臨床心理士養成課程でセクシュアリティの教育

を受けた経験は非常に少なく知識は定着してい

ないことが明らかとなった。ケース担当のない

場合、セクシュアルマイノリティの心理的支援

に関する意識そのものが空洞化し、知識のなさ

のためケースを担当することに消極的な傾向が

みられた。予備調査 2 では、37 名の有効回答

（82.2%）が得られた。大学院の臨床心理士養
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成課程で同性愛教育を受けた者はほぼ皆無で、

同性愛の主な背景に性自認の混乱があるという

誤った知識を有する割合が約半数に上った。ま

た 70％がクライエントのセクシュアリティの

話をどう扱えばいいかわからないと回答があっ

た。質問紙への意見（自由記述）では教示の正

確さなどについて指摘があったため、質問紙の

一部修正を行った。 

【2 年目】有効回答数は 321 名（66.3%）、平均

年齢 43.1 歳（SD=11.0）、臨床経験平均 13.8 年

（SD=9.4）であった。HIV や検査の知識項目

では、「日本国籍の新規 HIV 感染者の約 7 割が

男性間性的接触による」は正答率 16.9%と低率、

同性愛・性同一性障害の知識では「同性愛は精

神的な病気」など非常に基本的な項目では正答

率は高かったが、臨床的関わりに関する項目で

は、性同一性障害に関する正答率が 76.6%に対

し、同性愛に関する正答率は 22.3%と低かった。

同性愛について大学院で教育を受けた経験は

14.9%と低率であった。男性同性愛／両性愛ケ

ース担当への態度項目では、「セックスの話題が

語られたら抵抗なく傾聴できる」に「あてはま

らない・どちらかといえばあてはまらない」の

割合は 33%、「HIV に感染したので相談したい

といわれたらどう対応すればいいか不安」とい

う項目に「あてはまる・どちらかといえばあて

はまる」と回答は 50.7%であった。自由記述で

は、適切な知識や事例に基づいた対応方法の研

修ニーズが高いことが示された。 

【3 年目】研修会直後の効果評価では、介入群

24 名、待機群 25 名が対象となった。年齢や経

験年数に群間で有意差はなかったが、身近に同

性愛の知人友人がいる割合は、待機群のほうが

高かった。評価のための各尺度合計得点につい

て、介入前後の得点変化量を群間で比較した。

その結果、HIV の知識やゲイ男性からの性の相

談に対する自己効力感を含めたすべての尺度で

待機群より介入群の変化量が有意に大きく、介

入群のみ、知識や自己効力感の有意な向上がみ

られた（p<.001）。しかし、尺度の下位項目ご

との分析では、セクシュアリティの知識におい

て、性自認と性的指向に関する区別を問う項目

には有意差がなかった。研修効果の持続性検討

のため、研修 1 か月後の測定まですべて参加し

た者について、両群を合わせて研修直後と 1 か

月後の測定結果を比較したところ（n=37）、知

識の項目の一部で、1 か月後の効果持続がみと

められなかった。一方、セクシュアルマイノリ

ティへの意識や価値観への気付きは、研修直後

より 1 カ月後のほうが有意に向上していた。 

 研究 5：【1 年目】ヒアリング内容の分析によ

り、コミュニティベースで行われている対面型

の介入としては情報提供が主体であり、「振り返

らせることを意図した」介入をプログラムとし

て実践した経験を持つ人は限られていた。情報

提供は、対象者のニードに沿ったオーダーメイ

ドの情報を相手が受け取りやすい形で提供する、

という方法が多くとられていた。この方法はプ

ログラム化されたものというよりは、個々のス

タッフの経験や技量に依拠して行われていた。

そして情報提供の目標は対象者が性行動につい

ての主体的意思決定をするのに必要な知識や情

報、スキルを提供することにあり、その先の実

際の行動を決めるのは対象者自身の責任である

とするスタンスを述べる人が多かった。これは

対象者の主体性を尊重する姿勢として重要なこ

とではあるが、はたして個々の対象者の HIV 予

防にその情報が活かされているのかという疑問

や、活かされていないのではないかという無力

感や疲弊感を述べる人もあった。 

 ヒアリングを踏まえたプログラム開発を行い、

DVD やセルフトークリストなど CBT に基づく

オリジナルの資材を制作し、グループと個別、

２形式の介入プログラムをトライアル実施した。

いずれもコミュニティの中で今後実施できる可

能性は概ね肯定的に評価されたが、２つの形式

の特性に応じたメリットとデメリットがあるこ

とが把握された。検討の結果、研究 2 年目には

個別形式での介入を実施することに決定した。 

【2 年目】面接を受けた 23 名について、自己効
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力感尺度得点と認知尺度得点は、介入前と比較

して介入後は優位に上昇しており（p＜.001、p

＜.001）、介入によって参加者の自己効力感や認

知はよりセイファーセックス実践に近づく方向

へと変化した。介入前に UAI（コンドーム不使

用のアナルセックス）があった 10 名の性行動

は、介入後に UAI 回数が抑制され、半数にアナ

ルセックス時の着用率の上昇傾向が見られた。

プログラムに対する参加者の満足度は良好であ

った。 

【3 年目】介入群 17 名について、自己効力感尺

度得点と認知尺度得点の介入前後の変化量を対

照群 17 名と比較したところ、介入群における

自己効力感尺度得点の事前→事後、事前→事後

２への増加量は有意に大きかった（p＜.05、p

＜.001）。また認知尺度得点においても、介入群

の事前→事後、事前→事後２への増加量は、有

意に大きかった（p＜.05、p＜.05）。直近 2 ヶ月

の UAI 実践者の比率は介入群において事前

81.25％→事後２（介入群への面接実施 2 ヶ月

後）31.25％に減少していた。一方、対照群にお

いては事前→事後２の変化はなく（ 50％

→50％）、有意差が認められた（Z＝3.266、p

＜.01）。研究 2 年目と 3 年目に個別認知行動面

接を受けた累積 52 名のうち、面接を体験して

不快と感じた点を指摘する者は 1 人もなく、約

9 割が「このプログラムを友人にも勧めてもい

いと思う」と回答した。 

 

Ｄ.考察 

 研究 1：【1～3 年目】3 年間の研究期間中に 6

自治体の教育委員会や教科研究会の協力を得て

5,979 人の教員が認識・経験するセクシュアル

マイノリティに対する意識や対応経験などの実

態を明らかにすることが出来た。自治体や教育

委員会・教科研究会と協力関係を樹立したうえ

で、教員を対象にしたセクシュアルマイノリテ

ィに関する調査研究は初めての試みである。調

査・研修を実施した自治体においても性同一性

障害の児童・生徒への対応方法について関心を

持たれることがあっても性的指向についての理

解や取り組みは概して遅れており、その実態は

教員調査の結果にも表れていた。 

自治体や教科研究会との継続した関係性を今

後も保ちながら、セクシュアルマイノリティ支

援や人権教育といった視点を通じて、MSM に

おける HIV 予防対策を推進していくことが、現

在の学校教育環境で現実的に実施可能な取り組

み方法であろう。一方、研究開始にあたってい

くつかの自治体と交渉を重ねたが、多くの場合

研究課題それ自体に難色を示され、その難色そ

のものが MSM に対する社会的反応であるとも

考えられた。MSM に対する差別や偏見、誤解

と言った社会の側が持つ嫌悪感などの解消とと

もに、エイズ対策を推進する必要があると考え

られる。 

 研究 2：【1 年目】コンドーム常用率が低い若

年者をターゲットとしたコンドーム使用を促す

予防的介入や、HIV 抗体検査受検率の低い若年

者や地方在住者をターゲットとした HIV 検査

受検を促す介入が必要である。また、MSM 同

士の出会いの場がゲイタウンからインターネッ

トにシフトしている可能性が示唆されることか

ら、介入の手段としてインターネットを活用す

ることが有効と考えられる。同時に、性感染症

診療に関わる医療者に対しては、性的指向を打

ち明けられた際の対応や、セイファーセックス

を阻害する可能性のある薬物使用に対する理解

を深めることが求められる。 

【2 年目】HIV 検査未受検者の背景として、「忙

しい」、「面倒くさい」のように日々の生活に追

われ、検査に行く時間を確保しづらい状況にあ

る可能性が示唆される一方で、「怖い」、「知りた

くない」のように自身の健康に向き合うことを

意識的に（あるいは無意識に）避けている可能

性も示唆される。また、検査未受検者の受検行

動を促進するためには、未受検者の周囲にいる

友人・恋人を通じて働きかけていくことが受検

行動につながる可能性がある。また、ゲイタウ

ン利用率の低下を踏まえれば、MSM 向けに開
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発された SNS やアプリケーションソフトウェ

アなど MSM にとって身近なツールを活用する

ことが、検査未受検者に情報を正しく伝える上

で有効かも知れない。一方、性交時における脱

法ドラッグ使用や、使用に伴うコンドーム使用

率の低下がみられたことから、脱法ドラッグが

新たなセックスドラッグとなり、HIV 感染リス

クを高めている可能性がある。 

【3 年目】啓発コンテンツ閲覧前後に、コンド

ーム使用に対する態度、HIV 予防に対する態度、

薬物問題の相談に関する知識、HIV 受検に対す

る態度に大幅な改善がみられた。 

 研究 3：1 年目の実態調査から、保健師全体

として、性に関する相談には業務としての対応

という姿勢が強く、HIV/AIDS に関わる業務に

対しては、苦手意識が潜在することがわかった。

また、保健師養成課程において、セクシュアリ

ティや HIV/AIDS について学ぶ機会が十分で

はないことも明らかになった。これらの結果を

ふまえ本研究で実施したMSM理解促進とHIV

陽性者の支援能力の向上をテーマとした 1 日研

修では、対象となった保健師に、同性愛に関す

る知識の向上、同性愛に関する抵抗感の減少、

MSM 対応自信の向上、HIV 陽性者支援告知の

知識および自信の向上について一定の効果が確

認された。今後の取り組みの課題としては、必

要な情報を一括整備する、MSM や陽性告知対

応の事例を各保健所が共有できる仕組みを作る

など、保健師個人や保健所単位で準備性を高め

る支援などが必要である。また、看護教育一般

におけるセクシュアリティ教育の強化を提言し

ていくことも重要である。 

 研究 4：【1 年目】今日の臨床心理士にはセク

シュアリティの心理的支援を行う準備は整って

いない者が多いと考えられ、予備的検討ではあ

るが MSM 支援のための教育・研修体制充実の

必要性が高いことが示された。質問紙について

は HIV 予防という観点から、セックスの話題を

扱うことへの態度や HIV の知識も明らかにす

る必要があると考え修正し、2 年目の本調査の

準備が整った。 

【2 年目】セクシュアリティに関する教育は臨

床心理士の専門養成課程でほとんど行われてお

らず、同性愛の臨床的な関わりに関する知識は

不十分で同性愛と性同一性障害とを混同してい

る者も多いことが明らかとなった。また、MSM

における HIV 感染の問題についての認識も普

及していないと考えられ、卒後教育のための環

境整備、ツールの開発等が急務であると考えた。 

【3 年目】開発した研修プログラムは、セクシ

ュアリティの基礎知識や自己効力感、支援意識

などの向上に効果があった。また、概ね効果の

持続も確認されたが知識の一部では研修直後の

効果や持続性に疑問が持たれた。今後、情報伝

達の方略にさらなる工夫が必要である。基礎知

識や価値観に関する講義に加え、事例を題材に

グループディスカッションを行った参加型のプ

ログラムが含まれていたことは有効であった。

今後は研修プログラムをパッケージ化し、各地

の臨床心理士教育研修において普及させること

や、教育的ツールの開発、普及が課題である。 

 研究 5：【1 年目】ヒアリング分析結果から、

MSM 対象の予防啓発活動において、これまで

の CBO の実践を補う必要があると考えられる

こととして、①対象者の根本的課題（性行動に

も影響するメンタルヘルスの問題など）への支

援策、②「必要な情報を備えること」と「セッ

クス場面での行動」の乖離を埋める方策、③

CBO による予防啓発が届かない層へのアプロ

ーチ、④スタッフの動機づけを維持し疲弊を防

ぐ仕組み、⑤当事者と非当事者とのチームアプ

ローチの 5 点が抽出された。本研究で開発を目

指す介入手法はまさに②を意図したものであり、

開発の意義は確認できたと考えられる。 

【2 年目】本研究で行った介入（個別認知行動

面接）は参加者に不快感をもたらすことなく、

自己効力感や認知についてセイファーセックス

に方向づける効果を及ぼし、UAI を抑制すると

いう一定の効果が認められた。しかし、サンプ

ルの偏りやサイズの限界からその効果をすぐに
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一般化することはできない。研究デザインを変

えての追試が必要と考えられた。 

【3 年目】MSM を対象とした HIV 予防のため

の個別認知行動面接は、満足度も高く、セイフ

ァーセックスへの自己効力感を高め、よりセイ

ファーセックスに方向づけられた考え方を促進

する効果があること、行動面でも UAI を行う人

を減少させる効果があることが検証された。よ

り広い対象に提供可能なセッティングでの展開

を目指し、その多様な方向性とプログラムの修

正応用についても考察した。  

 

Ｅ.自己評価 

1）達成度について 

MSM を対象にしたネット調査は 1～2 年目

にそれぞれ 1 万人規模の研究参加者を獲得、加

えて 3 年目は介入研究として 1 万人を超える

MSM を取り込むことに成功した。また、認知

行動理論による対面型の予防介入の実施あたっ

ては、ツイッター等をリクルート手法として応

用すると共に MSM 向けコミュニティセンター

のスタッフと連携のうえ、プログラムを実施・

その効果評価まで成功させることが出来た。 

セクシュアリティ理解と効果的な HIV 対策実

施を目指し、教育委員会・自治体と連携をした

うえで、教員・保健師・臨床心理士の実態調査

と研修を行った。これら全ての計画を達成した。 

 

2）研究成果の学術的・国際的・社会的意義 

スマートフォンに特化した MSM 対象の予防

介入はわが国で初である。教育・検査・心理的

支援の援助職を対象にHIV予防やMSMをはじ

めとするセクシュアルマイノリティに関する実

態を明らかにする調査や研修の実施は、MSM

の HIV 感染リスク要因への根本的介入として

学術的・社会的にも新しい取組とチャレンジで

ある。とりわけ教育委員会と連携のしたうえで

MSMのHIV予防を含めた健康問題とその対策

について、調査・研修を通じて教員にそれを周

知した意義は極めて大きい。 

 

 

3）今後の展望 

 研究 1：これまで MSM を課題にした上で教

育委員会や教育現場と連携することは困難とさ

れてきたが、本研究班ではこの 3 年間に良好な

関係性を構築・維持することが出来た。今後は

学校で実施可能な、MSM に配慮した HIV 予防

教育の授業展開案を開発することが急務である。 

 研究 2：MSM を取り巻くネット環境の変化

のスピードは著しく早く、時勢に合致したスマ

ートフォンを活用した予防介入に成功した。今

後は内容のさらなる改変を目指しながらも、恒

常的に提供可能なシステム構築が必要である。

ネット調査から、MSM は複数の個別施策層の

交差点であることが示されており（例えば薬物

依存・乱用者や若年層）継続実施の必要性と研

究の独自性が極めて高いと言える。 

 研究 3：研究知見を踏まえ、現職保健師対象

の教育プログラムとして普及・定着させること

や、看護教育への提言を行うことを通じて、研

修内容の均てん化を図る。 

 研究 4：思春期・青年期保健に関わる学生相

談の臨床心理士を対象に、効果が認められた教

育プログラムを研修パッケージ化すること、よ

り多くの地域で実施・普及させるための整備や

さらなる教育ツールの開発が必要である。 

 研究 5：多くの MSM にこの対面型介入を提

供するために、保健所や委託検査等 HIV 抗体検

査場面での応用を視野に入れた積極的展開の可

能性を探ることが必要である。 

 

Ｆ.結論 

研究計画を予定通りに進め、MSM の HIV 感

染リスク行動のモニタリングを行いインターネ

ットによる介入も実施した。また、認知行動理

論による対面型の個別介入とその効果を検証し

た。教員・保健師・臨床心理士を対象に、実態

調査と研修を実施し、MSM の HIV 予防や健康

支援を推進するための基盤構築に寄与した。 

 

Ｇ.健康危険情報 

なし 
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（和田清編），医学書院，115-126，2013． 

13）西村由実子、尾崎晶代、和木明日香、日高

庸晴：近畿圏の保健師における HIV/AIDS

業務の苦手意識と HIV 検査相談の現状に関

する研究，日本公衆衛生雑誌（投稿中），2013． 

14）古谷野淳子、松高由佳、桑野真澄、早津正

博、西川歩美、星野慎二、後藤大輔、町登志

雄、日高庸晴：「その瞬間」に届く予防介入

の試み ―MSM 対象の PCBC(個別認知行

動面接)の検討，日本エイズ学会誌（投稿中），

2013． 
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2．学会発表 

（国内） 

1）嶋根卓也、日高庸晴：クラブカルチャーと

の親和性と MDMA 使用との関連，第 70 回

日本公衆衛生学会総会，2011 年，秋田． 

2）日高庸晴、本間隆之：インターネットによ

るＭＳＭの行動疫学調査-経年変化分析の結

果-，第 25 回日本エイズ学会学術集会，2011

年，東京． 

3）西村由実子、日高庸晴：就労成人男性およ

び大学生を対象としたインターネットによ

る行動科学的ＨＩＶ予防介入の実施可能性

の検討に関する研究，第 25 回日本エイズ学

会学術集会，2011 年，東京． 

4）津田聡子、日高庸晴：教員の性教育の必要

性の認識と研究受講経験に関する実態調査，

第31回日本思春期学会総会・学術集会，2012

年，長野． 

5）日高庸晴：セクシュアルマイノリティに対

する教員の意識と教育経験に関する研究，第

31 回日本思春期学会総会・学術集会，2012

年，長野． 

6）嶋根卓也、日高庸晴：クラブ内の個室利用

とアルコール・薬物使用との関連性，第 71

回日本公衆衛生学会総会，2012 年，山口． 

7）松高由佳、日高庸晴：カウンセラーの同性

愛・性同一性障害に関する理解や教育を受け

た経験に関する予備的検討，中国四国心理学

会第 68 回大会，2012 年，広島． 

8）西村由実子、岩井美詠子、尾崎晶代、和木

明日香、日高庸晴：近畿圏の保健師における

セクシュアリティ理解と援助スキル開発に

関する研究，第 26 回日本エイズ学会学術集

会，2012 年，横浜． 

9）松高由佳、古谷野淳子、小楠真澄、橋本充

代、本間隆之、山崎浩司、横山葉子、日高庸

晴：ＭＳＭにおけるセイファーセックスを妨

げる認知のタイプに関する検討，第 26 回日

本エイズ学会学術集会，2012 年，横浜． 

10）古谷野淳子、松高由佳、小楠真澄、後藤大

輔、中村文昭、日高庸晴：MSM 対象の対面

型 HIV 予防介入プログラムの予備的検討－

プログラムに対する動機付けや受容性への

関連要因，第 26 回日本エイズ学会学術集会，

2012 年，横浜． 

11）日高庸晴、嶋根卓也：全国インターネット

調査 REACH Online 2011 から示される自

傷行為経験と HIV 感染予防行動の関連，第

26 回日本エイズ学会学術集会，2012 年，横

浜． 

12）嶋根卓也、日高庸晴：MSM におけるアル

コール影響下でのセックスと覚せい剤使用

との関連-インターネット調査の結果より-，

第 26 回日本エイズ学会学術集会，2012 年，

横浜． 

13）嶋根卓也、日高庸晴.：MSM における脱法

ドラッグ使用がコンドーム使用に与える影

響‐インターネット調査より‐，第 27 回日

本エイズ学会学術集会・総会，2013 年，熊

本． 

14）松髙由佳、喜花伸子、内野悌司、日高庸晴：

カウンセラーの HIV に関する知識と相談対

応への態度との関連－MSMを対象とした心

理的支援の観点から，第 27 回日本エイズ学

会学術集会，2013 年，熊本． 

15）松髙由佳、日高庸晴：学生相談カウンセラ

ーにおける同性愛の相談に対する態度－同

性愛の友人・知人の有無とケース対応経験と

の関連－，中国四国心理学会第 69 回大会，

2013 年，山口． 

16）嶋根卓也、日高庸晴、和田清、舩田正彦：

クラブにおける薬物乱用の実態，シンポジウ

ム 8 薬物乱用の動向とその防止策，平成 25

年度アルコール・薬物依存関連学会 合同総

会，2013 年，岡山． 

17）嶋根卓也、和田清、日高庸晴、舩田正彦：

脱法ドラッグ使用による主観的症状と形状

の関係‐クラブユーザー調査より‐，一般演

題、平成 25 年度アルコール・薬物依存関連

学会 合同総会，2013 年，岡山． 
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18）和木明日香、日高庸晴、西村由実子：多様

なセクシュアリティ理解促進にむけて－近

畿圏保健師のセクシュアリティ理解の現

状・教育プログラム実施の取り組みを基に－，

第 33 回日本看護科学学会学術集会，2013

年，大阪． 

（海外） 

1) Shimane T，Hidaka Y，Wada K，Funada 

M：Problematic behavior and MDMA use 

among Japanese rave populations, 74th 

Annual Meeting - College on Problems of 

Drug Dependence，Palm Springs，2012，

CA(USA)． 

2) Shimane T, Hidaka Y ： Alcohol and 

methamphetamine use during sex among 

Japanese men who have sex with men 

recruited through the Internet ， 9th 

National Harm reduction conference, 

Portland，2012，Oregon(USA) 

3) Shimane T，Hidaka Y，Wada K， Funada 

M ： Patterns and settings of 3, 

4-methylenedioxymethamphetamine 

(MDMA) use at dance parties in Japan， 

CPDD 75th Annual Scientific Meeting， 

6.15-20，2013，San Diego，USA． 

 

研究分担者 

嶋根 卓也 

1．論文 

（英文） 

1) Shimane T，Matsumoto T，Wada K：

Prevention of overlapping prescriptions of 

psychotropic drugs by community 

pharmacists. Jpn. J. Alcohol & Drug 

Dependence，47(5)：202-210，2012． 

2) Shimane T，Hidaka Y，Wada K，Funada 

M:Ecstasy(3,4-methylenedioxymethamphet

amine) use among Japanese rave 

population ， Psychiatry and Clinical 

Neurosciences，67，12-19，2013． 

3)Wada K ， Funada M ， Matsumoto T ，

Shimane T：Current status of substance 

abuse and HIV infection in Japan. Journal 

of Food and Drug Analysis，21(4)：33-36， 

2013． 

（和文） 

1）嶋根卓也：思春期における薬物乱用の実態

と対策，産婦人科治療，103(2)，144-150，

2011． 

2）嶋根卓也：思春期における薬物乱用の実態

と予防，思春期学，29(1)，13-18，2011． 

3）嶋根卓也：薬局薬剤師を情報源とする向精

神薬の乱用・依存の実態把握に関する研究，

埼玉県薬剤師会雑誌，37(8)，17-21，2011． 

4）嶋根卓也：薬剤師から見た向精神薬の過量

服薬,精神科治療学，27(1)，87-93，2012． 

5）松本俊彦、嶋根卓也、尾崎茂、小林桜児、

和田清：乱用・依存の危険性の高いベンゾジ

アゼピン系薬剤同定の試み，精神医学，54(2)，

201-209，2012． 

6）嶋根卓也：薬物依存における新たな動向-多

様化する乱用薬物，精神医学，54(11)，

1119-1126，2012． 

7）日高庸晴、嶋根卓也：【自己破壊的行動 多

角的理解のために】性的指向の理解と専門職

による支援の必要性，精神療法，38(3)，

350-356，2012． 

8）嶋根卓也：医者や薬局のくすりなら大丈夫？

中高生のためのメンタル系サバイバルガイ

ド（松本俊彦＝編），日本評論社，東京，74-79， 

2012． 

9）松本俊彦、成瀬暢也、梅野 充、青山久美、

小林桜児、嶋根卓也、森田展彰、和田清：

Benzodiazepines 使用障害の臨床的特徴と

その発症の契機となった精神科治療の特徴

に関する研究，日本アルコール・薬物医学会

雑誌， 47 (6)，317-330，2012． 

10）嶋根卓也、日高庸晴：薬物使用障害と性的

マイノリティ，HIV. 物質使用障害とアディ

クション臨床ハンドブック，精神科治療学，
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28，289-293，2013． 

11）嶋根卓也：ゲートキーパーとしての薬剤師，

医薬品の薬物乱用・依存への対応，

YAKUGAKUZASSHI，133，617-630，2013． 

12）嶋根卓也：薬剤師からみた くすり漬け問

題，くすりにたよらない精神医学（井原裕、

松本俊彦＝編），日本評論社，35-39，2013． 

13）嶋根卓也、日高庸晴：性的マイノリティと

薬物乱用・依存の関係，依存と嗜癖―どう理

解し、どう対処するか―（和田清＝編），医

学書院，115-126，2013． 

14 ）嶋根卓也：一般用医薬品のインターネット

販売解禁が及ぼす乱用・依存症の危険性，大

阪保険医雑誌，41，13-16，2013． 

15）嶋根卓也：ゲートキーパーとしての薬剤師，

うつ病パーフェクトガイド，「調剤と情報」，

19，36-37，2013． 

16）嶋根卓也：薬剤師から見た「処方薬を適切

に使えない患者たち」，うつ病パーフェクト

ガイド，「調剤と情報」，19，126-130，2013． 

17）嶋根卓也：脱法ドラッグを使う若者たち，

東京都こころの健康だより，107，6，2013． 

18）嶋根卓也：ゲートキーパー研修会の報告，

埼玉県薬剤師会雑誌，40 (2)，6-8，2014． 

 

2．学会発表 

（国内） 

1）嶋根卓也、松本俊彦、和田清：薬局薬剤師

を情報源とする向精神薬の乱用・依存の実態

把握に関する研究，平成 23 年度アルコー

ル・薬物依存関連学会合同学術総会，2011

年，名古屋． 

2）松本俊彦、嶋根卓也、尾崎茂、小林桜児、

和田清：乱用・依存の危険性の高いベンゾジ

アゼピン系薬剤同定の試み: 文献的対照群

を用いた予備的研究，平成 23 年度アルコー

ル・薬物依存関連学会合同学術総会，2011

年，名古屋． 

3）嶋根卓也、日高庸晴：クラブカルチャーと

の親和性と MDMA 使用との関連，第 70 回

日本公衆衛生学会総会，2011 年，秋田． 

4）嶋根卓也、松本俊彦、和田清：調剤レセプ

トを通じて把握された向精神薬の重複処方

の実態について，第 17 回埼玉県薬剤師会学

術大会，2011 年，埼玉． 

5）嶋根卓也：薬剤師を真の"ゲートキーパー"

とするために 薬剤師が潜在的な精神科疾

患や過量投与、自殺をピックアップできるよ

うになるためにはどうすることが必要か、向

精神薬乱用・依存の予防に薬局薬剤師はどの

ように関われるか，日本薬学会第 132 年会，

2012 年，北海道． 

6）嶋根卓也、松本俊彦、和田清：向精神薬乱

用を疑う患者に関する疑義照会・情報提供を

薬剤師が積極的にできない背景，第 47 回日

本アルコール・薬物医学会，2012 年，北海

道． 

7）嶋根卓也：若手シンポジウムアルコール・

薬物研究の未来に向けて-薬剤師と薬物依存

-，第 47 回日本アルコール・薬物医学会，2012

年，北海道． 

8）松本俊彦、成瀬暢也、梅野充、青山久美、

小林桜児、嶋根卓也、森田展彰、和田清： 

Benzodiazepines 使用障害の臨床的特徴と

その発症の契機となった精神科治療の特徴

に関する研究，第 47 回日本アルコール・薬

物医学会，2012 年，北海道． 

9）岸本桂子、嶋根卓也：カリキュラム・教材

からみた薬学教育における薬物、医薬品乱

用・依存，日本社会薬学会第 31 年会，2012

年，三重． 

10）嶋根卓也、日高庸晴：クラブ内の個室利用

とアルコール・薬物使用との関連性，第 71

回日本公衆衛生学会総会，2012 年，山口． 

11）松崎良美、嶋根卓也、三砂ちづる：若年女

性の自傷経験とその受容-20 代女性への聞き

取り調査より-，第 71 回日本公衆衛生学会総

会，2012 年，山口． 

12）嶋根卓也、松本俊彦、和田清：処方医への

「つなぎ」としての疑義照会－ゲートキーパ
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ーとしての職能を発揮するために－，第 18

回埼玉県薬剤師会学術大会，2012 年，埼玉． 

13）嶋根卓也、日高庸晴：MSM におけるアル

コール影響下でのセックスと覚せい剤使用

との関連-インターネット調査の結果より-，

第 26 回日本エイズ学会学術集会，2012 年，

横浜． 

14）日高庸晴、嶋根卓也：全国インターネット

調査 REACH Online 2011 から示される自

傷行為経験と HIV 感染予防行動の関連，第

26 回日本エイズ学会学術集会，2012 年，横

浜． 

15）嶋根卓也：ゲートキーパーとしての薬剤師

と処方薬乱用・依存、医薬品の乱用・依存に

薬剤師はどうかかわれるか，日本薬学会第

133 年会，2013 年，神奈川． 

16）和田清、舩田正彦、嶋根卓也、松本俊彦： 

脱法ドラッグを含む薬物の乱用・依存・中毒， 

北海道薬剤師会学校薬剤師部会，第 60 回北

海道薬学大会，2013 年，札幌． 

17）和田清、舩田正彦、嶋根卓也、松本俊彦：. 

薬物の乱用・依存・中毒と脱法ドラッグ，日

本法中毒学会第 32 年会，2013 年，千葉． 

18）嶋根卓也、和田清、日高庸晴、舩田正彦： 

脱法ドラッグ使用による主観的症状と形状

の関係‐クラブユーザー調査より‐，平成

25 年度アルコール・薬物依存関連学会 合同

総会，2013 年，岡山． 

19）嶋根卓也、日高庸晴、和田清、舩田正彦： 

クラブにおける薬物乱用の実態、シンポジウ

ム 8 薬物乱用の動向とその防止策，平成 25

年度アルコール・薬物依存関連学会 合同総

会，2013 年，岡山． 

20）三田村俊宏、嶋根卓也、阿部真也、吉町昌

子、後藤輝明、宮本法子：薬剤師と自殺予防

～“つなぎ”の現状からゲートキーパーとし

ての薬剤師の役割を考える～，日本社会薬学

会第 32 年会，2013 年，東京． 

21）嶋根卓也、宮野廣美、川崎裕子、膳亀昭三、

金子伸行：過量服薬防止に重点をおいたゲー

トキーパー研修を通じて薬剤師の職能を考

える，第19回埼玉県薬剤師会学術大会，2013

年，埼玉． 

22）嶋根卓也、日高庸晴：MSM における脱法

ドラッグ使用がコンドーム使用に与える影

響‐インターネット調査より‐，第 27 回日

本エイズ学会学術集会・総会，2013 年，熊

本． 

（海外） 

1)Shimane T，Hidaka Y，Wada K，Funada 

M：Problematic behavior and MDMA use 

among Japanese rave populations, 74th 

Annual Meeting - College on Problems of 

Drug Dependence，Palm Springs，2012，

CA(USA)． 

2)Shimane T ， Hidaka Y ： Alcohol and 

methamphetamine use during sex among 

Japanese men who have sex with men 

recruited through the Internet, 9th 

National Harm reduction conference ，

Portland，2012， Oregon(USA)． 

3)Wada K，Funada M，Shimane T： Current 

status of substance abuse and HIV in Japan，

The 2013 International Conference on 

Global Health: Prevention and Treatment of 

Substance Use Disorders and HIV，2013，

Taipei，Taiwan． 

4) Shimane T，Hidaka Y，Wada K，Funada 

M ： Patterns and settings of 3, 

4-methylenedioxymethamphetamine 

(MDMA) use at dance parties in Japan， 

CPDD 75th Annual Scientific Meeting，2013，

San Diego，CA(USA)． 

 

和木 明日香 ※平成 24・25 年度研究分担者 

1．論文 

（和文） 

1）和木明日香、浅見恵梨子、上田惠子、小澤

淳子、上野恭裕：バーシング・センター助産

師の価値観に関する一考察－英国の事例の
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検証から－，大阪母性衛生学会雑誌，48(1)，

48-53，2012． 

2）和木明日香、浅見恵梨子、上田惠子、小澤

淳子、早川和生：院内助産を遂行できる助産

師の能力に関する研究－英国のバーシン

グ・センター助産師への質問紙調査から－，

大阪母性衛生学会雑誌，48(1)，54-58，2012． 

3）浅見恵梨子、和木明日香、上田惠子、上野

恭裕：院内助産所の組織構造に関する研究－

英国の Birthing Centre の検証から－，大阪

母性衛生学会雑誌，48(1)，41-44，2012． 

4）浅見恵梨子、和木明日香、上田惠子：英国

の草創期にあるバーシング・センターを視察

して，千里金蘭大学紀要，2012． 

5）西村由実子、尾崎晶代、和木明日香、日高

庸晴：近畿圏の保健師における HIV/AIDS

業務の苦手意識と HIV 検査相談の現状に関

する研究，日本公衆衛生雑誌（投稿中），2013． 

 

2．学会発表 

（国内） 

1）西村由実子、岩井美詠子、尾崎晶代、和木

明日香、日高庸晴：近畿圏の保健師における

セクシュアリティ理解と援助スキル開発に

関する研究，日本エイズ 学会，2012 年，横

浜． 

2）和木明日香、日高庸晴、西村由実子：多様

なセクシュアリティ理解促進にむけて－近

畿圏保健師のセクシュアリティ理解の現

状・教育プログラム実施の取り組みを基に－，

第 33 回日本看護科学学会学術集会，2013

年，大阪． 

 

西村 由実子 ※平成 23 年度研究分担者 

1．論文 

（和文） 

1）木原正博、西村由実子、加藤秀子、木原雅

子：先進国における早期梅毒流行の再興とそ

の背景要因について，日本性感染症学会誌，

22(1)，30-39，2011． 

2）西村由実子、日高庸晴：日本の就労成人男

性における HIV/AIDS 関連意識と行動に関

するインターネット調査，日本エイズ学会誌，

15(3)，183-93，2013． 

3）西村由実子、尾崎晶代、和木明日香、日高

庸晴：近畿圏の保健師における HIV/AIDS

業務の苦手意識と HIV 検査相談の現状に関

する研究，日本公衆衛生雑誌（投稿中），2013． 

 

2．学会発表 

（国内） 

1）西村由実子、日高庸晴：就労成人男性およ

び大学生を対象としたインターネットによ

る行動科学的 HIV 予防介入の実施可能性の

検討に関する研究，日本エイズ学会，2011

年，東京． 

2）西村由実子、岩井美詠子、尾崎晶代、和木

明日香、日高庸晴：近畿圏の保健師における

セクシュアリティ理解と援助スキル開発に

関する研究，日本エイズ 学会，2012 年，横

浜． 

3）和木明日香、日高庸晴、西村由実子：多様

なセクシュアリティ理解促進にむけて－近

畿圏保健師のセクシュアリティ理解の現

状・教育プログラム実施の取り組みを基に－，

第 33 回日本看護科学学会学術集会，2013

年，大阪． 

 

松髙 由佳 

1．論文 

（和文） 

1）品川由佳、兒玉憲一、中岡千幸：中国地方

の大学院生・初心の臨床心理士のスーパーヴ

ィジョン経験に関する研究，広島大学心理学

研究 10，147-158，2011． 

2）松髙由佳：セクシュアリティに関する心理

療法家のクリニカル・バイアス，心理学研究

の新世紀 4 臨床心理学（深田博己監、岡本

祐子・兒玉憲一編），ミネルヴァ書房，

169-179，2012． 
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3）佐々木掌子、平田俊明、金城理枝、長野香、

梶谷奈生、石丸径一郎、松髙由佳、角田洋隆、

柘植道子、葛西真記子：アメリカ心理学会

（APA）特別専門委員会における「性指向に

関する適切な心理療法的対応」の報告書要約， 

心理臨床学研究，30，763-773，2012． 

4）松髙由佳、日高庸晴：カウンセラーのセク

シュアリティへの理解や教育を受けた経験

に関する検討―面接調査を通じて―，広島文

教女子大学心理臨床研究，3，18-23，2012． 

5）松髙由佳、古谷野淳子、小楠真澄、橋本充

代、本間隆之、山崎浩司、横山葉子、日高庸

晴： Men who have Sex with Men （MSM) 

における HIV 感染予防行動を妨げる認知に

関する検討，日本エイズ学会誌，15(2)，

134-140，2013． 

6）松髙由佳、長野香：ホルモン療法の医学的

リスクに関する概要，トランスセクシュアル、

トランスジェンダー、ジェンダーに非同調な

人々のためのケア基準，世界トランスジェン

ダー・ヘルス専門家協会（WPATH），第７

版日本語版，中塚幹也・東優子・佐々木掌子

（監訳），2014（印刷中）． 

7）松髙由佳：援助職の「セクシュアリティ」

についての価値観がセラピーに及ぼす影響， 

セクシュアル・マイノリティへの心理的援助， 

針間克己・平田俊明（編著），岩崎学術出版，

印刷中，2014． 

 

2．学会発表 

（国内） 

1）松髙由佳、日高庸晴：カウンセラーの同性

愛・性同一性障害に関する理解や教育を受け

た経験に関する予備的検討，中国四国心理学

会第 68 回大会，2012 年，広島． 

2）松髙由佳、古谷野淳子、小楠真澄、橋本充

代、本間隆之、山崎浩司、横山葉子、日高庸

晴：MSM におけるセイファーセックスを妨

げる認知のタイプに関する検討，第 26 回日

本エイズ学会学術集会・総会，2012 年，横

浜． 

3）松高由佳、日高庸晴：学生相談カウンセラ

ーにおける同性愛の相談に対する態度－同

性愛の友人・知人の有無とケース対応経験と

の関連－，中国四国心理学会第 69 回大会，

2013 年，山口． 

4）松高由佳、喜花伸子、内野悌司、日高庸晴： 

カウンセラーの HIV に関する知識と相談対

応への態度との関連―MSMを対象とした心

理的支援の観点から，第 27 回日本エイズ学

会学術集会・総会，2013 年，熊本． 

 

古谷野 淳子 

1．論文 

（和文） 

1）松高由佳、古谷野淳子、桑野真澄、橋本充

代、本間隆之、山崎浩司、横山葉子、日高庸

晴：Men Who have Sex with Men(MSM)に

おける HIV 感染予防行動を妨げる認知に関

する検討，日本エイズ学会誌，15(2)，134-141，

2013． 

2）古谷野淳子：セクシュアリティ，がんとエ

イズの心理臨床，矢永由里子・小池眞規子編，

122－128，創元社，2013． 

3）古谷野淳子，松高由佳，桑野真澄，早津正

博，西川歩美，星野慎二，後藤大輔，町登志

雄，日高庸晴：「その瞬間」に届く予防介入

の試み―MSM 対象の PCBC(個別認知行動

面接)の検討．日本エイズ学会誌（投稿中）． 

4）古谷野淳子：HIV 感染症とゲイ・バイセク

シュアル男性への心理臨床，セクシュアル・

マイノリティへの心理的援助，針間克己・平

田俊明編著，岩崎学術出版社．（印刷中） 

 

2．学会発表 

（国内） 

1）古谷野淳子、松高由佳、小楠真澄、後藤大

輔、中村文昭、日高庸晴：MSM 対象の対面

型 HIV 予防介入プログラムの予備的検討－

プログラムに対する動機付けや受容性への
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関連要因，第 26 回日本エイズ学会学術集会，

2012 年，横浜． 

2）松高由佳、古谷野淳子、小楠真澄、橋本充

代、本間隆之、山崎浩司、横山葉子、日高庸

晴：MSM におけるセイファーセックスを妨

げる認知のタイプに関する検討，第 26 回日

本エイズ学会学術集会，2012 年，横浜． 

3）山中京子、古谷野淳子、早津正博、神谷昌

枝、石川雅子：ブロック拠点、中核拠点、一

般病院別のカウンセリング体制の現状およ

び課題の検討―過去 5 年間の調査研究結果

の総合的分析より―，日本エイズ学会，2013

年，熊本． 

4）早津正博、古谷野淳子：新潟大学医歯学総

合病院における HIV 感染症患者のメンタル

ヘルスの状況―GHQ30 の継続的測定から，

日本エイズ学会，2013 年，熊本． 
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厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策研究事業 

HIV 感染予防対策の個別施策層を対象にしたインターネットによるモニタリング調査・ 

認知行動理論による予防介入と多職種対人援助職による支援体制構築に関する研究 

 

学校教育におけるセクシュアリティ理解と援助スキル開発に関する研究 

 

研究代表者：日高 庸晴 （宝塚大学看護学部） 

研究協力者：星野 慎二 （特定非営利活動法人 SHIP）・・・2～3 年目 

      川目漱一郎 （特定非営利活動法人 SHIP）・・・2 年目 

桑野 真澄   （九州大学病院精神科神経科）・・・1 年目 

吉永 亮治   （tss 福岡）・・・1年目 

 

研究要旨 

MSM を対象にしたインターネット調査によれば、MSM が思春期を迎える学齢期に学校教育の場に

おいて性的指向をはじめとするセクシュアリティ教育や男性同性間における HIV 予防教育はほとんど

実施されていないこと、性的指向の自覚やいじめ被害、自殺を考えたことなどメンタルヘルスと関連が

あるライフイベントが集中して発生していることが明らかになっている。また、HIV 陽性者と陰性者を

比較した分析によれば、陽性者におけるいじめ被害割合が高率であることも再現性のある結果として示

されている。これらの研究知見から導き出される一つの推察は、学校での生きづらさや性的指向への無

理解や誤解、差別や偏見などに起因・関連した抑うつや孤独感、低い自尊心によるメンタルヘルスの不

調があり、一連の不調が HIV 感染予防行動の阻害要因となっているということであろう。よって、成

人後の MSM のみを予防対策の対象とするのではなく、男性同性間の HIV 感染予防対策をルートコー

ズ的に解決するためには、学校教育が担う役割と責任は大きいと考えられる。そのためには、セクシュ

アリティに関して教員自身が正しく理解すると共に、当該児童・生徒に対して適切に支援・援助するこ

とが不可欠である。本研究では 3 年間を通じて教員の意識調査・教職員研修・自治体連携を行った。 

 教員調査は 6 自治体から 5,979 部の有効回答を得た。主な結果として、全体の 62.8～73.0％が学校教

育で同性愛や性同一性障害について教える必要性を認識している一方、実際に授業で取り扱った経験は

13.7％であった。また、教職員を対象にしたワークショップ型研修には研究 2～3 年目に 9 回（参加者

348 人）実施し、セクシュアリティ理解と支援・援助スキル習得の一助とした。 

 

Ａ. 研究目的 

わが国の HIV/AIDS 対策における喫緊の課題

である MSM の対策や当該集団の若年時からの予

防的保健行動の促進に寄与するためには、セクシ

ュアルマイノリティを取り囲む学校環境の変容

が必要であると考えられる。MSM が思春期を迎

える時期に、学校教育現場においてセクシュアリ

ティに関する情報提供や男性同性間における

HIV 感染予防教育がほとんどないこと、性的指向

の気付きや自殺を考えたこと、男性との初交経験

など様々なライフイベントが集中して発生して

いることが研究代表者らのこれまでの研究によ

って再現性のある調査結果として示されている。

男性同性間の HIV 感染予防を推進するためには、

学齢期初期からの適切な教育環境が必要であり、

HIV 感染リスク行動の背景に関連する要因の発

生防止とその対策のために、教育現場が担う役割

は大きい。MSM に配慮した HIV 予防教育の推進

やセクシュアルマイノリティに関する適切な情

報提供と支援を担うことが出来るよう、その環境
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整備に資するために、教育現場への働きかけを行

った。 

 

Ｂ. 研究方法 

【1 年目】教育現場における MSM を含むセクシ

ュアルマイノリティ理解と HIV 予防教育の推進

に資するために、教員の性的指向や性同一性障害

に関する意識／認識／対応経験についての実態

を明らかにすることを目的に、東日本 A 市、西日

本 B 市、西日本 C 市、西日本 C 県の教員（教諭

と講師を合わせて教員とした）を対象に、教育委

員会および校長会の協力あるいは人権教育に関

する教員の研究会の協力を得て無記名自記式質

問紙調査を実施した。 

【2 年目】教員の性的指向や性同一性障害に関す

る意識／認識／対応経験に加えて、HIV/AIDS に

関する授業時の教示内容や教示に際して感じる

苦手意識等について明らかにすることを目的に、

西日本 D 市および東日本 E 県の教育委員会およ

び教科研究会の協力を得て、無記名自記式質問紙

調査を実施した。また、当該児童・生徒の対応改

善の一助となることを目指し、セクシュアルマイ

ノリティへの理解や受容的な態度の涵養を目的

にした教職員研修を企画・実施した。 

【3 年目】研究 1～2 年目に実施した教員調査のデ

ータを統合し、再度詳細な分析をした。また、研

究 2 年目同様に教職員対象の研修を実施した。さ

らに自治体連携として神奈川県下と横須賀市と

の取り組みを試みた。 

（倫理面への配慮） 

質問紙調査実施にあたっては、宝塚大学看護学

部研究倫理委員会による研究計画の審査・指針に

基づき研究を実施した。 

 

Ｃ. 研究結果 

【1～3 年目】1 年目の質問紙回収数は 4,293 部で

あり有効回収率は 61.7％であった。2 年目の質問

紙回収数は1,686部であり有効回収率は58.9％で

あった。3 年目にこれらの 6 自治体分の回答デー

タを一括し、再分析した（5,979 部）。その結果、

基本属性は、男性 51.0％、女性 48.4％、無回答

0.6％であった。教員の年代は 20 代 18％、30 代

18％、40 代 24％、50 代以上は 35％であった。

全体の平均年齢は 43.4 歳（SD=11.5）、経験年数

は 20～29 年が 27.8%、30 年以上が 26.3％である

が、中間の 10～19 年は 16.5%とやや少なく、0

～9 年は 27.5%であった。教員としての平均経験

年数は 19.8 年（SD=11.9）であった。出身養成機

関は大学が 76.6%を占め、職種は教員が 79.4%、

養護教諭が 10.8％であった。 

主な結果は以下の通りである。 

 

LGBT について授業で取り扱う必要性 

教育現場における健康教育情報の取り扱いの

必要性について尋ねた。同性愛について教えるこ

との必要性の認識は全体の 62.8％であり、性同一

性障害については 73.0％であった。一方、

HIV/AIDS は 94.3%、性感染症は 93.6％であり、

その認識割合に大きな違いがあった。 

 

同性愛や性同一性障害について授業で取り扱っ

た経験 

「同性愛」「性同一性障害」については、授業

中に取り扱った経験は、全体で 13.7％であり、必

要性の認識に対して低率であった。授業で取り扱

ったことがない理由としては、「教える必要性を

感じる機会がなかった」42.3％、「同性愛や性同

一性障害についてよく知らない」26.1％、「教科

書に書かれていない」19.1％、「教えたいと思う

が教えにくい」19.1％、「学習指導要領に書かれ

ていない」15.2％と続いた。 

 

LGBT の子どもとの関わり経験 

生徒との関わり経験について尋ねたところ、

「妊娠」34.2％、「性被害」32.1％、「性感染症」

17.0％であったのに対し、「同性愛」7.5％、「性同

一性障害」11.9％であった。セクシュアルマイノ

リティの児童・生徒は可視化されることが比較的

困難であると考えられており、一般に考えられて

いる通り、不可視な存在としての現状が反映され
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た結果と言える。 

 

同性愛と性同一性障害についての認識 

全体の 5.7％は「同性愛は精神的な病気のひと

つだと思う」と捉え、25.0％は「わからない」と

回答しており、性的指向に関する正しい知識が浸

透していないことがわかった。全体の 38.6％は

「同性愛になるか異性愛になるか、本人の希望に

よって選択できる」と考え、32.8％は「わからな

い」と回答した。セクシュアルマイノリティの児

童・生徒に対応する際に最低限備えておくべき最

も基礎的な知識さえ、圧倒的に欠如している現状

であった。 

 

同性愛と性同一性障害に関する社会的理解につ

いての認識 

全体の 69.1％は「世の中の多くの人は、同性愛

に対して偏見を持っていると思う」と認識し、性

同一性障害においては 59.3％が同様に捉えてい

た。また、25.5％は「正直な気持ちとして、同性

愛のことは理解出来ない気がする」、15.2％は「正

直な気持ちとして、性同一性障害のことは理解出

来ない気がする」と回答した。実際の社会生活に

関係する内容としては、32.3％が「自分の上司が

同性愛者だとわかったら、抵抗を感じると思う」

と答えた。 

 

性教育や健康教育内容の学び経験 

出身養成機関において「同性愛」「性同一性障害」

について指導法や対応策に関して学んだ経験割

合は、「同性愛」7.5％、「性同一性障害」8.1％と

低率であった。一方、「いじめ」31.3％、「不登校」

29.4％、「自傷行為」19.4％であり、セクシュアル

マイノリティに関する学びの機会が不足してい

ることが示唆された。教員になってからの研修

（民間・公的機関の両方を含む）では「不登校」

71.0％、「いじめ」68.9％、「薬物乱用」63.0％で

ある一方、「同性愛」22.5％、「性同一性障害」26.2％

であり、セクシュアリティに関する学び経験割合

は概して低かった。 

 

調査結果の還元 

研究 3年目に教員調査集計結果のフィードバッ

クを主たる目的に、結果の概要をまとめたリーフ

レットと性の多様性を理解するための啓発ポス

ターを開発・制作した。リーフレットは 1 万 5 千

部制作し、調査協力自治体を中心に配布した。こ

のリーフレットは教員研修の講義資料としても

活用されている。啓発ポスターは NPO 法人 SHIP

と連携のもと制作し、神奈川県下の学校や公共施

設を中心に 950 部掲出した。 

 

教職員研修 

2～3 年目に実施した教職員研修は講話型とセ

クシュアルマイノリティ当事者がファシリテー

タを務めるワークショップ型の 2形態で実施した。

講話型研修は調査協力自治体・教科研究会等を通

じて周知・開催した。ワークショップ型研修は

NPO 法人 SHIP と共同で研修プログラムを開発

し、神奈川県内の県立高校の教職員を対象に、人

権研修の一環として実施した。本稿ではワークシ

ョップ型研修の結果のみ報告する。研究 2 年目に

4 回、3 年目に 5 回の研修を実施し、総計 348 人

の参加を得た（1 年目 195 人、2 年目 153 人）。 

 

自治体連携 

自治体との連携においては、研究班と NPO 法

人 SHIP との協力により、神奈川県性的マイノリ

ティ人権・教育推進連絡会議を組織し、研究 2 年

目と 3 年目に 1 度ずつ神奈川県下の自治体担当者

と共に意見交換をした（1 年目 6 自治体、2 年目 5

自治体）。また、横須賀市では研究班等の働きか

けにより「性的マイノリティ関係課長会議」が設

置され、人権男女共同参画課長、児童相談所長、

こども育成部・こども青少年支援課長、保健所健

康づくり課長、教育委員会生涯学習課長、教育指

導課長、支援教育課長と研究者が、実施可能な支

援策について意見交換・検討を行った。 

 

Ｄ. 考察  
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【1～3 年目】3 年間の研究期間中に 6 自治体の教

育委員会や教科研究会の協力を得て 5,979 人の教

員が認識・経験するセクシュアルマイノリティに

対する意識や対応経験などの実態を明らかにす

ることが出来た。自治体や教育委員会・教科研究

会と協力関係を樹立したうえで、教員を対象にし

たセクシュアルマイノリティに関する調査研究

は初めての試みであり、筆者の知る限り類似の研

究は国内にこれまでにない。一般に、性同一性障

害に対しての日本社会の受け容れは以前より進

んでいるように思われ、教育現場においてもその

取り組みがされるようになってきている。それら

を反映してか、研修を実施した自治体においても

性同一性障害の児童・生徒への対応方法について

関心を持たれることが多かったように思う。それ

に比して性的指向についての理解や取り組みは

概して遅れており、その実態は教員調査の結果に

も表れていた。 

自治体や教科研究会との継続した関係性を今

後も保ちながら、セクシュアルマイノリティ支援

や人権教育といった視点により MSM における

HIV 予防対策を推進していくことが、現在の学校

教育環境で現実的に実施可能な取り組み方法で

あろう。 

一方、研究開始にあたっていくつかの自治体と

交渉を重ねたが、多くの場合研究課題それ自体に

難色を示され、その難色そのものが MSM に対す

る社会的反応であるとも解釈可能であり、当該研

究の取り組みの必要性を示す根拠であると考え

られた。 

 

Ｅ. 結論 

MSMにおけるHIV感染予防の推進を図るため、

リスク行動の背景要因の根幹に関わると考えら

れる生育歴や、それに大きく関与する学校現場の

変容を視野に入れた取り組みを行った。教育現場

への働きかけは 10 代の MSM の HIV 予防行動に

即効性がある対策になることもあれば、彼らの成

人後に HIV 感染リスク行動を軽減させ、予防的

保健行動の実践に影響を与えることもあると考

えられる。本研究は学校教育現場への働きかけを

行い、一定の成果を得ることが出来たと考えられ

る。 
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2) Hidaka Y, Don Operario, Tsuji H,  Takenaka 

M, Kimura H, Kamakura M, Ichikawa S：

Prevalence of sexual victimization and 

correlates of forced sex in Japanese men who 

have sex with men，Plos One（under review） 

3) Matsutaka Y, Uchino T, Kihana N, and 

Hidaka Y ： Knowledge about sexual 

orientation among student counselors: a 

survey in Japan，International Journal of 

Psychology and Counseling（under review） 

（和文） 

1）日高庸晴：思春期の健康問題に決定的に関与

する性的指向，精神科治療学，26(05)，537-544，

2011． 

2）日高庸晴：セクシュアリティについて，みま

もるつながるうけとめるⅡ学校における自殺

リスクの認知とその対応に関する調査報告，大

阪教育大学学校危機メンタルサポートセンタ

ー，89-93，2011． 

3）津田聡子、日高庸晴、高田哲：自閉症スペク

トラム障害のある子どもに対する性教育のあ

り方と、教員の意識についての一考察，ARTES，

26，101-116，2012． 

4）日高庸晴、星野慎二：みんなと同じ恋愛がで

きない－セクシュアルマイノリティと思春期，

中高生のためのメンタル系サバイバルガイド

（松本俊彦＝編），日本評論社，49-54，2012． 

5）日高庸晴、嶋根卓也：【自己破壊的行動 多角



25 
 

的理解のために】性的指向の理解と専門職によ

る支援の必要性，精神療法，38(3)，350-356，

2012． 

6）日高庸晴：HIV 感染症と性的マイノリティ，

月刊薬事，54(9)，78-82，2012． 

7）松髙由佳、日高庸晴：カウンセラーのセクシ

ュアリティへの理解や教育を受けた経験に関

する検討―面接調査を通じて―，広島文教女子

大学心理臨床研究，3，18-23，2012． 

8）日高庸晴：性的マイノリティの生きづらさ，

兵庫人権ジャーナル，兵庫県人権啓発協会，2，

6，2013． 

9）西村由実子、日高庸晴：日本の就労成人男性

における HIV/AIDS 関連意識と行動に関する

インターネット調査，日本エイズ学会誌，15(3)，

183-193，2013． 

10）松高由佳、古谷野淳子、桑野真澄、橋本充代、

本間隆之、山崎浩司、横山葉子、日高庸晴：

Men who have Sex with Men (MSM) におけ

る HIV 感染予防行動を妨げる認知に関する検

討，日本エイズ学会誌，15(2)，134-140，2013． 

11）嶋根卓也、日高庸晴：薬物使用障害と性的マ

イノリティ，HIV. 物質使用障害とアディクシ

ョン臨床ハンドブック，精神科治療学，28，

289-293，2013． 

12）嶋根卓也、日高庸晴：性的マイノリティと薬

物乱用・依存の関係，精神科臨床エキスパート

依存と嗜癖どう理解し、どう対処するか（和田

清編），医学書院，115-126，2013． 

13）西村由実子、尾崎晶代、和木明日香、日高庸

晴：近畿圏の保健師における HIV/AIDS 業務

の苦手意識と HIV 検査相談の現状に関する研

究，日本公衆衛生雑誌（投稿中），2013． 

14）古谷野淳子、松高由佳、桑野真澄、早津正博、

西川歩美、星野慎二、後藤大輔、町登志雄、日

高庸晴：「その瞬間」に届く予防介入の試み ―

MSM 対象の PCBC(個別認知行動面接)の検討，

日本エイズ学会誌（投稿中），2013． 

 

 

2．学会発表 

（国内） 

1）嶋根卓也、日高庸晴：クラブカルチャーとの

親和性と MDMA 使用との関連，第 70 回日本

公衆衛生学会総会，2011 年，秋田． 

2）日高庸晴、本間隆之：インターネットによる

ＭＳＭの行動疫学調査-経年変化分析の結果-，

第 25 回日本エイズ学会学術集会，2011 年，東

京． 

3）西村由実子、日高庸晴：就労成人男性および

大学生を対象としたインターネットによる行

動科学的ＨＩＶ予防介入の実施可能性の検討

に関する研究，第 25 回日本エイズ学会学術集

会，2011 年，東京． 

4）津田聡子、日高庸晴：教員の性教育の必要性

の認識と研究受講経験に関する実態調査，第

31 回日本思春期学会総会・学術集会，2012 年，

長野． 

5）日高庸晴：セクシュアルマイノリティに対す

る教員の意識と教育経験に関する研究，第 31

回日本思春期学会総会・学術集会，2012 年，

長野． 

6）嶋根卓也、日高庸晴：クラブ内の個室利用と

アルコール・薬物使用との関連性，第 71 回日

本公衆衛生学会総会，2012 年，山口． 

7）松高由佳、日高庸晴：カウンセラーの同性愛・

性同一性障害に関する理解や教育を受けた経

験に関する予備的検討，中国四国心理学会第

68 回大会，2012 年，広島． 

8）西村由実子、岩井美詠子、尾崎晶代、和木明

日香、日高庸晴：近畿圏の保健師におけるセク

シュアリティ理解と援助スキル開発に関する

研究，第 26 回日本エイズ学会学術集会，2012

年，横浜． 

9）松高由佳、古谷野淳子、小楠真澄、橋本充代、

本間隆之、山崎浩司、横山葉子、日高庸晴：Ｍ

ＳＭにおけるセイファーセックスを妨げる認

知のタイプに関する検討，第 26 回日本エイズ

学会学術集会，2012 年，横浜． 

10）古谷野淳子、松高由佳、小楠真澄、後藤大輔、



26 
 

中村文昭、日高庸晴：MSM 対象の対面型 HIV

予防介入プログラムの予備的検討－プログラ

ムに対する動機付けや受容性への関連要因，第

26 回日本エイズ学会学術集会，2012 年，横浜． 

11）日高庸晴、嶋根卓也：全国インターネット調

査 REACH Online 2011 から示される自傷行

為経験と HIV 感染予防行動の関連，第 26 回日

本エイズ学会学術集会，2012 年，横浜． 

12）嶋根卓也、日高庸晴：MSM におけるアルコ

ール影響下でのセックスと覚せい剤使用との

関連-インターネット調査の結果より-，第 26

回日本エイズ学会学術集会，2012 年，横浜． 

13）嶋根卓也、日高庸晴.：MSM における脱法ド

ラッグ使用がコンドーム使用に与える影響‐

インターネット調査より‐，第 27 回日本エイ

ズ学会学術集会・総会，2013 年，熊本． 

14）松髙由佳、喜花伸子、内野悌司、日高庸晴：

カウンセラーの HIV に関する知識と相談対応

への態度との関連－MSM を対象とした心理

的支援の観点から，第 27 回日本エイズ学会学

術集会，2013 年，熊本． 

15）松髙由佳、日高庸晴：学生相談カウンセラー

における同性愛の相談に対する態度－同性愛

の友人・知人の有無とケース対応経験との関連

－，中国四国心理学会第 69 回大会，2013 年，

山口． 

16）嶋根卓也、日高庸晴、和田清、舩田正彦：ク

ラブにおける薬物乱用の実態，シンポジウム 8 

薬物乱用の動向とその防止策，平成 25 年度ア

ルコール・薬物依存関連学会 合同総会，2013

年，岡山． 

17）嶋根卓也、和田清、日高庸晴、舩田正彦：脱

法ドラッグ使用による主観的症状と形状の関

係‐クラブユーザー調査より‐，一般演題、平

成 25 年度アルコール・薬物依存関連学会 合

同総会，2013 年，岡山． 

18）和木明日香、日高庸晴、西村由実子：多様な

セクシュアリティ理解促進にむけて－近畿圏

保健師のセクシュアリティ理解の現状・教育プ

ログラム実施の取り組みを基に－，第 33 回日

本看護科学学会学術集会，2013 年，大阪． 

 

（海外） 

1) Shimane T，Hidaka Y，Wada K，Funada M：

Problematic behavior and MDMA use among 

Japanese rave populations, 74th Annual 

Meeting - College on Problems of Drug 

Dependence，Palm Springs，2012，CA(USA)． 

2) Shimane T, Hidaka Y ： Alcohol and 

methamphetamine use during sex among 

Japanese men who have sex with men 

recruited through the Internet，9th National 

Harm reduction conference, Portland，2012，

Oregon(USA) 

3) Shimane T，Hidaka Y，Wada K， Funada M：

Patterns and settings of 3, 

4-methylenedioxymethamphetamine 

(MDMA) use at dance parties in Japan， 

CPDD 75th Annual Scientific Meeting ， 

6.15-20，2013，San Diego，USA． 

 



27 
 

厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策研究事業 

HIV 感染予防対策の個別施策層を対象にしたインターネットによるモニタリング調査・ 

認知行動理論による予防介入と多職種対人援助職による支援体制構築に関する研究 

 

インターネットによる MSM の HIV 感染予防に関する行動疫学研究－REACH Online－ 

 

研究分担者：嶋根 卓也（国立精神・神経医療研究センター） 

研究代表者：日高 庸晴（宝塚大学看護学部） 

 

研究要旨 

わが国のエイズ対策における個別施策層である Men who have Sex with Men (MSM)の HIV 感染

予防行動の動向把握とその関連要因を明らかにし、HIV 感染に関する予防啓発を行うことを目的に、

インターネットを活用した実態調査および予防的介入を行った。Secure Socket Layer（SSL）によっ

て保護された研究用 Web サイトに無記名自記式質問票、啓発コンテンツを掲載し、MSM 向けのイン

ターネットサイトやアプリケーションソフトウェアを通じて対象者を募集した。各研究年度の研究成

果により以下の結論が得られた。 

【1 年目】計 10,442 名より有効回答が得られた。コンドーム常用率が低い若年者をターゲットとした

コンドーム使用を促す予防的介入や、HIV 抗体検査受検率の低い若年者や地方在住者をターゲットと

した HIV 検査受検を促す介入が必要である。また、MSM 同士の出会いの場がゲイタウンからインタ

ーネットにシフトしている可能性が示唆されることから、介入の手段としてインターネットを活用す

ることが有効と考えられる。同時に、性感染症診療に関わる医療者に対しては、性的指向を打ち明け

られた際の対応や、セイファーセックスを阻害する可能性のある薬物使用に対する理解を深めること

が求められる。 

【2 年目】計 9,857 名より有効回答が得られた。HIV 検査未受検者の背景として、「忙しい」、「面倒

くさい」のように日々の生活に追われ、検査に行く時間を確保しづらい状況にある可能性が示唆され

る一方で、「怖い」、「知りたくない」のように自身の健康に向き合うことを意識的に（あるいは無意識

に）避けている可能性も示唆される。また、検査未受検者の受検行動を促進するためには、未受検者

の周囲にいる友人・恋人を通じて働きかけていくことが受検行動につながる可能性がある。また、ゲ

イタウン利用率の低下を踏まえれば、MSM 向けに開発された SNS やアプリケーションソフトウェア

など MSM にとって身近なツールを活用することが、検査未受検者に情報を正しく伝える上で有効か

も知れない。一方、性交時における脱法ドラッグ使用や、使用に伴うコンドーム使用率の低下がみら

れたことから、脱法ドラッグが新たなセックスドラッグとなり、HIV 感染リスクを高めている可能性

がある。 

【3年目】計 11,559名より閲覧前の有効回答が得られ、このうち 8,295名が「セイファーセックス編」、

6,324 名が「脱法ドラッグ編」、4,990 名が「HIV 検査編」を閲覧後の有効回答を得た。啓発コンテン

ツ閲覧前後に、コンドーム使用に対する態度、HIV 予防に対する態度、薬物問題の相談に関する知識、

HIV 受検に対する態度に大幅な改善がみられた。 

以上より、インターネットを通じた MSM の HIV 感染予防行動の動向把握とその関連要因を明ら

かにし、HIV 感染に関する予防啓発を行うことで、普段ゲイタウンを利用しない多く MSM の実態を

掴み、HIV 感染予防に関する知識や態度を変容させることに成功したと結論づけられる。 
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Ａ．研究目的 

厚生労働省エイズ動向委員会によれば、全

HIV 感染者報告数の 72%は男性同性間の性

的接触を感染経路とするものであり、東京、

大阪、名古屋の三大都市を含む地域からの報

告数が多数を占めるという。MSM（Men who 

have sex with Men、以下 MSM と表記）は

エイズ対策における個別施策層として位置づ

けられており、MSM 向けの予防対策が重視

されてきた。 

一方、MSM には可視化されにくい接近困

難層（hard to reach population）という側面

があり、主として MSM コミュニティ（いわ

ゆる都市部におけるゲイタウン）において情

報提供や予防的介入が行われてきた。しかし、

筆者らのこれまでの調査によれば、ゲイタウ

ンにおけるゲイバーやハッテン場といった施

設の利用率は減少傾向にあることが示されて

いる。したがって、ゲイタウンにおける情報

提供や予防的介入だけでは、MSM 向けのエ

イズ対策は十分とは言えない状況にある。 

MSM 向けの施設利用率が低下した背景に

は、MSM 同士の出会いの場がコミュニティ

から、ソーシャル・ネットワーキング・サー

ビス（いわゆる SNS）、スマートフォンを中

心としたアプリケーションソフトウェア（い

わゆる、アプリ）といったインターネットメ

ディアへのシフトが影響している可能性が考

えられる。こうした MSM を取り巻く環境の

変化を踏まえると、インターネットを通じた

実態調査や予防介入ができれば、ゲイタウン

に登場しないMSM層も含めたHIV感染予防

行動の動向把握と、その関連要因を明らかに

することや、HIV 感染予防に必要な情報を届

けることができると期待される。 

【1 年目】MSM における HIV 感染予防行動

の動向把握とその関連要因を明らかにするこ

とを目的に、インターネットによる実態調査

を行う（REACH Online 2011）。近年のイン

ターネットを取り巻く環境の変化を考慮し、

従来のパソコン用調査サイト（PC 版）に加

え、携帯電話やスマートフォンなど携帯端末

からのアクセス（モバイル版）にも対応可能

な調査システムを構築する。平成 23 年度は、

MSM 向け施設の利用状況、性行動、コンド

ーム使用状況、HIV 抗体検査受検状況、性交

時の薬物使用状況、性感染症の罹患状況、診

療の場における性的指向の開示など幅広く調

査する。 

【2 年目】平成 23 年度同様に MSM における

HIV 感染予防行動の動向把握とその関連要

因を明らかにすることを目的に、インターネ

ットによる実態調査を行う（REACH Online 

2012）。スマートフォン利用者の急増を考慮

に入れ、2 年目は携帯端末のみで情報収集を

試みる。MSM の HIV 検査行動のさらなる促

進が必要であること、改正エイズ予防指針に

おいて薬物乱用者が個別施策層として位置づ

けられたことを踏まえ、平成 24年度は、MSM

における HIV 抗体検査行動の阻害要因、およ

び薬物使用が HIV 感染リスクに与える影響

を重点的に調べる。 

【3 年目】平成 23～24 年度の調査で得られ

た知見を基に、HIV 感染予防に関する啓発コ

ンテンツ（セイファーセックス編、脱法ドラ

ッグ編、HIV 検査編）を作成し、インターネ

ットによるMSMに対するHIV感染の予防的

介入を試みる（REACH Online 2013）。介入

による知識や態度の変化を検討することで、

インターネットによる HIV 感染予防の可能

性を考える。 

 

Ｂ．研究方法 

1 年目は平成 23 年 8 月 22 日から平成 24

年 1 月 31 日まで、2 年目は平成 24 年 8 月 27

日から平成 25 年 1 月 31 日まで、3 年目は、

平成25年9月17日～11月30日まで、Secure 

Socket Layer（SSL）で保護された研究用

Web サイトに無記名自記式質問票、啓発コン

テンツ（平成 25 年度）を掲載し、研究を実
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施した。 

 対象者は、MSM 向けのインターネットサ

イト上のバナー広告、アプリケーションソフ

トウェア、フリーペーパー、雑誌、ソーシャ

ル・ネットワーキング・サービス（SNS）な

どを通じて募集した。 

インターネット調査（介入）を実施する上

で重要なことの一つはセキュリティの確保で

ある。本研究で用いた調査研究専用のホーム

ページは、 Hypertext Transfer Protocol

（HTTP）を Secure Socket Layer（SSL）で

保護することによって、研究参加者が回答し

たデータを暗号化してサーバに送信、情報漏

洩防止策とした。 

サイトの構築、収集データの際には、File 

Transfer Protocol（FTP）での接続を許可し、

主にSSLで保護したFTP over SSL（FTPS）

で暗号化してサーバに接続を行う。ただし、

開発元でも管理者 IDを発行して ID保持者の

みがサーバへアクセス可能なように制限した。 

インターネットとサーバの間にサービス提

供内のプロトコル以外で不正なパケットの転

送がないよう Firewall で適切なブロックを

行った。 

研究に用いたサーバは Redundant Array 

of Inexpensive Disks （RAID）機能を有し

ており、不測の事態によりサーバのディスク

が停止した場合も代替ディスクによりシステ

ムが正常に稼動するように配慮した。なお、

サーバが設置されている建物へのアクセスは

厳重な入室管理チェックによってセキュリテ

ィが保たれている。 

消火設備にはハロゲン消火装置が設置され、

その他にも、EIA 規格の 19 インチラックの

使用、電源系統の多重化、センター内のバッ

テリー、非常用発電機設備、精密な空調管理

と耐震設備により安全な運用を行った。サー

バの稼動状況を監視するため、サーバの URL

に対して HTTP リクエストを定期的に送信

し、その応答をチェックした。応答がない場

合には、監視者に警告メールが送信されるよ

う配した。 

（倫理面への配慮） 

調査実施時には、研究参加者にオンライン

型のインフォームドコンセントによって研究

目的や方法について事前に説明し、承諾を得

た後に質問票回答に進むシステムを採用した。

また、回答途中であっても回答を取りやめる

ことが可能であること、研究者とは電子メー

ルを通じて常時連絡がとれることを付記した。

なお、本研究実施にあたり、宝塚大学看護学

部研究倫理委員会の承認を受けた。 

 

Ｃ．研究結果 

主たる知見は以下の通りである。 

【1 年目】 

1. 有効回答数は、PC 版 3,685 名、モバイル

版 6,757 名、計 10,442 名であり、対象者

は年齢 20～30 代、都市部在住者、単身生

活者、大学卒業以上の高学歴者が多かっ

た。 

2. 2008 年調査と比較して、「ゲイバー」や

「ハッテン場」などのゲイ向け施設の利

用率が低下する一方で、ゲイ向けに開発

されたアプリ（スマートフォン等にイン

ストールして利用するアプリケーショ

ンソフトウェア）を通じて男性と出会い、

セックスに至っている。 

3. 対象者の 85%以上が過去 6 ヶ月間にセッ

クス経験があり、セックス経験者のうち

70%以上がアナルセックスを行っていた。

セックスの相手は「その場限りの相手」

が最も多かった。 

4. 不特定相手とのセックス機会が多い一方

で、コンドーム常用率は 30%程度（PC

版 31.1%、モバイル版 32.9%）であり、

特に10代の常用率が低く（PC版25.8%、

モバイル版 21.0%）、HIV を含む性感染症

リスクがより高い可能性がある。 

5. 覚せい剤、ラッシュ（亜硝酸アミル）、
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MDMA などの薬物がセックスドラッグ

として使われている可能性がある。 

6. MSM に対する HIV 感染予防プログラム

への曝露は、HIV 予防関連団体（NGO）

が設置されている都道府県の在住者にお

いては良好であり、地域に根ざした活動

が行われていることが示唆される。 

7. 過去 1年間におけるHIV抗体検査受検率

は、PC 版 23.4%、モバイル版 24.4%であ

った。10代の受検率が低く（PC版 7.1%、

モバイル版 11.1%）、都市部在住者の受検

率が高かった。HIV 抗体検査受検歴（過

去 1 年間）を有する群は検査歴の無い群

に比べ、性感染症に関する知識が豊富で

あり、コンドーム購入率が高く、ゲイ向

け施設（ハッテン場など）の利用率が高

いことから、性的活動性が高いと同時に、

自身の健康への意識も高い群と言えるか

もしれない。 

8. 診断歴のある性感染症としては、梅毒が

最も高く（PC版6.1%、モバイル版7.3%）、

クラミジア（PC 版 5.8%、モバイル版

5.5%）、B 型肝炎（PC 版 4.6%、モバイ

ル版 4.7%）、HIV（PC 版 4.2%、モバイ

ル版 4.1%）、と続き、全体的に都市部で

高い傾向がみられた。 

9. 性感染症診療の場で、自身の性的指向に

ついて話した経験を有する者は、わずか

9.7%であり、10代（1.8%）や20代（6.4%）

においてはさらに低かった。自身の性的

指向について話せたとしても、医療者の

対応を「差別や偏見のある対応」と感じ

ている対象者も少なくない。 

【2 年目】 

1. 有効回答数は 9,857 名であり、平均年齢

は 30.0 歳、居住地は全都道府県に分布、

スマートフォンからの回答 73%であった。 

2. 対象者の 54.6%が検査生涯未受検歴群

（これまでに一度もHIV抗体検査の受検

歴がない者）であり、過去 1 年以内受検

群（過去１年以内に HIV 抗体検査を受検

した者）は 22.4%であった。 

3. 検査未受検者がこれまでにHIV抗体検査

を受検しなかった主な理由として、「忙し

く、時間がないから（33.4%）」、「検査に

行くのが面倒くさいから（29.8%）」、「陽

性結果が出たら怖いから（23.3%）」、「自

分のHIV感染の状況を知りたくないから

（14.2%）」が挙げられた。 

4. 検査未受検者の特徴として、HIV/AIDS

に関するメディア曝露が低く、MSM にお

ける流行認識が低く、MSM 同士で話題に

なる機会も少ないことが明らかになった。 

5. 検査未受検者は、「彼氏・パートナー

（64.1%）」や「MSM の友達（35.8%）」

といった身近な存在にHIV抗体検査をす

すめられたいことが明らかになった。 

6. コンドーム非常用群は、コンドーム常用

群と比べ、性交時の薬物使用割合が高か

った。覚せい剤や 5-MeO-DIPT のような

規制薬物のみならず、脱法ドラッグ（ハ

ーブ等）も性交時の薬物使用割合がコン

ドーム非常用群において高かった。また、

薬物を一緒に使用する相手としては「ゲ

イの友人・知人（58.8%）」が最も多く、

薬物の使用場所としては「ホテル・ラブ

ホテル（46.6%）」が最も多かった。 

【3 年目】 

1. 啓発コンテンツ閲覧前の事前アンケート

の有効回答数は計 11,559 名であり、平均

年齢 31.2 歳、居住地は全都道府県に分布

していた。事前アンケートに回答した

11,559 名のうち、8,295 名が「セイファ

ーセックス編」、6,324 名が「脱法ドラッ

グ編」、4,990 名が「HIV 検査編」を閲覧

した上で事後アンケートにも回答した。 

2. 「セックスの相手にコンドームの使用を

促す効果的な台詞を思いつくか？」とい

う問いに対して、閲覧前に「思いつく」

と回答した対象者のうち、96.0%は閲覧後
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も「思いつく」のままであった。一方、「思

いつかない」と回答した対象者のうち

54.3%が、閲覧後には「思いつく」に変化

した。 

3. 「HIV 予防を心がけようと思うか？」と

いう問いに対して、閲覧前に「そう思う」

と回答した対象者のうち、98.3%は閲覧後

も「そう思う」のままであった。一方、「そ

う思わない」と回答した対象者のうち

50.7%が、閲覧後には「そう思う」に変化

した。 

4. 「全国の精神保健福祉センターで薬物相

談が無料で受けられることを知っていま

すか？」という問いに対して、閲覧前に

「知っている」と回答した対象者のうち、

85.5%は閲覧後も「知っている」のままで

あった。一方、「知らない」と回答した対

象者のうち 47.4%が、閲覧後には「知っ

ている」に変化した。 

5. 「今後、HIV 検査を受けようと考えてい

ますか？」という問いに対して、閲覧前

に「受ける意志あり」と回答した対象者

のうち、96.0%は閲覧後も「受ける意志あ

り」のままであった。一方、「受ける意志

なし」と回答した対象者のうち 43.7%が、

閲覧後には「受ける意志あり」に変化し

た。 

 

Ｄ．考察 

【1 年目】 

コンドーム常用率が低い若年者をターゲッ

トとしたコンドーム使用を促す予防的介入や、

HIV 抗体検査受検率の低い若年者や地方在

住者をターゲットとした HIV 検査受検を促

す介入が必要である。 

また、MSM 同士の出会いの場がゲイタウ

ンからインターネットにシフトしている可能

性が示唆されることから、介入の手段として

インターネットを活用することが有効と考え

られる。同時に、性感染症診療に関わる医療

者に対しては、性的指向を打ち明けられた際

の対応や、セイファーセックスを阻害する可

能性のある薬物使用に対する理解を深めるこ

とが求められる。 

【2 年目】 

HIV 検査未受検者の背景として、「忙しい」、

「面倒くさい」のように日々の生活に追われ、

検査に行く時間を確保しづらい状況にある可

能性が示唆される一方で、「怖い」、「知りたく

ない」のように自身の健康に向き合うことを

意識的に（あるいは無意識に）避けている可

能性も示唆される。また、検査未受検者の受

検行動を促進するためには、未受検者の周囲

にいる友人・恋人を通じて働きかけていくこ

とが受検行動につながる可能性がある。また、

ゲイタウン利用率の低下を踏まえれば、

MSM向けに開発されたSNSやアプリケーシ

ョンソフトウェアなど MSM にとって身近な

ツールを活用することが、検査未受検者に情

報を正しく伝える上で有効かも知れない。 

一方、性交時における脱法ドラッグ使用や、

使用に伴うコンドーム使用率の低下がみられ

たことから、脱法ドラッグが新たなセックス

ドラッグとなり、HIV 感染リスクを高めてい

る可能性がある。薬物を使用する MSM に対

しては、エイズ対策と薬物依存対策の両面か

ら捉えるべきであり、その予防・治療・ケア

にあたっては専門領域の枠を超えたより包括

的な対応や連携が求められる。 

【3 年目】 

インターネットを活用した HIV 感染予防

の啓発を行い、約 2 ヶ月半という短期間にも

関わらず、1 万人を超える MSM にエビデン

スに基づく情報を伝えることができた。イン

ターネットを通じた予防啓発や情報提供は、

人を介した活動に比べて低コストである上に、

普段ゲイタウンを利用しない MSM に対して

も介入効果が期待できるという特徴がある。

啓発コンテンツ閲覧前後に、コンドーム使用

に対する態度、HIV 予防に対する態度、薬物
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問題の相談に関する知識、HIV 受検に対する

態度に大幅な改善がみられた。 

 

Ｅ．結論 

インターネットを通じた MSM の HIV 感

染予防行動の動向把握とその関連要因を明ら

かにし、HIV 感染に関する予防啓発を行うこ

とで、普段ゲイタウンを利用しない多く

MSM の実態を掴み、HIV 感染予防に関する

知識や態度を変容させることに成功したと結

論づけられる。 
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厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策研究事業 

HIV感染予防対策の個別施策層を対象にしたインターネットによるモニタリング調査・ 

認知行動理論による予防介入と多職種対人援助職による支援体制構築に関する研究 

 
保健師におけるセクシュアリティ理解と援助スキル開発に関する研究 

 

研究分担者：和木明日香 （千里金蘭大学看護学部）※平成24・25年度研究分担者 

研究協力者：西村由実子 （関西看護医療大学看護学部）※平成23年度研究分担者 

岩井美詠子 （個人事務所ダブルアイズ） 

岡本 学 （独立行政法人国立病院機構大阪医療センター） 

尾崎晶代 （池田市立秦野小学校） 

研究代表者：日高庸晴 （宝塚大学看護学部） 

 

研究要旨 

 

 本研究の目的は、保健所等に勤務する保健師を対象に、セクシュアリティ理解を促進し、HIV検査現場での援助

スキルを向上させることを目的とした教育プログラムを開発・提供し、我が国における MSM に対する HIV 予防

対策の強化に貢献することである。 

【1 年目】平成 23 年度は、近畿圏の保健師を対象として、セクシュアリティに対する意識、HIV 検査業務経験、

教育ニーズについての実態調査を実施した。構造化無記名自記式質問票を近畿圏の 2府 4県と 12の保健所設置市

の自治体を通して、所属する全保健師に配布・回収した。結果、1,535人（平均年齢 41歳）から有効な回答を得た。

性に関する相談には、職務として対応する（77.7％）という姿勢が強く、HIV/AIDS 関連業務については、半数以

上が苦手であるとした。 

【2年目】平成24年度は、MSM理解促進と陽性告知の支援能力をテーマとする1日研修教育プログラムを開発し

た。また、研修の効果を測定するために、研修あり群・研修なし群（同じ保健所に勤務する保健師）の保健師に対

し、研修前後・研修1ヶ月後・3ヶ月後の質問紙調査を実施した。 

【3年目】平成25年度は、前年に引き続き、1日研修教育プログラムを近畿圏広域に実施した。24年度および25

年度あわせて8回の研修を実施し、延べ134名の参加が得られた。質問紙による研修効果評価（研修前後・1ヶ月

後、3ヶ月後）では、同性愛に対する抵抗感の減少、同性愛に関する知識の増加、陽性告知知識の向上、MSM対

応自信の向上、陽性者対応自信の向上が、研修あり群において確認され、研修なし群と比較して有意な変化が認め

られた。 

 

Ａ．研究目的 

 全国の保健所等で実施された HIV 検査の数は、

2011年131,243件、2012年131,235件であり、ここ

数年、毎年 13 万件前後で推移している。一方、国

内の HIVおよび AIDSの新規報告件数は 2010年以

降 1,500 件前後で推移している。新規 HIV および

AIDS 報告件数の約 7 割が男性同性間の性的接触で

あり、MSM（Men who have sex with men）は、

HIVの感染に対する脆弱性が高く、日本において個

別の施策を必要としているグループである。MSM

の間では、保健所等で実施されている HIV 検査の

認知度は高く、受検経験のある者の 5割以上が利用

している。このため、保健所において MSM が受検

しやすい検査環境・MSM の陽性者への支援体制を

整備していくことが課題である。 
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HIV 検査や HIV 陽性者支援には、専門的な対応

が必要であるが、それらの業務にあたる現場の保健

師は、HIV検査対応や多様な性に関する相談等の援

助、さらに HIV 陽性者への対応について、専門的

な教育を受けていない場合が多い。このような現状

をふまえ、本研究では保健所等に勤務する保健師を

対象として、セクシュアリティ理解を促進し、HIV

検査現場での援助スキルを向上させることを目的と

し、各年次のような達成目標のもとに実施した。 

【1 年目】近畿圏の保健師を対象として、セクシュ

アリティに対する意識、HIV検査業務、教育研修に

対するニーズを明らかにすることを目的とした実態

調査を実施する。 

【2 年目】1 年目の実態調査や先行研修の実施状況

等を踏まえ、保健師を対象とした研修プログラム策

定・実施し、その効果を測定する。 

【3年目】研修プログラムをさらに広域で実施し効

果測定をすると同時に、研究成果を踏まえて、保健

師セクシュアリティ理解の促進およびHIV検査に

おける予防対策の質の向上のための提言を行う。 

 

Ｂ．研究方法 

【1年目】 

 構造化無記名自記式質問票を用いた記述疫学的横

断調査を平成 23 年 11 月から 12 月に実施した。対

象者は、近畿圏の 2 府 4 県および 12 保健所設置市

等に勤める常勤の全保健師とした。質問票の構成は

下記のとおりである。質問票の配布回収には各自治

体の所轄部署の協力を得た。 

①  保健師としての経験 

②  セクシュアリティ理解 

③  セクシュアリティおよび HIV/AIDS に関す

る教育・研修経験 

④  HIV検査担当経験 

⑤  基本属性 

⑥  自由記述 

統計解析には、IBM SPSS Statistics 20 を使用し

た。全保健師について、HIV/AIDS 業務苦手意識を

従属変数とした各種変数とのクロス集計、HIV検査

担当経験がある保健師については、検査前後に予防

的支援ができているという自信を従属変数とした各

種変数とのクロス集計を実施した。自由記述は、キ

ーワードを基にカテゴリーに分けて分析した。研究

は、関西看護医療大学研究倫理委員会の承認を得て、

実施した。 

【2年目】 

研修プログラムの策定・実施とその効果測定を行

った。研修プログラムは、平成23年度の近畿圏保

健師実態調査の知見に加えて、既存のHIV関連研

修の実施内容の検討およびこれらの研修を先駆的に

実施している関係者からの専門的助言を受け立案し

た。効果測定は、比較対象群ありプレポストデザイ

ン研究とし研修前後・研修後1、3ヶ月の評価を、

無記名自記式質問票を用いて実施した。対象者は研

修に参加した保健師を研修あり群とし、研修に参加

協力が得られた保健所・関連機関で、研修に参加し

ない保健師を研修なし群とした。質問票の構成は下

記の通りである。配布回収には、各保健師が所属す

る保健所の協力を得た。 

①基本属性 

②MSM対応について 

③陽性告知時支援 

統計解析には、IBM  SPSS  Statistics 20を使用した。

連続変数とみなせる回答については、変化量の群間

（研修あり・なし）比較の t検定、群内（研修あ

り・なし）で、平均値の対応あり（ペア）t検定を

行った。カテゴリー変数については、群内（研修あ

り・なし）で、対応サンプルMcNemar検定を行っ

た。さらにMSMへの対応自信と陽性告知時の対応

自信を従属変数として各種変数とのクロス集計を行

った。質問紙自由記載については、定性的分析法で

分析を行った。研究は千里金蘭大学疫学研究倫理審

査委員会の承認を得て実施した。 
【3年目】 

平成24前年度に引き続き、研修プログラムの近

畿圏広域実施、質問紙調査による研修効果測定を行

った。研究対象者および効果測定方法は2年目と同

様である。平成25年度は、一部研修において、

HIV検査に携わる保健師以外の職種の者も参加した。

さらに、第33回日本看護科学学会（12月5日、大                      

との意見交換の機会を持った。 
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Ｃ．研究結果 

C.1 平成23年度実態調査の結果 

平成 23 年 12 月 31 日の調査終了時点で 1,545 件

の回答があった。どの質問にも回答していない 10

件は無効とし、1,535 件を有効回答とした。有効回

答率は78.7％であった。 

C.1.1対象者の属性 

対象者の平均年齢は 40.1 歳、保健師としての平

均勤務年数は 17.0 年である。性別は、全体の

97.3％が女性だった。 

 

C.1.2 性相談経験およびHIV業務苦手意識 

 全回答者のうち、87.4％が性に関する相談を受け

た経験があった。具体的な内容は、性感染症

（83.3％）、HIV（78.2％）、家族計画（51.4％）、

思春期の性（48.8％）などである。このような、性

に関する相談にどのように対応するかを尋ねたとこ

ろ、大半の 77.7％が「職務として対応する」と回答

し、「積極的に対応したい」という者は 14.3％にと

どまっていた。全体として、深入りせずに、仕事と

して淡々と対応していることがうかがえる。5％ほ

どの「あまり対応したくない」「正直なところ関わ

りたくない」と回答した人の理由は、「知識がない

から」および「対応方法を学んでいないから」など

であった。 

 同性愛者との関わりが、職務上または周囲の友人

知人としてあるかについては、職務上では 49.3％が

対応経験ありで多数派なのに対し、周囲の友人・知

人としての存在は「いない」が多数派（59.2％）で

あった。両方について、「わからない」回答もかな

り高かった（職務上では 36.8％、周囲では、

28.0％）。同性愛者にこれまでに出会ったことがな

いという認識は、「イメージがわかない」「どのよ

うに接したらいいのか分からない」といった対応へ

の戸惑いにつながっている。 

 全保健師に対して、HIV/AIDS に関わる業務に対

する苦手意識を尋ねたところ、半数以上が苦手とし

（「とても苦手である」7.4％、「少し苦手である」

45.4％）、苦手でない（「あまり苦手でない」

39.0％、「全く苦手でない」6.3％）を上回った。 

 この HIV/AIDS 業務に対する苦手意識が、どのよ

うな要因と関連しているのかを探るため、クロス集

計をした。結果、苦手意識と特に強く有意に関係し

ていた要因は、年齢が若いことや、性に対する相談

への態度が消極的であること、同性愛者や HIV 陽

性者対応経験がなく、同性愛・性同一性障害に関す

る知識得点が低く、抵抗感が強いことなどであった

（χ二乗検定p<0.001）。 

  

C.1.3 セクシュアリティ意識・知識、HIV知識 

 多様な性のあり方に対する意識について、結婚前

のセックスや婚姻関係にあるものの婚姻外セックス、

同性のセックス、お金を介したセックスなどの 11

項目について、「構わない」から「よくない」まで

の 4評価および「わからない」という選択肢で回答

を得た（図 1）。結婚前のセックスおよび同性間の

セックスについては「構わない」という意見が多い

一方で、結婚外セックスやお金を介したセックスに

ついては「よくない」という意見が多かった。 

 同性愛や性同一性障害に関する知識についての設

問は、「同性愛は精神的な病気の一つだと思う」等

の 8 項目について「そう思う」「そう思わない」

「わからない」からの選択とした（図 2）。「同性

愛になるか異性愛になるか、本人の希望によって選

択できると思う」について、50％が「そう思う」と

答えているが、これは誤った認識である。また、

「男性同士で性行為をする人を MSM という」およ

び「性的指向とは、同性愛なのか、両性愛なのかを

表す言葉である」については、「わからない」の割

合が高かった（それぞれ 57.5％および 34.9％）。項

目によって知識にばらつきがあることがわかる。 

さらに、同性愛と性同一性障害などのセクシュア

リティに関する意識は、6 項目について、「そう思

う」「そう思わない」「わからない」の選択肢から

選ぶ設問とした（図 3）。世の中の多くの人に関し

て、同性愛や性同一性障害について「偏見をもって

いると思う」という認識が高い一方で、自分として

の抵抗感は10％台と、低くなっていた。 

 HIVや性感染症に関する知識は、「性感染症にか

かっていると HIV に感染しやすい」など 5 項目に

ついて「正しい」「間違っている」「わからない」
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から選択してもらった。正答を 1点として満点 5点

の知識得点をとると、平均は 3.6 と、全体としては、

知識レベルは高い。しかし「A 型肝炎はワクチンで

予防することができる［正答：正しい］」および

「日本国籍新規 HIV 感染者の約 7 割が男性同性間

性的接触による感染である［正答：正しい］」の正

答割合が、それぞれ 35.4％、54％と低くなっていた。 

  

C.1.4 セクシュアリティと HIV に関する教育・研

修経験とニーズ 

 次年度以降の研修計画に資する情報を得るために、

セクシュアリティや HIV について、どこでどのく

らい学んできたのかと、今後、何をどのように学び

たいのか、という希望を調べた。 

まず、専門学校・養成所（67.2％）や 4 年生大学

（27.9％）といった保健師養成課程で、同性愛や性

同一性障害について学んだことがある者は、全体の

12.1％と低割合だった。“保健師になってから”同性

愛や性同一性障害について学んだことがある者は、

41.2％である。一方で、HIV/AIDS について養成課

程で学んだ者の割合は 51.1％と半数程度、さらに保

健師になってから HIV/AIDS について学んだ者は、

76.4％と、比較的、高割合だった。参加した

HIV/AIDS 研修は、自治体主催が 67.7％と非常に多

い。ついで、自主的な勉強会 32.1％、エイズ予防財

団による研修30.0％となっていた。 

 続いて、研修のニーズである。セクシュアリティ

や HIV について学びたいこと、希望する研修スタ

イルや教材について尋ねた。同性愛や性同一性障害

に関して学びたいこととしては、当事者との接し方

（66.7％）、当事者と地域社会の関わり（60.6％）、

当事者の意見（62.3％）など、当事者に関すること

が多かった。HIV/AIDS について知りたいこととし

て多かったのは、最前線の治療方法（81.0％）、

HIV 陽性者支援の福祉制度（68.5％）、予防教育の

実践方法(66.0％）などである。研修スタイルは 1日

研修への要望が 60.5％と最も多かった。教材として

は、詳しいハンドブック（68.7％）、ホームページ

（54.3％）簡単にまとめたパンフレット（53.7％）

などがあればよいものとして挙げられた。正しい知

識、基本的な知識、最新の情報を知っておく必要性

は多くの保健師が認識していた。 

 

C.1.5 HIV業務経験と現状 

 対象者全体の 71.1％がこれまでに HIV/AIDS関連

業務に従事したことがある者だった。さらに、全体

の 64.6％は保健所等でのHIV検査業務、56.4％が保

健所等でのHIV電話相談業務経験があった。 

HIV 検査業務に従事した年数の平均は 5.6 年であ

る。検査業務に従事した者の 85.8％は、受検動機な

どを受検者が記入する用紙（問診票など）がある

（あった）としていた。 

HIV検査業務のうち、検査前相談に関わったこと

がある者は、HIV検査業務経験者の 90.6％、陰性告

知経験は 84.7％であるのに対し、陽性告知経験があ

る者は、19.2％と極めて少なかった。陽性告知の経

験割合が低いことは、陽性告知業務に対する抵抗感

につながっているようである。HIV検査業務経験者

に対して、検査前相談、陰性告知、陽性告知のそれ

ぞれに対する抵抗感をたずねたが、検査前相談に抵

抗感を感じる者は 18.2％、陰性告知に抵抗感を感じ

る者は 13.6％にとどまっているのに対し、陽性告知

に抵抗感を感じる者の割合は75.3％にのぼった。 

HIV検査業務の内容をもう少し詳しくみてみる。

各業務にかけることができる時間の平均は、検査前

相談が 11.8分、陰性告知が 9.6分、陽性告知は 47.5

分であった。次に、各業務に具体的にどのような内

容を含むか、について、図 5～図 7 に示した。全体

として、それぞれの段階において必要な、一般的な

説明は十分なされているが、受検者個人の感染経路

やリスク行為に対する態度への働きかけは少ない。

受検者が性感染に不安を感じている場合、検査前相

談および結果告知の際に、性パートナーの性別をた

ずねると回答した者の割合は 41.1％で、たずねない

と回答した者の割合49.1％の方が多かった。 

検査前相談と結果告知を通して、受検者がその後

HIV予防感染をすることができるような支援ができ

ているか、つまり「予防的支援に対する自信度」を

尋ねたところ、回答は「まぁまぁできている」

48.3％と「あまりできていない」41.6％に二分され

た。予防的支援に対する自信度を従属変数として、



39 
 

あらゆる変数とクロス集計をした結果、「予防的支

援ができている」という認識に強く関連している要

因は、性に関する相談に積極的に対応するという姿

勢、HIV苦手意識が低いこと、就職後セクシュアリ

ティに関する研修を受けていること、検査相談業務

に時間をかけており、抵抗感が少ないことなどであ

った（χ二乗検定、p<0.001）。 

検査業務において改善すべき点として、相談場所

の設備、検査日程・時間、検査場所の設備、広報の

仕方など挙がった。困っていることは、頻回受検者

への対応、自分の知識不足、いくら説明しても感染

不安をぬぐえない人への対応、外国人対応などが多

かった。検査業務実施にあたって整備が必要な資材

としては、説明者用ガイドラインが最も多かった。 

 

C.1.6 自由記述 

「多様なセクシュアリティを持つ人たちへの対応

について、保健師として、今後どのように対応して

いきたいですか。」という質問に対する自由記述に、

多くの貴重な意見が出された。その内容を分析する

と 8つのカテゴリー（対応、環境整備、希望、仕事、

学習の成果、自分の感情、現状、学習の必要性）に

分けることができた。 

 HIV受検とそれに関わる業務に現在関わっている、

あるいは関わりのない状態に関わらず、自分の性に

対する価値観・感情、偏見と保健師という専門職と

の意識のせめぎ合いで悩んでいた。経験者であって

も、相談を受けている最中に自分のマイナスの感情

が表出することに不安を感じており、HIV検査及び

それに関わる業務は自己の感情・価値観・思いと専

門家としての「こうあるべき」との間で揺れている

事がよくわかった。そういう人たちの多くは「自身

の知識不足」を自覚し、勉強が必要なものの、現状

の業務が忙しく「時間」がないことを告白していた。 

その反面、大多数の保健師が「感染予防の大切

さ・予防方法を伝える」事や「相談者の健康問題や

課題を支援すること」「リスク」など自分や相手を

守るための「正しい情報・知識を伝えていく事」は

どの相談者に対しても実施することであるため、

「偏見」や「先入観」を持たず、「普通の相談業務

と同じ対応をする」「特別視しない」「多様なセク

シュアリティは自由、当然、個性の一つ」として

「ありのまま受け入れ」「人として」「その人のニ

ーズに見合った対応する」と回答をしている。ただ

そういう風に相談者と接するには、教育や知識が不

可欠で、「正しい・最新の知識」「当事者の実際の

声、ニーズを聞く」「対応（カウンセリング手法を

含む）方法」や「最新の情報」の学習が必要として

いる。特に、40 代以上の保健師達は自分が学んだ

際、「これほど性が多様化していなかったので」

「性がタブー視されていた時代だったので」、「最

新、現状の多様な性に対する知識や情報が必要」と

回答をしていた。実際、学習や対象者と接する中で

「自分の偏見ある考え方が変化した」「広い視野や

視点で考える事ができるようになった」と学習効果

を上げる回答も多かった。 

又、業務の関係で保健師の中での知識や意識にば

らつきがあるため、保健師全体の知識アップ・意識

改革の必要性を説いている。しかし、時間がない、

研修の機会がない現状をあげ、「専門的に研修を受

けた保健師を各ブロックに配置する」「専門家チー

ムが対応する」といった専門家が対応する必要性を

説く意見もあった。 

それ以外に、保健師として「偏見を変える」「多

様なセクシュアリティの人達が生きやすい・当たり

前と受け入れられるよう社会に対し啓発していく」

ためにも思春期や若年層から多様な性の教育・予防

方法などの啓発をしていく必要があると考えている。

そのためにも親や学校との連携が課題としている。 

また「保健所が相談出来る場所」であり「受検し

やすい場所」である広報活動と同時に「保健師の教

育」「受検しやすい体制作り」や「プライバシー・

秘密保持のできる」環境・制度整備が必要であるこ

とを回答していた。 

 

C.2 平成24年度研修プログラムの策定  

C.2.1 前年度調査結果 

前年度の実態調査より、HIV/AIDS に対する苦手

意識とセクシュアリティ、HIVに関する知識得点、

同性愛者の対応経験がないことなどが関連している

ことが明らかになった。保健師養成課程でセクシュ

アリティについて学んだものは 12.1％と、教育現場
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での学習の機会も十分ではないことが示唆された。 

 さらに、HIV検査担当者においては、対応時間や

説明内容にかなりばらつきがあることが分かり、

MSMのHIV検査受験者への予防的支援を強化する

ために、担当保健師のスキル形成が必要であること

が示唆された。 

 

C.2.2 日本国内・海外での研修の実施状況 

 日本国内では、検査相談に必要な知識や対応、陽

性結果通知時の対応など、HIV 検査や HIV の知識、

支援制度を取り上げるものが実施されていた。対象

者を検査相談に従事するもの、陽性者支援に関わる

もの、経験によって対象者を限定するものもあった。

多くは1日から2日研修の形態を取っている。ロー

ルプレイ演習やグループワークを取り入れるものも

あった。 

 海外における研究では、看護学生や病棟看護師向

けのHIV理解促進、MSM理解促進や陽性者とのグ

ループワークを行うものもあった。HIV検査実施ス

タッフへの動機付け面接法の研修を実施している先

行研究も存在したが、半日～1日の研修でその効果

を挙げられているものは存在しなかった。 

 

C.2.3 NPO法人関係者等の専門的助言 

 これまで先駆的にHIV研修を実施している専門

家や関西圏の行政関係者や保健師にヒアリングを実

施した。以下の助言を得た。 

【MSMについて】 

〇HIV検査面接のスキルを上げることよりも保健師

にとってMSMが身近でないことから、その距離感

を減ずる、存在を可視化する取り組みが必要である。 

〇関西のMSMの健康問題として、薬物問題も挙げ

られる。保健師のMSMの抱える健康問題の理解促

進も必要である。 

【HIV関連業務について】 

〇保健師は、予防と陽性者支援の視点の両方を持つ

必要がある。 

〇HIV検査や陽性者支援の場面では、相談者中心

（来談者のニーズに焦点を当てて面談を行う）のア

プローチを取る必要がある。このアプローチを取る

ことができれば、対象がMSMでもその他の対象で

も、相手のニーズに基づくという点では大きな違い

がない。 

〇大阪を中心にHIV新規感染が増加傾向にある。

今後近畿圏でHIV検査、陽性者支援の重要性が高

まることが予測される。感染症担当・その他の担当

など業務を問わず、保健師のHIV支援スキル、準

備性を全般的に高める必要がある。 

〇HIV関連分野では、他分野の保健師業務と比較す

ると、他の保健所との取り組みの共有がされにくい。 

〇保健師はもともと面接のスキルを持っている。

HIVやセクシュアリティに特化した研修を行うこと

で、もともと持っている部分を生かすことが出来る。 

〇保健所や自治体によって、保健師が担当するHIV

関連業務の中身が異なるのでキャパシティーも異な

っており、その部分に配慮する必要がある。 

【関西圏で実施されている研修について】 

〇MSM向けの広報を作る研修、MSMとのロール

プレイを実施する研修は実施されている。 

〇自治体によっては、勉強会を主催してHIV検査

場面・陽性者支援などの学習を実施している。

NPOと協働して実施している場合もある。連携を

深めるための連絡会を開始しているところもある。 

 

C.2.4 研修プログラムの内容 

 上記C.2.1からC.2.3の結果を踏まえ、研究グル

ープ内で検討し、MSM理解促進とHIV陽性者の支

援能力の向上の2点をテーマとした1日研修を企画

した。研修目標は次のとおりである。 

①セクシュアリティ（特にMSMの性的指向・性行

動・心理社会的側面）に対する理解が深まり、

MSM対応に自信を持つことが出来る。 

②MSMへの理解を深め、抱える健康問題やニーズ

を把握することが出来、支援に反映することが出

来る。 

③HIV陽性者支援への理解を深め、HIV関連業務

の場で活用することが出来る。 

 

C.3 平成24・25年度研修実施および効果の測定 

 上記 C.2 において策定された研修プログラムと質

問紙による効果評価は、平成 24年度から 25年度に
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かけて同じ内容で 2年にわたって近畿圏で実施され

た。以下は2年分をまとめて報告する。 

 

C.3.1 研修実施 

研修前に模擬参加者に対し研修リハーサルを行い、

内容や時間の確認を実施した。研修は、2年間で近

畿2府4県にて計8回、延べ134名の参加者（保健

師125名、関連職種9名）が得られた。自治体によ

りHIV検査に看護師や臨床検査技師なども携わっ

ているため、平成25年度は保健師に加えてHIV関

連業務に従事する関連職種（以下、関連職種とす

る。）も研修の対象とした。 

 

C.3.2 研修効果評価調査分析対象者 

研修実施 1ヶ月後評価まですべて回答が得られて

いる保健師、研修あり群 102名、研修なし群 151名

を対象に、分析を行った。関連職種の対象者は研修

あり 8名、研修なし 5名から質問紙に回答が得られ、

主に自由筆記部分について分析を行った。 

 

C.3.3 対象者の基本属性および業務経験 

分析対象者の平均年齢は研修あり群37.4歳、研

修なし群39.5歳であった。研修あり・なし群で、

年齢に有意差はなかった（t検定、p＝0.121）。 

 

C.3.4  担当部署のMSM・HIV対応準備（準備性） 

 「MSM対応について、担当部署で準備している

ものがあるか」については、研修あり群で、研修後

41.2％、1 ヶ月後 50.0％、3 ヶ月後 81.4％であった。

研修後・1ヶ月後で有意な差（p＝0.012）があり、

研修１・3ヶ月後は有意な差が見られなかった。研

修なし群には、有意な差が見られなかった。「HIV

陽性告知時の対応について、担当部署で準備してい

るものがあるか」については、研修あり・なし群と

もに有意な差が見られなかった 

 

C.3.5 MSM・同性愛に対する知識 

MSM・同性愛に対する知識と考え方を問う設問

のほとんどの項目で、研修あり群の研修前後、研修

前・1ヶ月後で有意な差があった。特に「同性愛者

になるか異性愛者になるか本人の希望によって選択

できる（そう思わない）」や「日本における性的マ

イノリティの人口比は 5％前後である（そう思う）」

は、研修内の講義で言及された内容であり、これら

に関する知識が着実に増えたことを示している。 

同性愛に対する考え方として、「世の中の多くの

人は、同性愛に対して偏見を持っていると思う」は

研修あり群、研修なし群の研修前は85.3％、77.5％

で、1ヶ月後は84.3％、76.2％、3ヶ月後では

78.4％、66.9％であった。また「世の中の多くの人

は、性同一性障害について偏見を持っていると思う」

研修あり群、研修なし群の研修前は65.7％、60.3％

で、1ヶ月後は63.7％、62.9％、3ヶ月後では

60.8％、55.6％であった。この変化に有意な差は見

られなかったが、多くの保健師が、同性愛や性同一

性障害に対して、世間一般に偏見が存在しているこ

とを認識していることがわかる。 

「自分の担当する相手が同性愛者だと分かったら、

抵抗を感じる」は、「そう思わない」を選択した割

合は、研修あり群の研修前は 62.7％、研修後 84.3％、

1ヶ月後87.3％、3ヶ月後81.4％で、変化に有意な

差が見られている。「正直な気持ちとして、同性愛

のことは理解できない気がする」は、「そう思わな

い」を選択した研修あり群の割合は研修前56.9％、

研修後 69.6％、1 ヶ月後 70.6％、3 ヶ月後 72.5％で、

研修前後および研修前から1ヶ月後で有意な差が見

られた。「正直な気持ちとして、性同一性障害のこ

とは理解できない気がする」にも、「そう思わない」

と答えた研修あり群の割合は研修前後、研修前から

1ヶ月後で有意な差が見られた。 

 

C.3.6 同性愛に対する感じ方（JIHP） 

同性愛に対する感じ方は25項目からなるJIHP

尺度を使って測定した。JIHPの総得点は、満点は

100点で、得点が下がれば下がるほど同性愛に対す

る抵抗感が少ないことを示す。研修あり群の得点は、

研修前 38.96 点、研修後 34.44 点、1 ヶ月後 33.7 点、

3ヶ月後34.42点だった。研修あり群内のJIHP総

得点の対応サンプル t検定結果は、前後p＝0.000、

前1ヶ月後p＝0.000、後1ヶ月後p＝0.589、1・3

ヶ月後 p＝0.816となっており、抵抗感は研修後に

減少しその後維持されたことを示している。研修な
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し群の得点は研修前41.61点、研修後39.94点、1

ヶ月後39.61点、3ヶ月後39.24点で研修前後に有

意な減少が見られたが、研修あり・なし群の比較の

群間 t検定において、この変化は群間で有意に差が

あることがわかった。 

項目別にみると、「職場に男性の同性愛者がいて

も不快ではない。」「近所の人が同性愛者だとわか

ったら、いやな気がする」「同性が自分に性的な誘

惑をしたら怒りを感じる」など、身近に同性愛者が

いることに対して不快感を感じるかどうかに関する

項目について、研修あり群の研修前後、前 1ヶ月後、

後1ヶ月後、1 ・3ヶ月後のいずれかに有意差が見

られた。研修を経て不快感が減じ、3ヶ月後までそ

の効果が持続していることが考えられる。 

一方で、「同性に誘惑されても不快ではない」 

「自分が同性の人に性的に惹かれていることに気が

ついても不快ではない」「男性二人が人前で手をつ

ないでいるのを見たら気持ち悪い」などは、研修あ

り群・なし群ともに前後、前1ヶ月後、後1ヶ月、

1・3ヶ月後のいずれかに有意差があるが、群間比

較においては有意差が見られなかった。また、研修

あり・なし群ともに研修前から3ヶ月後にかけて、

有意な変化が見られなかった項目もあった。 

 

C.3.7 MSM対応 

MSM対応に関する項目である「あなたの家族や

親戚、友達、職場の同僚など、身近な人の中に

MSMがいると思いますか」では、研修あり群にお

いて「いる」と自覚する研修参加者が増え、研修な

し群と比較しても研修あり群で有意に増加している。

研修を経てMSMが身近にいるということを感じる

ものが増えている。「あなたは、HIV検査や相談の

中で、MSMの性行為、性的な話題になったとき、

抵抗感はありますか」については、研修あり群で

MSMの性行動を扱う際の抵抗感「まぁまぁある」

者の割合が、研修前の36.3％から研修１ヶ月後

24.5％まで減じている。「あなたは、HIV検査や相

談の中で、面談者の性的指向がわかりにくいとき、

抵抗感をかんじますか」では有意な結果が得られな

かった。「MSMと思われる、またはMSMの受検

者（相談者）への対応に、自信はありますか」では

自信が「ある」者が研修前の11.8％から１ヶ月後の

22.5％へと増加した。 

「MSMの現状を知るために、あなたご自身がし

ていることは何ですか」について、「同僚などに相

談する」が研修あり・なし群双方で増加している。

研修あり・なし群ともに研修後に参加者である同僚

などに相談する機会が増加したことが考えられる。 

 

C.3.8 陽性者支援に関する知識 

14項目の陽性者支援に関する知識の質問項目に

ついて、研修あり群において望ましい回答をする者

の割合が、研修前後または前・１ヶ月の比較で有意

に増加したのは、次にあげる6項目である：「検査

が匿名であっても、陽性告知の場面では必要に応じ、

受検者の氏名やプライバシーに関わる内容を確認す

る必要がある（そう思わない）」「他者に感染の可

能性があるため、セックスを控えることを伝える

（そう思わない）」「陽性告知の場面では、事実の

みの必要最小限の説明にとどめ、その後の対応は紹

介先病院で行うことが望ましい（そう思わない）」

「HIVの治療で、加入している健康保険を利用する

ことで、被保険者の職場に病名などが知られる可能

性があるので利用できないことが多い（そう思わな

い）」「ARTや日和見感染症の治療をしている場

合、自立支援医療の制度を利用することで治療費の

自己負担を減らすことができる（そう思う）」

「HIV陽性者は、介護保険を利用できない（そう思

わない）」。これらは、研修の講義で言及されてい

た内容であり、参加者の新た知識として身に付いた

ことがうかがわれる。一方、これら6項目以外の項

目は、研修前および研修なし群においても9割以上

もしくは9割前後の者が望ましい回答をしており、

知識としてすでに定着していたものと考えられる。 

陽性者支援知識の総得点は、研修あり群で研修前

10.78点、研修後11.99点、1ヶ月後11.77点、3ヶ

月後11.64点であり、研修なし群では、研修前

10.45点、研修後10.41点、1ヶ月後10.73点、3ヶ

月後10.61点であった。あり群内では前後（p＝

0.000）、前1ヶ月後（p＝0.000）、後1ヶ月後（p

＝0.024）研修なし群内においても、前1ヶ月（p＝

0.018）、後1ヶ月（p＝0.009）と有意な変化があっ
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た。群間比較においても有意差が認められ、研修あ

り群に研修の効果が認められることがわかる。研修

なし群の研修1ヶ月後における得点の増加は、研修

参加者に聞く、学習するなどをしたものと考えられ

る。 

 

C.3.9 HIV陽性者支援に対する態度と対応 

陽性者対応の自信は、研修あり群では、自信ある

者が有意に増加し、その後も維持している。また

「HIV検査結果告知を通じて、予防的支援ができた

と思う」かどうかについては、研修あり群では、予

防的支援ができているという効力感が研修1ヶ月後

に増加し、その後も維持している。 

 

C.3.10 研修後評価 

研修あり群に対して、研修後、1ヶ月後、3ヶ月

後に研修が役に立ったかを尋ねた。総じて、研修の

各内容は「大変役に立っている」「まぁ役にたって

いる」と評価されている。研修後の「役に立った」

を選択した割合が有意に高く、研修1ヶ月後には少

し減少している。3 ヶ月後ではそれを維持している。 

 

C.3.11 各変数とのMSM対応自信のクロス集計 

「MSM対応の自信」を従属変数とした各主要変

数とのクロス集計をした。最終学歴、保健師養成課

程で同性愛・性同一性障害、HIVについて学んだこ

ととMSM対応自信度に有意な関連はなく、保健師

になってから研修などで同性愛や性同一性障害につ

いて学んだこと、エイズ予防財団・自治体主催の研

修を受講した経験があること、MSM対応経験があ

ること、MSM 陽性告知に関わった経験があること、

JIHP得点が低いこと、陽性者対応自信があること

などが、MSM 対応の自信に有意な関連が見られた。 

 

C.3.12 各変数との陽性者支援自信のクロス集計 

「陽性者支援の自信」を従属変数とした各主要変

数とのクロス集計をした。最終学歴、保健師養成課

程や保健師になってからで同性愛・性同一性障害に

ついて学んだこと、保健師養成課程でHIVについ

て学んだこと、JIHP得点や陽性者支援知識得など

点と陽性者支援の自信度に有意な関連がなかった。

HIV研修の受講歴、MSMのHIV検査受験者・相談

者対応経験があること、MSMの陽性告知に関わっ

た経験があること、MSM対応の自信と陽性者支援

自信に有意な関連が見られた。 

 

C.3.13 自由記載の分析結果 

質問紙に回答した研修参加群より、研修後 354情

報、1 ヶ月後 427 情報、3 ヶ月 305 情報が得られた。

各質問項目に対する回答は、定性的分析法で分析し、

県別および時間軸別でカテゴリー毎にまとめた。考

察において主なコメントに言及する。 

 

C.3.14 関連職種の結果 

関連職種の参加者・直後の「研修の印象・感想」

からは、以下の回答が得られた。 

「MSMに関して、今まで考えたことのなかった社

会心理的な背景を知る機会となって、非常に有意義

だった。」のように、HIV関連業務を担当している

参加者からポジティブな回答が得られた。一方で、

「保健所の事業の一環で仕事をしているので、内容

等に深く係っている訳ではないので研修の内容が不

明（わかりにくい）な事が多かった」という声もあ

った。1,3ヶ月後の「研修の印象・感想」では、

「これまでは、陰性結果を念頭においた対応をして

しまいがちであったが、陽性結果を前提としたカウ

ンセリングや、最新の情報提供ができる体制を整え

ていきたい。」と、保健師の参加者と同様に研修で

学んだことを生かして業務を行っている様子がうか

がえる回答が得られた。 

 

C.4 研究結果の公表 

平成 25年 12月 5日に大阪で開催された第 33回

日本看護科学学会にて、「多様なセクシュアリティ

理解促進にむけて－近畿圏保健師のセクシュアリテ

ィ理解の現状・教育プログラム実施の取り組みを基

に－」というテーマで交流集会を開催した。参加者

はのべ 25人程度で、平成23年度に実施した実態調

査および、平成 24・25 年度に実施した研修の報告

を行い、意見交換の機会を持った。参加者からの意

見として、どの領域の看護でも、コミュニケーショ

ン・カウンセリングスキルが重要であり、それらを

基礎教育の中で培う必要があるという意見などが出
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された。また、今後、看護教育の中に性の多様性の

知識を提供することが必要であるという指摘もあっ

た。 

 

Ｄ．考察 

D.1 近畿圏の保健師のセクシュアリティとHIV検

査に関する現状 

平成 23 年度の実態調査より、保健師全体として、

性に関する相談には業務としての対応という姿勢が

強く、HIV/AIDS に関わる業務に対しては苦手意識

が潜在することがわかった。それらの理由としては

知識がないということが挙げられていた。実際、セ

クシュアリティに関する知識得点や HIV に関する

知識得点が低いことと苦手意識が関連していたこと

から、ある程度の知識の習得は、苦手意識の払拭の

ためには必要であるといえる。HIV/AIDS 業務経験

や保健師になってからの研修経験によって苦手意識

が低くなっているのは、On the job の経験によって

知識や対応方法を習得しているからであろう。この

ことは、一方で、全保健師に対するセクシュアリテ

ィ理解の促進の機会が非常に乏しいことを示してい

る。保健師養成課程において、セクシュアリティに

ついて学んだものは 12.1％、HIV/AIDS については

51.1％と十分なものではなかった。保健師全体のセ

クシュアリティ理解を高めるためには、養成課程の

カリキュラムに盛り込むことを含めた全体の底上げ

が必要である。 

HIV検査対応については、対応時間や説明内容に

ついて、かなりばらつきがあることがわかった。

MSMにおけるHIV感染が新規感染の約7割を占め

るという日本の疫学状況において、陰性であった

MSM 受検者がその後予防行動をとることができる

よう予防的支援を強化することが重要である。その

ためには、陰性結果を渡す際に具体的な予防行動へ

と働きかける必要がある。HIV検査を担当する保健

師には、この点を含んだトレーニングを実施するこ

とが課題である。 

1 年目の実態調査では、教材や研修機会が限られ、

「これでいいのか」と疑問を抱きながらも、真摯な

態度で、日々の HIV 検査業務に取り組んでいる多

くの保健師の声が寄せられた。その中で、2 つの限

界の認識があった。一つは、保健所で“待ってい

る”HIV 検査体制の限界である。MSM における

HIV感染が非常に増えているという日本の現状をふ

まえたとき、もっと検査が必要な多くの MSM への

啓発が必要だという共通認識があった。ただ、現状

の保健所業務の中で、そこまで広げていくことは難

しい。焦点を絞ったマスへの啓発は、一つの保健所、

自治体を超えて、地域や国全体として取り組んでい

かなければならないことである。 

もう一つの限界は、多様なセクシュアリティにつ

いての理解、さらに HIV 予防知識などは、全保健

師が理解するべきであるだけでなく、すべての若

者・人々が、学校教育の現場で学んでおくべきこと

だ、という認識である。これも、一保健師の努力に

帰結する課題ではなく、教育現場等との連携で、地

域と国が一体となってとりくむべき課題といえる。 

 

D.2 研修プログラムについて 

平成 24・25 年度は、MSM 理解促進と陽性告知

時の対応能力向上の 2つのテーマを取り上げる研修

を企画し、その実施と質問紙調査による効果評価を

2年かけて実施した。 

 

D.2.1 研修スケジュール 

 研修では、限られた時間の中で参加者の学びを促

進するため、ワークの後に講義をする形で研修を構

築していた。そのことについて参加者からは「グル

ープワークが間に挟まれていて、自分の考えを整理

できて良かった」「1 つのワークが短時間で区切ら

れ、実施する内容も明確なので苦痛が少なくてよか

った」といった肯定的なコメントがあった。その反

面、「MSM についてと陽性告知についてワークも

入れると盛りだくさん過ぎて、最後あたりは急かさ

れているような感じでした」といった意見もあった。

時間の設定やテーマ設定について検討の余地がある。 

 

D.2.2 研修の内容 

研修内容として、各講師の講義や陽性告知のある

自治体の実施状況の発表は大きな学びを与えた。講

師の経験に基づく事例検討時のコメント等が参加者

に実践する際のヒントを与えていた。具体的には
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「資料・情報収集や告知マニュアルの整備」、「事

例をチームで共有し、対応（相談）をみなおし、よ

りよくすすめていく」や「拠点HP診療案内を管内

病院数分取り寄せ、全病院に行ったインタビュー調

査結果とともに配布した」などの職場環境整備や

「HIV検査・相談場面でのていねいな対応」、「陽

性告知支援も想定して対応すること」、「受検者の

性的指向・セックスについて、自分から聞くように

している・気負わず聞けるようになった」など自分

の心の整理をしていることが自由記載よりわかった。 

グループワークについては「他の参加者の意見が

聞けて良かった」「ワークを通して、今までの支援

をゆっくり振り返ることが出来た」や「自分で考え、

自分自身の課題を見つけることが出来た」とポジテ

ィブなコメントがあった。今回の研修では、グルー

プワークで参加者が自分自身の価値観などのプライ

ベートな意見が言えるように、全員が守るべき「グ

ラウンドルール」を設定していた。その中の「話さ

なくていい自由」については、「今までにない気持

ちが楽な研修だった」と好適に受け入れられた半面、

「話さなくていい自由は、難しい」とのコメントも

あった。グループワークでは、話さないわけにはい

かないと感じたようであった。 

また、陽性告知とMSMへの理解をあわせてグル

ープワークを行うことが難しかったことや時間的制

約もあり、ワークの時間を限定する必要があった。

今後は、研修テーマを1つに絞ること、また研修回

数を2回に分割することなど、再検討課題である。 

さらに、今までMSMやHIV陽性告知などに参

加したことのない参加者と他の研修に参加した経験

を持つ参加者のコメントを比較すると、研修未経験

参加者からはポジティブコメントを得られたのに比

べ、他の研修に参加している参加者からは「他の研

修と内容が変わらなかった」といった意見が多かっ

た。今後、経験別に研修内容を検討する必要がある。 

 

D.2.3 今後の研修への要望 

 今後の研修に含んでほしい内容として一番多かっ

たのが、「当事者（MSM/HIV陽性者）による体験

が聞きたい/話がしたい」というものであった。次

に多かったのが「事例に基づく陽性告知面談のロー

ルプレイ/シミュレーション」や「事例検討」であ

った。このことから、MSMやHIV陽性告知を受け

た人が、保健師や医療者の対応で何を感じ、どうい

った情報を得たいと思っているかを知ることが、実

際の現場での対応のヒントを与えると強く考えてい

ることが考えられる。質問紙調査の結果では、

MSM対応自信、陽性者支援の自信は、教育機関で

の教育経験とは関係がなく、保健師になってからの

研修受講経験、MSMや陽性告知対応経験が関連し

ていることが明らかになった。特にMSM対応経験

や陽性告知体験が多くない京阪神地域以外の場所に

おいては、当事者による話やロールプレイ・シミュ

レーション、MSM対応の経験談を取り入れること

は、対応自信を構築していくうえで必要だろう。 

研修の実施時期については保健所の繁忙期の実施

を避けることや同じ内容を2回実施するなどの配慮

を要する。また研修に参加できる保健師が限定され

るために、研修参加者が職場に戻って情報を同僚と

シェアしやすいようにグループワークでの成果をプ

リントアウトして配布する事など情報の共有に対す

る配慮も今後の課題である。さらに、平成25年度

は研修の対象を保健師以外の関連職種にも広げて実

施した。陽性告知の場面などで医師などとの多職種

との連携もある。研修の対象を保健師に限定せず、

HIV関連業務を担当するものとし、交流や情報交換

を持つ機会としても活用できると考えられる。 

 

D.3 MSM理解促進について 

研修あり・なし群を問わず、同性愛については約

8割、性同一性障害については約6割の保健師が、

それらに対する偏見が世間一般に存在すると認識し

ていた。しかし、研修を受けたことで、自分の担当

する相手が同性愛者でも抵抗を感じないとする者の

割合が、62.7％から84.3％にまで増加し、3ヶ月後

まで効果が持続している。 

同性愛に対する抵抗感・嫌悪感をより客観的には

かる尺度であるJIHP総得点については、研修あり

群においてその平均点が研修前の38.96から研修後

の34.44に有意に減少し（偏見が減ずる方向への変

化）、3ヶ月後まで持続している。この変化は、研

修なし群との群間比較においても有意である。今回



46 
 

の研修には、参加者の同性愛に対する感じ方を、抵

抗感・嫌悪感を減ずる方向に変化させる効果があっ

たことを示している。一方で、研修に参加しなかっ

た者の間でもJIHP総得点41点代から39点代へと

いう有意な変化が研修前後で生じている。これは、

①研修なし群を研修参加者と同じ施設からリクルー

トしていることにより、復命や情報交換から得られ

た意識の変化である可能性、②同一の質問紙を反復

して回答していることから、学習の効果等で説明さ

れると考えられる。 

このような保健師自身の意識の変化は、専門職と

しての対応に変化をもたらしたのだろうか。MSM

対応の自信を問う設問に対しては「あまりない」と

いう回答が、研修あり・なし両群のどの時期におい

ても過半数を占めており、一朝一夕に変化するもの

ではないことが示唆される。しかし、研修あり群に

おいて、自信が「ある」とした者の割合は、研修前

の11.8%から研修後の20.6％へと増加しており、そ

れは3ヶ月後まで維持している。同時に研修前には

自信「ない」としていた者の「あまりない」への変

化がおきており、これら全体の変化は研修なし群と

比較して有意であった。研修には、MSM対応の自

信を向上させる一定の効果があったといえるだろう。

同時に、クロス集計を見てみると、研修後のMSM

への対応の自信には、最終学歴、保健師教育の中で

の学習経験は関連しておらず、これまでの研修経験、

MSMの受検者対応や相談者対応経験が関係してい

た。本研修には、保健師のMSM理解を促進する上

での一定の効果は認められたものの、これをより実

践的なMSM対応能力向上につなげるためには、さ

らなる教育・研修が必要であると考えられる。 

 

D.4．陽性告知時の対応能力向上について 

 陽性者支援については、知識総得点については、

研修あり群において、研修直後は有意に増加したが、

直後から1ヶ月後へ知識を維持することができず有

意に減少している。1ヶ月後から3ヶ月後の変化は

有意ではないが減少傾向である。陽性者支援は、知

識として身につけたとしても、実践の機会が限られ

ていることにより、時間が経つと知識があやふやに

なってしまったと考えられる。一方、陽性者支援知

識の総得点は、研修なし群において、研修前後に変

化はないが、1ヶ月後に有意な増加が見られた。こ

れは、保健所内での情報交換の効果と考えることが

できるだろう。 

陽性者支援知識に関する個別の項目に注目すると、

変化がなかった項目に関しては、研修あり・なし群

に関係なく、概ね9割以上が望ましい回答をした。

これらの知識はすでにある程度定着していると考え

てよいだろう。反対に、研修による変化が大きかっ

た６項目、すなわち、「陽性告知において氏名を確

認する必要があるわけではないこと」「他者への感

染防止のためにセックスを控えること促すのではな

いこと」「陽性告知後の対応を紹介病院任せにしな

いこと」「健康保険の利用によって必ずしも病名が

職場に知られるわけではないこと（保険の種類によ

って違う）」「自立支援医療制度の利用で治療費の

負担を減らすことができること」「HIV陽性者も介

護保険を利用できること」については、多くの研修

を受けていない保健師にとって難しい知識と考えら

れる。今後の普及活動において、特に重点的に伝え

ていく必要がある。 

HIV陽性者対応の自信については、研修あり群・

なし群ともに、研修前は「ない・あまりない」が9

割に達していた。しかし、研修あり群において、研

修後、自信が「ある」または「あまりない」と回答

した者が増加し、自信が「ない」という回答が減少

している。全体として、研修前後で自信の向上が有

意に認められ、その変化は研修なし群との比較でも

有意であった。また、この変化は1ヶ月後・3ヶ月

後に継続している。研修により、陽性者支援の非常

に具体的な知識が増加したことは、直接対応の自信

に結びついたと考えられる。 

 クロス集計からは、研修後の陽性者支援の自信に

関係する要因は、年齢が高く保健師経験年数が多い

こと、保健師になってからのセクシュアリティ等に

関する研修経験が豊富であること、MSMの受検者

対応経験やHIV陽性告知に関わった経験があるこ

となどであることがわかった。経験を積めば自信が

つくと解することもできるが、経験の少なさを補強

するような教育・資材の開発が必要であることを示

しているといえるだろう。 
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D.5．今後の課題 

長期視点で学びを実践に移すポジティブ変化を生

みだせるかどうかは、１）MSMや陽性告知という

研修内容が実際業務にどれだけ関連性があるか、２）

本人にどこまで内容に興味があるか、そして３）

MSMやHIVなど直接業務と関わりのない事項に対

し避ける時間が持てるか、という３事項が必要と考

えられた。または「職場のHPから情報を得ようと

してもアクセスできない場合がある」など職場環境

も影響があると考えられるため、職場の理解やサポ

ートも重要だと考えられ、参加者からも「パンフレ

ットの充実、事業の予算計上しやすくするように管

理職（行政の）に研修してほしい」との提案や、検

査業務経験がない参加者からは「基本的な事を何度

も（年1回以上）確認の為にも研修を開催してほし

い」との意見があることからも、上層部に対する研

修やフォローアップ研修なども有効的手段と思われ

る。 

日々の業務のある保健師が継続的に情報収集を続

けることは困難なことでもある。さらに、業務に多

忙な保健師が研修に参加することも限定されている

ため、研修のみでなく、情報リソースや教材の整備

が必要である。そのため、近畿圏の情報をまとめた

HPや情報パッケージを整備する、相談窓口の整備

など、日常の情報収集や業務を支援することもHIV

担当保健師のモチベーションの持続や対応能力の向

上に資すると考えられる。 

研修後に陽性告知の対応マニュアルの作成や、事

例の共有や検討、拠点病院の資料の収集を実際に行

い、準備を進めている参加者も見られた。このよう

な対応の準備性を高めていくことは、日ごろ多忙な

保健師にとって時間が必要であり、組織的な取り組

みを行うことは時間のかかることである。このよう

な準備を進めていくうえで必要な情報を一括整備す

る、MSMや陽性告知対応の事例を各保健所が共有

できることなど、保健師個人や保健所単位で準備性

を高める取り組みを支援する必要があると考えられ

る。 

また、本研究では、MSM対応自信、陽性者支援

の自信は、教育機関でのセクシュアリティ等の学び

経験とは関係がないことが明らかになった。これは、

言い換えれば、現在、看護教育の中で実施されてい

るセクシュアリティやMSM対応、HIV陽性者対応

に関する内容が十分でないことを示している。HIV

に限らず日々の看護職の臨床実践の中で多様なセク

シュアリティを可視化していく必要がある。また、

看護科学学会の交流集会にて指摘されたとおり、看

護基礎教育の段階において、多様なセクシュアリテ

ィの存在を可視化することと合わせて、相談対応の

基礎となるコミュニケーションスキルを充実させる

必要があると考えられる。 

 以上、本研究で得られた保健師の知識の実態や、

研修による変化、保健師の考えなどをまとめ、看護

教育や保健師現任教育の充実のための基礎的な資料

としたい。 

 

Ｅ．結論 

近畿圏の保健師を対象として、セクシュアリティ

に関する意識や HIV 検査の現状について実態を明

らかにした。その結果をもとに本研究で実施した研

修では、MSM 対応の抵抗感の減少、MSM 対応自

信の向上、陽性者支援知識の向上と陽性者対応自信

の向上が研修効果として認められた。今後はさらに

効果的な実践のために、研修対象とならなかった保

健師への支援や、看護教育におけるセクシュアリテ

ィ教育の強化を提言していく必要がある。 

 

Ｆ．研究発表 

和木 明日香 ※平成24・25年度研究分担者 

1．論文 

（和文） 

1）和木明日香、浅見恵梨子、上田惠子、小澤淳子、

上野恭裕：バーシング・センター助産師の価値

観に関する一考察－英国の事例の検証から－，

大阪母性衛生学会雑誌，48(1)，48-53，2012． 

2）和木明日香、浅見恵梨子、上田惠子、小澤淳子、

早川和生：院内助産を遂行できる助産師の能力

に関する研究－英国のバーシング・センター助

産師への質問紙調査から－，大阪母性衛生学会

雑誌，48(1)，54-58，2012． 

3）浅見恵梨子、和木明日香、上田惠子、上野恭
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裕：院内助産所の組織構造に関する研究－英国

の Birthing Centre の検証から－，大阪母性衛生

学会雑誌，48(1)，41-44，2012． 

4）浅見恵梨子、和木明日香、上田惠子：英国の草

創期にあるバーシング・センターを視察して，

千里金蘭大学紀要，2012． 

5）西村由実子、尾崎晶代、和木明日香、日高庸

晴：近畿圏の保健師における HIV/AIDS 業務の

苦手意識と HIV 検査相談の現状に関する研究，

日本公衆衛生雑誌（投稿中），2013． 

 

2．学会発表 

（国内） 

1）西村由実子、岩井美詠子、尾崎晶代、和木明日

香、日高庸晴：近畿圏の保健師におけるセクシ

ュアリティ理解と援助スキル開発に関する研究，

日本エイズ 学会，2012年，横浜． 

2）和木明日香、日高庸晴、西村由実子：多様なセ

クシュアリティ理解促進にむけて－近畿圏保健

師のセクシュアリティ理解の現状・教育プログ

ラム実施の取り組みを基に－，第 33回日本看護

科学学会学術集会，2013年，大阪． 

 

西村 由実子 ※平成23年度研究分担者 

1．論文 

（和文） 

1）木原正博、西村由実子、加藤秀子、木原雅子：

先進国における早期梅毒流行の再興とその背景

要因について，日本性感染症学会誌，22(1)，30-

39，2011． 

2）西村由実子、日高庸晴：日本の就労成人男性に

おける HIV/AIDS 関連意識と行動に関するイン

ターネット調査，日本エイズ学会誌，15(3)，

183-93，2013． 

3）西村由実子、尾崎晶代、和木明日香、日高庸

晴：近畿圏の保健師における HIV/AIDS 業務の

苦手意識と HIV 検査相談の現状に関する研究，

日本公衆衛生雑誌（投稿中），2013． 

 

2．学会発表 

（国内） 

1）西村由実子、日高庸晴：就労成人男性および大

学生を対象としたインターネットによる行動科

学的 HIV 予防介入の実施可能性の検討に関する

研究，日本エイズ学会，2011年，東京． 

2）西村由実子、岩井美詠子、尾崎晶代、和木明日

香、日高庸晴：近畿圏の保健師におけるセクシ

ュアリティ理解と援助スキル開発に関する研究，

日本エイズ 学会，2012年，横浜． 

3）和木明日香、日高庸晴、西村由実子：多様なセ

クシュアリティ理解促進にむけて－近畿圏保健

師のセクシュアリティ理解の現状・教育プログ

ラム実施の取り組みを基に－，第 33回日本看護

科学学会学術集会，2013年，大阪． 
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厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策研究事業 

HIV 感染予防対策の個別施策層を対象にしたインターネットによるモニタリング調査・ 

認知行動理論による予防介入と多職種対人援助職による支援体制構築に関する研究 

 

臨床心理士におけるセクシュアリティ理解と援助スキル開発に関する研究 

 

研究分担者：松髙 由佳（広島文教女子大学人間科学部） 

研究代表者：日高 庸晴（宝塚大学看護学部） 

研究協力者：喜花 伸子（広島大学病院エイズ医療対策室） 

内野 悌司（広島大学保健管理センター） 

 

研究要旨 

本研究は、MSM の HIV 予防介入に寄与するため、心理支援の専門家（臨床心理士）のセクシュア

リティ理解と援助スキル開発のための効果的研修プログラムの開発を目的とし、1 年目は臨床心理士

の教育研修上の課題を明らかにするための質問紙の開発（予備調査）、2 年目は 1 年目で開発した質問

紙を用いて若者の支援に従事する大学の学生相談現場の臨床心理士を対象とした実態調査を行った。

3 年目は研修プログラムを開発、実施し、効果評価と今後の課題を検討した。 

【1 年目】学生相談経験のある臨床心理士 5 名への面接調査（予備調査１）を行い、現場の臨床心理

士がセクシュアリティの支援について課題と感じることやサポートのニーズなどが明らかとなった。

これらの知見をもとに質問紙の予備調査版を作成し、臨床心理士養成課程の大学院生 45 名を対象と

した質問紙調査（予備調査２）を実施した。その結果、現状では専門養成課程でセクシュアリティの

教育はほとんど行われておらず、同性愛の心理的支援に関心が寄せられていないことが明らかとなっ

た。作成した質問紙は、知識など臨床心理士のセクシュアリティ理解の実情を捉えるのに有効である

と考えられた。 

【2 年目】中四国・近畿地方の大学で学生相談業務に従事する臨床心理士（または「大学カウンセラ

ー」有資格者）484 名を対象に無記名自記式質問紙調査を行い、321 名（66.3%）の有効回答数を得

た。大学院の専門養成課程で同性愛の教育を受けた割合は 12.8%と低率であった。臨床的な関わりや

性同一性障害との区別に関する知識は不十分で、MSM における HIV 感染の問題についての認識も普

及していないことが判明し、教育的介入の重要性が高いことが明らかとなった。事例を通じた実践的

な研修の機会のニーズが高いことも示唆された。 

【3 年目】セクシュアリティ理解と援助スキル開発を目的とした研修会を実施し、参加した臨床心理

士を対象に比較群付き前後比較試験を実施した。介入群 25 名、待機群 24 名の対象者を分析した結果、

セクシュアリティの知識や理解、MSM のセックスや HIV の相談対応への自己効力感を全般的に向上

させることに成功し、多様な性に関する価値観の気付きも促進されたことが明らかとなった。一方、

性的指向と性自認の区別など、一部の対象者では効果が継続しなかった点も明らかとなり、今後の課

題として情報伝達のさらなる工夫や教育研修体制の拡充が重要であることが示唆された。 

 

 

Ａ．研究目的  

MSM（Men who have sex with men）にお

いて、社会的偏見などによるメンタルヘルス悪

化の問題と HIV 感染リスク行動との関連が明
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らかとなっており、心理支援の専門家（臨床心

理士）がセックスや HIV の相談も含め MSM へ

の支援を適切に行えるようになることが HIV

感染予防の観点から重要である。しかし、これ

までにわが国では臨床心理士のセクシュアリテ

ィ理解や教育経験の具体的な実態を把握した研

究はみられない。 

【1 年目】実態解明に迫る調査を実施する準備

段階として、予備調査が必要と考えた。そこで、

学生相談経験のある臨床心理士への面接調査

（予備調査１）、臨床心理士養成課程の大学院生

を対象とした質問紙調査（予備調査２）を行い

臨床心理士のセクシュアリティ理解や、同性

愛・性同一性障害について教育を受けた経験を

明らかにするための質問紙の開発を目的とする。 

【2 年目】臨床心理士のセクシュアリティ理解

や教育を受けた経験、男性同性愛のケース担当

への態度などの実態を把握し、教育研修上の課

題を明確にするため、臨床心理士を対象とした

質問紙調査を行う。性行動が活発になる青年期

の心理的支援に従事する大学の学生相談の臨床

心理士を対象とする。 

【3 年目】2 年目で明らかとなった実態と教育

研修上の課題に基づき、HIV 感染予防に寄与す

るための臨床心理士のセクシュアリティ理解と

援助スキル向上のための研修プログラムを開発

し、その効果評価を行うとともに、今後の課題

を検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

【1 年目】 

予備調査 1 では、機縁法によりリクルートし

たA県内の学生相談に従事する臨床心理士 5名

を対象とし、それぞれ 1 回の半構造化面接を行

った。調査項目は、大学院の養成課程やその他

でセクシュアルマイノリティに関して心理臨床

の教育、訓練を受けた経験や得られた知識やケ

ース経験について、今後、セクシュアルマイノ

リティのケースを担当することについて思うこ

と等であった。得られた語りはグラウンディッ

ドセオリーの手法を参考にカテゴリー分析を行

った。予備調査 2 では、某大学の臨床心理士養

成コース（第 1 種指定校）の大学院生、在籍数

45 名を対象に、集合調査法で無記名の質問紙調

査を実施した。調査項目は、同性愛・性同一性

障害の知識・理解、大学院およびそれ以外で同

性愛・性同一性障害の教育を受けた経験、同性

愛男性のケースを担当することについての意識

などであった。 

【2 年目】 

中四国・近畿地方の 4 年制大学で学生相談業

務に従事する臨床心理士（または「大学カウン

セラー」の資格を持つ者）に無記名自記式質問

紙調査を行った。文部科学省ホームページのリ

ストをもとに上記 2 地方の大学に 1 校ずつ電話

やメールで連絡を取り、本研究の調査対象者と

なる学生相談担当者がいるかどうかや、その人

数を確認した。確認が取れた大学のうち質問紙

送付の同意が得られた学生相談機関に、質問紙

を送付した（中四国地方 128 名、近畿地方 356

名、合計 484 名分）。質問紙の構成は、昨年度

行った予備調査結果から、同性愛・性同一性障

害の知識・理解や，HIV や検査に関する知識、

専門的教育を受けた経験の有無、自己学習経験、

学生相談でのセクシュアルマイノリティのケー

ス経験の有無などを問う項目とした。研究実施

にあたっては研究分担者所属機関の倫理審査委

員会の承認を受けた。 

【3 年目】 

 中四国（広島）、近畿地方（大阪）の 2 か所

の研修会に応募した臨床心理士を対象とした。

大学の学生相談室宛てに研修会と研究協力依頼

を記したチラシを送り、各府・県の臨床心理士

会ホームページで広報し研究参加者を募った。 

比較群付前後比較試験により介入の効果を分

析した。具体的には、日程的に先に開催される

広島会場（9 月 22 日）の参加者を介入群、その

約１週間後に開催の大阪会場（9 月 28 日）の参

加者を待機群と設定し、介入群は研修会約１か

月前（「介入前」）と、研修会直後（「介入後」）
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に質問紙で測定した。待機群は、研修会約１か

月前（「介入前Ａ」）と、介入群研修日～待機群

研修会開催直前までの６日間に測定（「介入前

B」）を行った。 

その後、研修効果の持続性を検討するため、

以下の測定を行った。まず、待機群に研修を実

施し、その直後に測定を実施した（「待機介入

後」）。さらに両群とも研修会の 1 か月後に測定

を実施した（「1 カ月後」）。 

両群とも、研修会直後の測定までのすべてに

回答した者には謝礼として 2,000 円のクオカー

ドを渡した。 

評価項目は各測定で共通であり、「セクシュア

リティ知識」、「HIV の知識」（ぞれぞれ、正答 1

点、非正答は 0 点として合計得点を算出）、MSM

の陽性者への「支援態度」、セクシュアリティの

心理的支援に関する「理解」、身近感・価値観な

どセクシュアルマイノリティへの「意識」、ゲイ

男性のケース担当に対する「自己効力感」の尺

度を用いた（それぞれ、得点が高いほど理解度

が高いなどポジティヴな方向を意味する）。その

他、フェイス項目や自由記述で研修会の感想な

どを尋ねた。本研究は研究分担者所属機関の倫

理審査委員会の承認を受け実施した。 

研修内容は、2 年目で明らかとなった教育上

の課題に基づき、セクシュアルマイノリティと

HIV の基礎知識、MSM における HIV 感染問題

と心理職の関与が重要であることの意識付け、

セクシュアルマイノリティの相談事例に基づく

具体的な対応方法の検討（グループディスカッ

ション）で構成した。 

 

Ｃ．研究結果 

【1 年目】 

予備調査 1 では、対象者全員が大学院の臨床

心理士養成課程でセクシュアリティの教育を受

けた経験なし、研修で若干の情報を耳にしたこ

とはあるが体系的な知識としてはほとんど定着

していないことが明らかとなった。セクシュア

ルマイノリティのケースを担当した経験のある

対象者は 2 名であったが、ケースを実際に担当

するまではセクシュアルマイノリティの心理的

支援に関する意識そのものが空洞化しており、

知識のなさのためセクシュアルマイノリティの

ケースを担当することに両価的であるという傾

向がみられた。予備調査 2 では、37 名の有効回

答（82.2%）が得られた。知識に関しては「同

性愛は病理」という誤った認識や見かけ上の偏

見を有している割合は低かったが、性的指向と

いう言葉を知っている割合も、その他の同性愛

に関する項目の正答率は概して低かった。例え

ば、同性愛者のメンタルヘルスに関する項目で

は、わずか 18.9%の正答率であった。また、「性

同一性障害と同性愛の区別がよくわからない」

に「そう思わない」と答えた割合が 73%の一方、

「同性愛になる主な背景の１つに性自認（自分

を男だと思うか女だと思うか）の混乱がある」

に「そう思う」または「わからない」と答えた

割合は 64.9%であった。このことから、同性愛

の知識を持っているつもりで実は理解できてい

ない者が多く含まれることが明らかとなった。 

大学院で同性愛の教育を受けた経験について

は、97.5%つまりほぼ全員が「なし」と回答し、

性同一性障害の教育を受けた経験がある者は

37.8%であった。学部、大学院課程以外で、同

性愛の心理臨床に関する自己学習経験について

尋ねた項目では、約半数（18 名）が何らかの自

己学習を経験していたことが明らかとなった。

その内訳（複数選択可）として最も多かったの

は「インターネットで同性愛に関する情報を閲

覧した」で 10 名、次に多かったのが「同性愛

に関連する書籍を読んだ」で 8 名であった。同

じく性同一性障害の自己学習経験の有無につい

て尋ねた項目では、約半数（19 名）が自己学習

経験ありと答えた。その内訳（複数選択可）で

最も多かったのは「性同一性障害に関する書籍

を読んだ」で 10 名、次いで「性同一性障害に

関連する情報をインターネットで閲覧した」が

9 名であった。 

質問紙への意見（自由記述）では、自分がケ
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ースを担当することへの意識を尋ねる項目に関

して、「ケースの主訴について、セクシュアリテ

ィに関係ある悩みと想定されているのかどうか

が分かりにくいので回答しづらい」という意見

が数件寄せられた。そのため、本調査用の質問

紙には、この項目の部分に「セクシュアリティ

に関連することで悩んでいる」ということを示

す文言を追加することを考えた。その他に、意

味が分かりにくい点や回答しにくい点の指摘は

みられなかった。 

 

【2 年目】 

有効回答数は 321 名（66.3%）、平均年齢 43.1

歳（SD=11.0）、臨床経験平均 13.8 年（SD=9.4）

であった。学生相談でゲイ男性の相談対応経験

がある割合は 21.6%、バイセクシュアル男性に

ついては 6.3%であった。HIV や検査の知識項

目では、「日本国籍の新規 HIV 感染者の約 7 割

が男性間性的接触による」は正答率 16.9%と低

率、同性愛・性同一性障害の知識では「同性愛

は精神的な病気」など非常に基本的な項目では

正答率は約 8 割と高かったが、臨床的関わりに

関する知識項目では、性同一性障害に関する正

答率が 76.6%に対し、同性愛に関する正答率は

22.3%と低かった。大学院の専門養成課程で同

性愛の教育を受けた割合は 12.8%と低率であっ

た。回答者の 67.3%が同性愛の心理臨床に関す

る自己学習経験ありと回答した。 

大学院で同性愛の教育を受けた経験の有無で

は、以下の項目で教育を受けた群の正答率が有

意に高かった。「同性愛者／異性愛者になるかは

本人の希望で選択できると思う」（63.4% vs. 

44.3%、p<.05）、「性同一性障害になる主な背景

の一つに幼少期の親子関係がある」（78.0% 

vs.50.6%、p<.01）、「同性愛になる主な背景の

一つに幼少期の親子関係がある」（57.5% vs. 

35.3%、p<.01）。しかし、それ以外の同性愛/性

同一性障害知識関連項目では正答率に有意な差

はみられなかった。 

同性愛/性同一性障害の知識に関する項目へ

の回答と、同性愛に関する自己学習経験の有無

との関連において、知識では以下の項目で有意

差が見られ、いずれも自己学習経験あり群のほ

うが正答率が高かった。「同性愛は精神的な病気

のひとつだと思う」（83.3% vs.70.5%、p<.01）、

「男性同性愛者（ゲイ）の多くは、女性的な言

葉やしぐさであるように思う」（90.7% vs. 

74.3%、p<.001）、「女性同性愛者（レズビアン）

の多くは、男性的な言葉やしぐさであるように

思う」（正答率 94.9% vs. 78.1%、p<.001）、「性

同一性障害と同性愛の区別がよくわからない」

（83.3% vs. 69.5%、p<.01）、「性的指向とは、

同性愛なのか、異性愛なのか、両性愛なのかを

表す言葉である」（45.1% vs. 28.6%、p<.01）。

それ以外の項目では有意差はみられなかった。 

男性同性愛／両性愛のケース担当への態度項

目では、「セックスの話題が語られたら抵抗な

く傾聴できる」に「あてはまらない・どちらか

といえばあてはまらない」と回答した割合は

32.7%、「HIV に感染したので相談したいと言

われたらどう対応すればいいか不安」に「あて

はまる・どちらかといえばあてはまる」と回答

は 50.7%であった。セクシュアリティに関して、

事例検討や書籍による学習機会を今後利用した

いと回答した割合は約 8 割にのぼった。自由記

述でも学ぶ機会の充実を望む声が多かった。 

 

【3 年目】 

研修会に出席し（1 時間以上の遅刻早退者は

除く）、「介入後」／「介入前 B」までのアンケ

ートに回答した者は介入群で 24 名（85.7%）、

待機群 25 名（75.8%）であった。介入群の年齢

Ｍ=39.0(SD=8.9)、経験年数Ｍ＝10.5（SD=8.9）。

待機群の年齢Ｍ＝36.4（SD=10.2）、経験年数Ｍ

=7.6（SD=7.8）であった。年齢や経験年数に群

間で有意差はなかったが、身近に同性愛の知人

友人がいる割合は、待機群のほうが高かった。 

各従属変数（尺度合計得点）について、介入

群と待機群における介入前後の得点変化量を比

較した。その結果、すべての尺度で待機群より



60 
 

介入群の変化量が有意に大きいことが示され、

介入群のみ、知識や態度の有意な向上がみられ

た（p<.001）。 

また、尺度の項目ごとの検討も行い、「セクシ

ュアリティの知識」の 9 項目では介入群のみ、

以下の 4 項目で介入後の正答率が有意に高くな

った。「同性愛は治療や努力で異性愛に変えるこ

とができると思う」（64.0% vs. 96.0%, p<.01）、

「性的指向とは、恋愛感情や性的な感情がどの

性別に向くかを表す言葉である」（44.0% vs. 

96.0%, p<.001）、「性同一性障害（以下、 GID）

と診断されたクライエント（以下、CL）に対し、

CL が希望する性別での生活ができるよう関わ

ることは適切である」（68.0% vs. 96.0%, p<.05）、

「同性愛を治したいという主訴の CL に対し、

同性愛を異性愛に変えようとする心理的介入を

行うことは適切である」（20.0% vs. 80.0%, 

p<.001）。「HIV の知識」の 5 項目では、介入群

のみ以下の 2 項目で介入前より介入後の正答率

が有意に高かった。「通常の HIV の検査（迅速

検査）では、感染後 2~3 日後に感染しているか

どうかが分かる」（64.0% vs. 96.0%, p<.01）、「日

本国籍の新規 HIV 感染者の約７割が男性同性

間性的接触による感染である」（16.0% vs. 

96.0%, p<.001）。「支援態度」の 4 項目では、

以下 2 項目において待機群より介入群の変化量

が有意に大きく、いずれもポジティヴな態度へ

の変化が示された。「自分には、支援の要請があ

っても実行するのが難しい」（p<.05）、「自分は、

彼らへの支援を実行するつもりがある」

（p<.05）。「理解」の 4 項目では、全ての項目

で待機群より介入群の変化量が有意に大きく

（p<.001）、いずれも理解度が上がるという変

化が示された。 「意識」の 5 項目では、以下 2

項目において待機群より介入群の変化量が有意

に大きく、いずれもポジティヴな意識への変化

が示された。「2. もしクライエントが同性愛だ

と知ったら戸惑うだろう」（p<.05）、「5. 性に関

する自分の価値観について探索する方法を知っ

ている」（p<.001）。「自己効力感」の 5 項目で

は、全ての項目で待機群より介入群の変化量が

有意に大きく(p<.01~.05)、いずれも自己効力感

が上がるという変化が示された。 

さらに、一カ月後の測定を用いて、効果の持

続性の検討を行った。比較群がないため両群を

合わせて、介入前・介入直後・一カ月後の測定

時期による変化を統計的検定で比較した

（n=37）。その結果、尺度得点合計では、知識、

態度など全てにおいて効果の持続が確認された。

また、尺度の項目別に介入効果の持続性を検討

したところ、概ね効果の持続性は確認されたが、

知識に関する項目「同性愛になる主な背景の一

つに性自認の混乱がある」と「通常の HIV 検査

（迅速検査）では、感染後 2～3 日後に感染し

ているかどうかがわかる」では 1 か月後の効果

の持続性が確認できなかった。 

自由記述では、MSM をとりまく心理社会的

状況の課題と HIV 感染問題への認識、およびそ

れらをふまえた心理職としての支援の重要性に

ついて、また支援のネットワークの広がりを望

む声がみられた。また、1 回の研修だけでなく

その後も継続的に学んでいくことの重要性や必

要性を感じたことが示唆された。研修後の 1 か

月間に生じた自身の変化についての記述では、

セクシュアルマイノリティの存在を日ごろから

意識する傾向や、自身のうちにある偏見への意

識がより高まったという記述が大半を占めてい

たことが特徴的であった。 

 

Ｄ．考察  

【1 年目】 

２つの予備調査の検討から、大学院生、さら

には現場で働く臨床心理士においても、セクシ

ュアリティに関し適切な教育を受けられる体制

はまったく整っておらず、実際に把握している

知識は不十分で、支援に関する意識も養われて

いないことが示唆された。同性愛の基本的知識

を有している割合は概して低く、知識のなさか

らくる不安などのためにゲイ・バイセクシュア

ル男性のケースを担当することに両価的な態度
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を有している可能性が示唆された。また、同性

愛と性同一性障害とを混同しているにも関わら

ず両者を区別できていると誤って認識している

者の割合が高いという問題が明らかとなり、今

後臨床心理士への教育的介入を行う上で重要な

点と考えられた。 

臨床心理士の専門的養成課程である大学院で

はセクシュアリティについて性同一性障害の教

育に偏っており、MSM 支援に必要な教育が行

きとどいているとはいえない現状があることか

ら、卒後教育として自己学習のための環境の整

備やツールの開発なども必要であると考えられ

た。 

今日の臨床心理士においてセクシュアリティ

の心理的支援を行うことのできる準備は整って

いない者が多いと考えられ、MSM 支援のため

の教育・研修体制充実の必要性が高いことが示

された。ただし、これらの結果は、予備的な検

討であり、より多くのサンプル数で学生相談現

場の臨床心理士を対象とし、詳細な検討を行う

必要がある。今回作成した質問紙は、知識など

臨床心理士のセクシュアリティ理解の実情を捉

えるのに概ね有効であると考えられたが、HIV

予防という観点からは、セックスの話題を扱う

ことへの態度や HIV の知識なども明らかにす

る必要があると考えられた。2 年目の本調査で

はこれらの項目を含めて調査を実施することを

方針とした。 

 

【2 年目】 

 大学の学生相談現場の臨床心理士を対象に、

セクシュアリティや HIV の知識、理解、セック

スや HIV に関する相談も含む心理的支援に対

する態度などについて、わが国で初めて実態を

詳細に明らかにした。さらに、得られた結果か

ら臨床心理士のセクシュアリティ教育研修内容

に関する課題を明らかにした。 

セクシュアリティに関する教育は臨床心理士

の専門養成課程でほとんど行われておらず、特

に同性愛に関しては性同一性障害よりも教育を

受ける機会がさらに少ないことが明らかとなっ

た。このため臨床心理士の多くが自己学習のみ

に頼らざるを得ないと考えられたが、知識の現

状からは、同性愛に関するごく基本的な知識の

浸透は比較的高率であったものの、臨床的な関

わりに関する知識や、性同一性障害との区別に

関する知識は不十分といえよう。また、MSM

における HIV 感染の問題についての認識も普

及していないと考えられた。 

大学院で同性愛の教育を受けた経験や、自己

学習の経験は、部分的に同性愛／性同一性障害

の知識の向上と関連していたが、臨床的な対応

を適切に行っていくには十分とはいえない。専

門的教育課程にセクシュアリティのトピックス

を盛り込む対策を考えていくことは重要である

が、まずは研修などを含めた卒後教育のための

環境整備、ツールの開発等が急務であると考え

る。今後の自己学習を行うソースとして事例検

討会が最も希望が高かったが、臨床的な知識が

特に浸透していないことを考えると、事例検討

を含めたより臨床的、実践的な知識の習得がで

きる研修プログラムを開発することが役立つで

あろう。自由記述からも、学ぶ機会への関心や

ニーズが高いことがうかがわれる。 

また、知識だけではなく、セックスや HIV の

相談を含む男性同性愛の相談対応に対する積極

的な態度を向上させるための教育的介入を行っ

ていく必要がある。まずは MSM の心理的支援

や HIV 予防対策に関するニーズがあることに

ついて、支援意識を芽生えさせることが重要で

ある。そして、必要に応じて、連携機関や紹介

先の情報を整備・普及させていくことも今後の

重要な課題と考えた。  

 

【3 年目】 

本研修による心理の専門家への介入は、全体

としてはセクシュアリティや HIV の知識およ

び理解、支援態度や意識の向上、さらに MSM

への相談対応の自己効力感を高めるという期待

どおりの効果をあげ、ある程度の持続性もほと
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んどの評価項目で確認されたといえよう。 

特に、セクシュアルマイノリティの心理臨床

に関する意識（当事者の存在を身近に意識する

ことや、価値観への気づき）については、介入

後から 1 か月後に有意な上昇を認めていた。研

修会が終了した後でも刺激となって対象者の中

に残存し、その後も臨床場面で、あるいは日常

生活においても意識の広がりや深まりをもたら

す効果を持つことが示唆され、今後の支援体制

の広がりを考えるうえでも、重要な成果である

と考えた。事例を題材に、グループディスカッ

ションを行った参加型のプログラムが含まれて

いたことが、この成果に寄与したのではないだ

ろうか。 

一方で、性的指向と性自認の区別は研修直後

の効果や持続性に疑問が持たれた。また、迅速

検査の知識については研修効果の持続が確認で

きなかったため、これらの点に関しては、さら

なる情報伝達方法の工夫が必要であることが明

らかとなった。具体的には、よくある誤解の例

と適切な考え方をセットで提示すること、適切

な考え方を持つことで、臨床的関わりのどのよ

うな部分に活かされるのかを提示するなどの方

法が考えられる。 

特に思春期、青年期の心理的支援に焦点をあ

て HIV や性行動の課題もふまえたセクシュア

ルマイノリティの研修会は全国でも例が少なく、

本研究は教育研修の手法として重要な知見を提

供した。たとえ本人から表明はされていなくと

も、クライエントが MSM である可能性を日ご

ろから意識し対応できる心理士が増えれば、当

事者がより安心して自分のセクシュアリティに

ついて相談することにつながり、HIV 感染予防

にも寄与することが期待できる。今後は、より

詳細に研修会の効果を検討することで、さらに

教育効果を確実なものにするような教育体制や

教育ツールの整備および普及が課題である。 

 

Ｅ．結論 

国内外の様々な研究が、セクシュアルマイノ

リティの若者（10~20 歳代）におけるメンタル

ヘルスの悪化を指摘しており、MSM における

メンタルヘルスの悪化は HIV 感染リスク行動

の要因である。このような状況を鑑み、本研究

では特に若者の心理的支援を通じて HIV 感染

予防に資する方策と課題を検討した。 

臨床心理士の専門養成課程でセクシュアルマ

イノリティの基礎的知識、臨床的関わりに関す

る知識や、援助的で肯定的な支援態度を身につ

けるための教育はほとんど行われておらず、卒

後教育体制の拡充は非常に重要であるといえよ

う。研修プログラムをパッケージ化し、各地の

臨床心理士教育研修において普及させていくこ

とや、教育的ツールの開発、普及が今後の課題

であるが、本研究の成果がその一助となるであ

ろう。 
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研究要旨 

 MSM を対象としたより効果的な HIV 予防啓発手法の創出が望まれる現在、認知行動理論（CBT）に基づ

いて 2009 に開発、実施したオンライン予防介入プログラムを土台に、対面型の介入プログラムの開発

を試みその効果を検証した。 

【1 年目】プログラム開発の予備調査として、従来 MSM 向けの予防啓発活動を中心的に担ってきたゲイ・

CBO 関係者のヒアリングを行った。その結果、既存の CBO 活動を補完するものとして①対象者の根本的

課題への支援策②「必要な情報を備えること」と「セックス場面での行動」の乖離を埋める方策③CBO

による予防啓発が届かない層へのアプローチ④スタッフの動機づけを維持し疲弊を防ぐ仕組み⑤当事

者と非当事者とのチームアプローチ、が必要とされていることが把握された。それを踏まえて、グルー

プと個別 2形式の対面型予防介入プログラムを考案した。同時にプログラム内で使用する各種資材を試

作し、それらを用いて CBO スタッフや関係者を対象にトライアル実施した。その結果を検討し、2 年目

は個別形式で実施することを決定した。 

【2 年目】HIV 抗体検査陰性または不明で、過去 6 ヶ月にコンドーム不使用のアナルセックスの経験が

ある 20 歳以上の MSM を対象に、新しい予防介入プログラム（個別認知行動面接）を実施した。web

経由で参加者を募集し、コミュニティセンターと連携することでアクセスを高め、臨床心理士が実施し

た。対照群を置かず、介入の前後に変数の測定を複数回行うシングルシステムデザインによる効果評価

を行ったところ、参加者の自己効力感や認知は介入前と比較して介入後はよりセイファーセックス実践

に近づく変化が認められた。介入前（ベースライン期）に UAI（コンドーム不使用のアナルセックス）

があった 10 名の性行動は、介入後に UAI 回数が抑制され、半数にアナルセックス時のコンドーム着用

率の上昇傾向が見られた。このプログラムに対する参加者の満足度は良好で、MSM 対象の新たな予防
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手法としての有効性・実施可能性が示唆されたが、さらなる効果検証が必要と考えられた。 

【3 年目】HIV 抗体検査陰性または不明で、過去 6 ヶ月にコンドーム不使用のアナルセックスの経験が

ある 18 歳以上の MSM を対象に、研究 2 年目に実施した個別認知行動面接を wait－list control 法を研

究デザインとして再試行した。応募者を介入群と対照群に振り分け、効果評価のため事前 1回（介入前）、

事後 2 回（介入直後と 2 ヶ月後）の web アンケートを行い、セイファーセックスにおける自己効力感

と認知、性行動に関して介入前後の変化を 2 群比較した。その結果、対照群と比較して介入群は、自己

効力感尺度得点と認知尺度得点が介入前後で有意に大きな増加を示し、その傾向は 2 ヶ月後まで維持さ

れていた。また UAI 実践者の割合は介入群において有意に大きく低下していた。またすべての参加者

はこの面接に不快な点はないとし、概ね肯定的な体験となっていた。個別認知行動面接は、20 代、30

代の性行動が活発な年代を中心とする MSM 層において、セイファーセックスへの準備性を高め、UAI

を減少させる効果がある手法であることが示唆された。多くの MSM にこの対面型介入を提供するため

に、コミュニティでの予防啓発イベントや、保健所等の HIV 抗体検査場面での応用を視野に入れた積

極的展開の可能性を探ることが必要である。 

 

 

Ａ. 研究目的 

現在、我が国の新規 HIV 感染者の圧倒的多数

は Men who have Sex with Men (MSM)であり、

HIV感染の拡大を防ぐためにはMSMに対するよ

り効果的な予防介入プログラムの開発・実施が必

須である。本研究の目的は、HIV 感染予防行動へ

の行動変容を促すための、MSM 対象の対面型予

防介入プログラムを開発することである。2009

年 に 開 発 し た 認 知 行 動 理 論 (Cognitive 

Behavioral Theory、以下 CBT)によるオンライン

予防介入プログラム“REACH Online 2009” １）

を土台として、対面での介入機会に使用可能な予

防介入プログラムの開発を目指す。我が国では

MSMを対象としたHIV予防啓発活動は主に各地

のゲイ・CBO(Community Based Organization)

のメンバーや関係者によって担われて来ている。

本研究で開発に取り組むプログラムも将来的に

はコミュニティにおける予防介入の新しいツー

ルとして実施・活用されることを目指すため、企

画段階からコミュニティセンタースタッフの参

加を求め、共同で開発していく。 

【1 年目】 

コミュニティベースの予防啓発活動の経験者

対象にヒアリングを行い、新たな手法（CBT）に

よる対面型予防介入プログラムを考案し試みる

ことの必要性や有効性について検討する。また、

MSM の実情や予防啓発のあり方等について知見

を聴き取り、プログラム作成に反映させる。研究

2 年目に実施予定のプログラムの試案を設計する。 

【2 年目】 

研究 1 年目の成果として開発した、MSM 対象

の HIV 予防介入プログラム（個別認知行動面接）

を、コミュニティセンターとの協働により実施し、

効果評価と満足度評価を行う。 

【3 年目】 

 研究 2年目に実施した個別認知行動面接を、よ

り厳密な効果評価を行うために研究デザインを

変えて実施し、効果と満足度を追試する。 

 

Ｂ. 研究方法 

【1 年目】 

大阪、福岡、東京で、CBO 活動として MSM を

対象とした HIV 感染予防やセクシュアルヘルス

増進のための対面型介入経験者 11 名を対象とし

て半構造化面接を実施した。 

 インタビュー実施期間は 2011 年 6 月～7 月、

所要時間は約 30 分～90 分であった。質問項目は、

これまで経験した対面型の介入の概要、準備した

ことと実施してみての効果や手ごたえ、参加者の

モチベーションを促進・維持する工夫、満足感に
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つながる要素、MSM コミュニティ内の HIV に対

する意識や行動の現況、本研究が開発を目指す介

入手法に対する意見、などである。 

聴き取った内容を以下の手順でカテゴリー分

析した。①録音したインタビューを逐語に起こし、

記述的データとした。②データを読みこみ、リサ

ーチクエスチョンを念頭に置きながら関連箇所

（句・文章・段落など）を選択し、切片化したデ

ータにコード名をつけた。③コードをすべてリス

トアップし、類似したコードを集積してカテゴリ

ー生成を行った。その際、複数の研究者間で相互

チェックを行い、修正を加えた。 

 対面型介入の内容については、ヒアリング結果

を踏まえ、CBT の専門家へのコンサルテーション

も行った上で個別形式とグループ形式のプログ

ラムを試作した。資材は“REACH Online 2009 

”で使用した素材をもとに、面接内での使用に合わ

せた改定を加えて制作した。特に、自分のリスク

行動時の認知を振り返るための「ナマでやっちゃ

う時のセルフトーク集」は、項目の因子分析を行

い、認知の傾向についてのタイプ分けを改定した
２）。資材制作にあたっては、MSM への訴求性を

高めるために、デザインや表現に関してコミュニ

ティセンタースタッフの助言や協力を得た。 

グループ・個別の 2 形式のプログラムをコミュ

ニティスペース dista（大阪）において、MSM4

名を対象に試行し、その評価を検討して研究 2 年

目に実施する形式を決定した。 

【2 年目】 

 研究 1 年目に設計したプログラムのうち、個別

形式の介入プログラム（個別認知行動面接）を横

浜と大阪で実施した。 

対象とリクルート：参加者取り込み基準として、

①20 歳以上の MSM、②HIV 感染状況が不明また

は抗体検査陰性、③過去 6 ヶ月以内にコンドーム

不使用のアナルセックス（Unprotected Anal 

Intercourse、以下 UAI）が 1 回以上あること、

の 3 点を定め、コミュニティセンタースタッフに

よる直接募集とweb経由の募集の2ルートで募集

した。web 募集は、本研究のホームページを立ち

上げ（資料１）、Twitter や上記コミュニティセン

ターのホームページ上での PR を通じて呼び込み、

研究概要を読んで参加希望する者が web 応募で

きるようにした。 

研究ホームページでは、プログラムを REACH 

Onsite （リーチオンサイト）2012 と名づけ、そ

の趣旨を説明するとともに、面接実施者が臨床心

理士（以下、心理士）であること、しかし面接内

容は「悩みを相談するようなカウンセリングでは

ない」こと、前後のアンケートと面接プログラム

をすべて完了した場合にのみ謝品を提供するこ

とを明記した。 

介入方法：1 回セッション（約 40 分）の個別面

接。実施者は全員心理士（女性 3 名、男性 1 名）

で、トレーニングによって対応の共通化を図った。

内容としては表１に示した CBT の技法を用い、

図１のような枠組と流れに沿った面接を行った。 

 

表１ プログラムに含まれる CBT の要素 

心理教育 MSM の HIV 感染状況、

知識があり、身近に感じ

ているにも関わらずコン

ドーム常用率が低い実

態、認知とは？認知と性

行動の関係等 

自動思考の特定 UAI時の自分のセルフト

ークへの気づき 

自動思考の修正 新たなセルフトークの作

成 

行動修正 コンドーム使用の要請行

動 

  

実施場所：コミュニティスペース dista（大阪市）、

SHIP にじいろキャビン（横浜市）、かながわ県民

センター（横浜市、SHIP に近接）の個室で実施

した。 

実施期間：募集期間は 2012 年 7 月～8 月。前後

のアンケートおよびプログラムの実施期間は同

年 7 月～2013 年１月であった。 

研究デザイン：シングルシステムデザインを採用
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して効果評価を試みた（図２）。シングルシステ

ムデザインとは介入のターゲットとして適切と

考えられる、選ばれた一人または少数が対象とな

り、従属変数を継続的に測定し、介入の前後の推

移を目視法または統計的方法で判定する。本研究

においては、統計パッケージ SPSS を用いた分析

と、目視法を併用した。 

具体的には、それぞれの参加者の個別面接日程

を中心として、2 ヶ月前、1 ヶ月前、直前、直後、

1 ヶ月後、2 ヶ月後の計 6 回、アンケートを行っ

た。そして介入前の 3 回をベースライン期とし、

介入後の 3 回との比較を行った。効果評価のため

の測定指標は、自己効力感 7 項目（コンドーム使

用や UAI 回避の自信がどれくらいあるか）、認知

6 項目（UAI が愛情表現につながると思う、など

セイファーセックスに影響するような考え方が

どの程度あるか）、行動 4 項目（直近 1 ヶ月のセ

ックス機会数、AI《アナルセックス》の機会数、

AI 時のコンドーム使用意図の有無、実際使用した

回数）である。行動項目に関しては介入直前と直

後の間隔が短いため、介入後は１ヶ月後と 2 ヶ月

後の 2 回測定とした。 

満足度に関しては面接当日、自記式プログラム

評価アンケートを行うとともに、2 ヶ月後アンケ

ートでもプログラムを振り返っての感想を求め

た。 

【3 年目】 

 研究 2 年目と同内容の個別認知行動面接を、同

じく横浜と大阪で、コミュニティセンターとの連

携のもと心理士 7 名（男性 2 名、女性 5 名）が実

施した。 

対象とリクルート：1 回目の募集（H25 年 6 月）

における募集条件は①20 歳以上の MSM、②HIV

感染状況が不明または抗体検査陰性、③過去 2 ヶ

月の間に UAI が 1 回以上ある人、としたが、研

究参加者数が伸び悩んだため、条件を以下のよう

に一部変更し H25 年９月に 2 次募集を行った。 

①18 歳以上の MSM 

②HIV 感染状況が不明または抗体検査陰性 

③過去６ヶ月の間に UAI が１回以上ある人 

 なお１次、２次募集とも、昨年度の本研究への

参加者は対象から除外することとした。 

リクルートは研究 2 年目よりルートを広げ、コ

ミュニティセンターやハッテン場へのちらし設

置、インターネット上で把握できた関東・関西の

大学のゲイサークルや LGBT サークルへのメー

ルによる案内、協働するコミュニティセンターの

ホームページ上での PR、twitter や出会い系アプ

リの広告などを通じてインターネット上の研究

ホームページに呼び込み、研究概要を読んだ上で

参加希望者が web 応募できるようにした。 

 研究ホームページでは、プログラムを REACH 

Onsite 2013 と名づけ、2 年目同様趣旨と内容の

説明を行い、3 回の web アンケートと 1 回の面接

プログラムをすべて完了した場合にのみ謝品と

してAmazonギフト券 5,000円分を提供すること

を明記した。 

研究デザイン：応募した参加条件適格者を介入群

と対照群に分け、介入群への効果評価アンケート

終了段階で対照群にも同様にプログラムを提供

する wait-list-control 法によって行った。 

インフォームドコンセントを経て１回目のア

ンケートに回答した者を参加登録者とし、地域、

年代、各地コミュニティセンターとの接触経験の

有無、抗体検査回数を条件に層別化した上でラン

ダムに２群振り分けを行った。その後、各参加者

に面接時期の連絡をとり、参加者の都合に応じた

若干の調整を行うことで、介入群、対照群の確定

をした。   

効果評価のために測定する指標は、自己効力感

7 項目、認知 8 項目、行動 3 項目（直近２ヶ月の

セックス機会数、そのうち AI の機会数、AI にお

いてコンドームを使用した回数）である。 

自己効力感と認知は応募時点（事前）と、介入

群への個別面接終了直後（事後）およびその 2 ヶ

月後（事後２）の 3 回 web アンケートにより測定

し、その変化について 2 群比較した。行動に関し

ては応募時点（事前）と、介入群の面接終了後 2

ヶ月の時点（事後２）の 2 回測定し、UAI があっ

た人の比率の変化を 2 群比較した。また、個別面
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接の実施当日、自記式のプログラム評価アンケー

トによって面接に対する満足度を調査した。 

なお、1 次募集による参加者はすべて 2 次募集

の参加要件を満たしているため、効果の検討にあ

たっては介入群、対照群とも２回の参加者すべて

を合算して分析に供した。 

また、満足度に関しては研究 2 年目と 3 年目の

累積面接実施者52名による評価結果を検討した。 

  

本研究は、新潟大学医学部倫理委員会による研

究計画の審査・指針に基づいて実施した。 

 

Ｃ. 研究結果 

【1 年目】 

ヒアリング：ヒアリング内容の分析により、「経

験的な方法論」「予防の阻害要因」「行動変容を促

すもの」「介入プログラム参加者は何から満足を

得るか」「スタッフの動機づけを支えるもの」「活

動の限界や困難」の 6 テーマに関するカテゴリー

が生成された（表２）。それらを概観すると、コ

ミュニティベースで行われている対面型の介入

（働きかけ）としては情報提供が主体であり、「振

り返らせることを意図した」介入をプログラムと

して実践した経験を持つ人は限られていた。 

情報提供は、対象者のニードに沿ったオーダー

メイドの情報を相手が受け取りやすい形で提供

する、という方法が多くとられていた。この方法

はプログラム化されたものというよりは、個々の

スタッフのその場その場の判断で進められてい

る部分が大きく、経験や技量を要するものと思わ

れた。そして情報提供の目標は対象者が性行動に

ついての主体的意思決定をするのに必要な知識

や情報、スキルを提供することにあり、その先の

実際の行動を決めるのは対象者自身の責任であ

るとするスタンスを述べる人が多かった。これは

対象者の主体性を尊重する姿勢として重要なこ

とではあるが、はたして個々の対象者の HIV 予

防にその情報が活かされているのかという疑問

や、活かされていないのではないかという無力感

や疲弊感を述べる人もあった。 

 その他、予防の阻害要因、行動変容を促す要素、

介入プログラム参加者がどのようなことに満足

を得るか、などについて生成されたカテゴリーに

よって、介入プログラム作成において配慮すべき

ポイントが明らかになった。  

プログラム開発： 使用資材として、既存の紙資

材「100 の方法」の活用に加え、DVD「セルフト

ークでセックスが変わる」（資料２）と紙資材「ナ

マでやっちゃう時のセルフトークリスト」「セル

フトークの 3 つのタイプ」「セイファーに転換す

るためのセルフトークリスト」を本研究のために

制作した。これらの資材を用いて、グループと個

別、２形式の介入プログラムをトライアル実施し

た結果、いずれもコミュニティの中で今後実施で

きる可能性は概ね肯定的に評価されていた。 

グループ形式では、他の参加者の意見や体験談

を見聞きできることがインパクトのある体験に

なっていたが、その一方で、他の参加者を意識し

ての発言になるため本音を抑制する力が働く可

能性があることがわかった。個別形式では自分の

ペースで認知や行動の振り返りが丁寧にできる

ため、振り返り自体がインパクトのある体験とな

っていた。それが予防行動につながる可能性が期

待できる反面、振り返りによって普段直視してい

ない（直視を避けている）部分に直面することに

なるため、人によっては不安や落ち込みを喚起す

る可能性に配慮する必要があることがわかった。

検討の結果、研究 2 年目には個別形式での介入を

実施することに決定した。 

【2 年目】 

参加者の特徴：53 名の応募があり、面接の実施日

程調整後、31 名（dista11 名、SHIP20 名）を参

加者として初回のアンケートをスタートした。参

加者の年代は 20 代～30 代の参加者が 8 割を占め

た。27 名（87％）に HIV 抗体検査経験があった。 

 全国各地のコミュニティセンターへの接触状

況は、SHIP での面接希望者（関東在住者）のう

ち 6 名（30％）、dista での面接希望者（関西在住

者）のうち 3 名（27.3％）が、「どこにも行った

ことがない」と回答した。一方、SHIP での面接
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希望者のうち「SHIP に行ったことがある」と回

答した人は 8 名（40％）、dista での面接希望者の

うち「dista に行ったことがある」と回答した人

は 8 名（63.6％）であった。スタートから面接実

施の前までに７名がドロップアウトし、面接は 24

名（77.4％）が受けた。面接終了後のドロップア

ウトは発生しなかったため、終了率は 77.4％とな

る。 

介入の効果：面接を受けた 24 名のうち、1 名は

取り込み基準を満たさないことが後に明らかに

なったため除外し、23 名を分析に供した。 

（1）自己効力感と認知の評価 

効果評価の測定指標として設けた自己効力感 7

項目と認知 6項目についていずれも内的整合性が

確認されたため、それぞれ自己効力感尺度、認知

尺度としてまとめ、以後の分析に用いた。次に、

両尺度得点の介入前後それぞれ 3回測定の合計点

を 23 人分算出し、その平均値を t 検定において

比較したところ、介入後の方が有意に高かった（

自己効力感 t=7.20、p＜.001、認知 t=5.37、p＜.001

）（表３）。 

さらに各時期ごとでのより詳細な比較を行う

ため、6 回の測定時期を独立変数とし、自己効力

感尺度得点と認知尺度得点をそれぞれ従属変数

にした、対応のある分散分析を行ったところ、と

もに有意な主効果が見られた（自己効力感 F（5

，110）=26.91，p<.001、認知 F（5，110）=13.92

，p<.001）。加えて、Bonferroni の方法による平

均値の多重比較（5％水準）を行ったところ、

「自己効力感」に関しては、介入後は介入前とく

らべてどの時点の組み合わせにおいても有意に

高い結果が得られた。「認知」に関しては、介入

直後と直前においては統計的な有意差が得られ

なかったものの、介入 2 ヶ月前、1 ヶ月前と比べ

れば介入後はどの組合せにおいても有意に高い

結果が得られた（図３）。 

（2）行動の評価 

行動の評価に関しては、23 名のうち、ベースラ

イン期ですでにコンドーム常用ができている人

や、「HIV 陰性を確認している特定のパートナー」

とだけ UAI をするという人を除外し、10 名を分

析の対象とした。この 10 名について介入後のコ

ンドーム着用率を見ると、半数の 5名が上昇傾向、

2 名は介入後に AI 自体がない（従って着用率の

比較が不可能）、2 名は変化なし、1 名が低下、と

いう結果であった。また、UAI が行われた回数を

測定時期ごとに合計して推移をグラフ化し目視

法にて判定したところ、面接後は UAI 回数が減

少傾向にあった＊1（図４）。 

＊１目視法での判定：グラフの視覚的分析をする際、水準・

変動・傾向・勾配の 4 要素について注意すべきとされてい

る。本研究では、水準の変化（介入前後の平均に差があり、

直前と直後に連続性がない）が明らかに見られたことで、

効果ありと判定した。 

個々人で見ても、介入の後 2 ヶ月目まで UAI

がまったくなかった人が 10 名中 7 名おり、介入

後の UAI 回数は抑制されていた（表４）。 

プログラムへの満足度：面接に対する評価と感想

によると、不快を感じた点を指摘する者はなく、

心理士が面接に対応することへの事前の不安が

あったと回答した人は 2 割に留まった。実際の面

接での担当心理士の話しやすさについては、すべ

ての人が「とても話しやすかった」「まあまあ話

しやすかった」と回答した。「コミュニティセン

ターとの連携は応募に際しての安心材料になっ

たか」との問いには、「とてもそう思う」「まあま

あそう思う」との回答が 8 割に上った。 

 面接を体験してよかったこと、印象に残ったこ

ととして自由記述回答により「振り返り・気づ

き・気持ちの変化」「HIV 状況への再認識」「コン

ドーム使用への具体的対策の獲得」「話し合えた

こと」などが挙げられた。 

【3 年目】 

リクルート状況：2 回の募集により合計 46 名が

参加登録し、3 回目の web アンケート回答まで完

了したのは介入群 17 名、対照群 17 名、計 34 名

であった（終了率 73.9％）。以下、この 34 名の属

性と効果評価の結果について記す。 

参加者の属性：効果評価対象者 34 名の年齢構成

は 20～30 代が 85.3％であった。応募地域は横浜
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19 名、大阪 15 名であり、それぞれ関東圏、関西

圏の居住と考えられるが、中には遠隔地からの参

加者もいた。その他の属性は表 5、6 の通りであ

る。年代、抗体検査回数、予防への関心度合い、

コミュニティセンターへの接触経験などにおい

て介入群と対照群に統計的な有意差はなかった。 

介入の効果： 

（１） 自己効力感と認知の評価 

効果評価の測定指標として設けた自己効力感 7項

目と認知 8項目についてそれぞれ内的整合性を検

討した。その結果、3 回の測定のいずれにおいて

も α係数が 0.8 以上だったため、それぞれ自己効

力感尺度、認知尺度としてまとめ、その合計点を

各尺度得点として以後の分析に用いた。 

介入群と対照群の差を検討するために、尺度得

点の変化量についてｔ検定を行った。その結果、

対照群と比較して介入群における自己効力感尺

度得点の事前→事後、事前→事後２への増加量は

有意に大きかった（ｔ（32）＝2.703、ｐ＜.05、

ｔ（32）＝4.016、ｐ＜.01）（表７）。また認知

尺度得点においても、介入群の事前→事後、事前

→事後２への増加量は、対照群と比較して有意に

大きかった（ｔ（32）＝2.758、ｐ＜.05、ｔ（32

）＝2.156、ｐ＜.05）（表８）。 

（２） 行動の評価 

直近 2 ヶ月に UAI があった人の比率は介入群

において事前は 81.25％であり、事後２（介入群

への面接実施 2 ヶ月後）では 31.25％に減少して

いた。一方、対照群においては、事前→事後２の

変化はなかった（50％→50％）。この比率の変化

について、2 要因（群、介入前後）の交互作用の

検定３）を行ったところ、介入群における UAI を

行う人の比率は対照群と比較して有意な減少で

あると認められた（Z＝3.266、ｐ＜.01）（表９

）。 

プログラムの満足度：本研究の 2 年目と 3 年目に

個別認知行動面接を受けた者は累積 52 名となっ

た。この面接プログラムへの満足度について、52

名の面接直後の評価アンケートの結果を以下に

記す。 

面接を体験して、不快と感じた点を指摘する者

は 52 名中 1 人もいなかった。また、面接を構成

する要素の中でインパクトがあった点を尋ねた

ところ（複数回答可）、「自分のセルフトークの傾

向がわかったこと」にチェックした人の割合が最

も多く（51.9％）、次いで「ナマでやっちゃうセ

ルフトーク集に自己チェックしたこと」と「セイ

ファーに転換するセルフトークを考えたこと」

（38.5％、38.5％）が多かった（表 10）。「インパ

クトなし」とした人は 1 人もいなかった。 

また、面接の中でそれぞれの参加者が考えたセ

イファーに転換するセルフトークやコンドーム

使用の具体的な提案方法が、自分にしっくり来た

か、実際のセックス場面で思い浮かべたり実行で

きそうかを尋ねた質問には、肯定的な評価（とて

もそう思う、まあまあそう思う）をした人が 9 割

前後に上った（表 11）。さらに、「このプログラム

を友人にも勧めてもいいと思うか」という問いに

対しては、36.5％の人が「まあまあそう思う」、

50％の人が「とてもそう思う」と回答した。 

 

Ｄ. 考察  

【1 年目】 

ヒアリング分析結果から、MSM 対象の予防啓

発活動において、これまでの CBO の実践を補う

必要があると考えられることとして以下の５点

が抽出された。 

（1）対象者の根本的課題（性行動にも影響する

メンタルヘルスの問題など）への支援策 

（2）「必要な情報を備えること」と「セックス場

面での行動」の乖離を埋める方策 

（3）CBO による予防啓発が届かない層へのアプ

ローチ 

（4）スタッフの動機づけを維持し疲弊を防ぐ仕

組み 

（5）当事者と非当事者とのチームアプローチ 

 

本研究によって上記（1）に寄与することは難

しい。しかし本研究で用いる介入手法はまさに 

（2）を意図したものであり、（5）のように当事
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者（コミュニティセンタースタッフ）と非当事者

（研究者・心理士）が協働して開発と展開を進め

るものである。また、新しい有効な介入手法が生

まれることで、CBO 活動やそれ以外の場面（保

健所の検査相談機会など）で応用展開できる可能

性もあるため、（3）や（4）に貢献できるものと

なるかもしれない。以上より、本研究の意義は確

認できたと考えられる。 

 このヒアリングの結果を踏まえて開発しトラ

イアル実施した 2形式の介入プログラムについて

は、参加者の評価により様々な改善点と、活用方

法への示唆が得られた。グループ形式、個別形式

それぞれの特性があり、前者はモデリングの効果

が得やすく、個々の振り返りのレベルは浅いがそ

の分参加者にとって安全であると考えられる。後

者は振り返りによる自己確認がしやすく参加者

にとってインパクトが大きいだけに、不安を喚起

する可能性があり、参加者の様子を見ながらプロ

グラムを進めるきめ細かな配慮がより必要と思

われる。それぞれの特性に応じてふさわしい対象

を絞ることで、CBT による対面型予防介入プログ

ラムをより効果的に展開し得る可能性があると

考えられた。 

【2 年目】 

本研究で実施した個別認知行動面接は、セック

スの際の認知やその後の行動の修正に焦点づけ

た心理士による面接という、我が国における既存

の MSM 向け予防介入にはなかった新しい手法で

ある。実施にあたっては有効性の実証はもちろん、

MSM に関心を持たれるか、実際に体験して不快

や不安を生じることがないか、などが懸念された

ため、企画から実施までコミュニティセンタース

タッフの意見や協力を求めながら進めた。 

 研究参加者のリクルートについては、直接的な

募集（コミュニティセンターでの声かけなど）よ

りも web による広報と参加申し込みのスタイル

が有効であった。理由としては、参加者募集情報

に触れる人数が web 上の方が圧倒的に多い、募集

情報を web で見る方が自分のペースで内容を吟

味し判断しやすい、といったことがまず考えられ

る。また、本研究への勧誘に応じることで取り込

み基準を満たすことや予防介入に関心を持って

いることを他者に知られ、「HIV／STD 感染の可

能性があるリスク行為をしている」と見なされる

不安を生じる可能性も予測され、web 経由であれ

ばその不安が少なく応募できる利点があった、と

いうことも考えられる。一方で本研究では、面接

の実施場所をコミュニティセンターとし、研究者

とコミュニティセンターが連携して実施してい

ることをホームページに記載した。参加者の 2 ヶ

月後評価において、そのことが応募時の安心につ

ながっていたとする回答が 8割を占めたことから、

コミュニティセンターと連携して実施したこと

が参加者のアクセスを高めたと考えられる。 

効果評価により、本研究で行った介入（個別認

知行動面接）は参加者の自己効力感や認知につい

てはセイファーセックスの実践においてよりよ

い方向への効果を及ぼし、UAI を抑制するという

効果が一定認められた。しかし、今回の参加者の

特徴として、HIV 感染予防への関心があり、リス

ク行動はあるけれど活発に行っているという訳

ではないという層であると考えられるため、今回

見られた効果をすぐに一般化することはできな

い。研究デザインを変えての追試が必要であろう。 

プログラムへの満足度については、概ね肯定的

な反応であったと言える。よかった点として 2 ヶ

月後に挙げられた内容を見ると、このプログラム

が本来意図していたポイントが参加者に新鮮な

体験をもたらしたことが窺える。しかしそれだけ

でなく、セックスや HIV について、あるいは自

分自身の考えについて真剣に話し合えたことが

よかったとする意見も複数あり、個別面接ならで

はの要素が満足度を高めていることが示唆され

た。これは、心理士の対話スキルによるところも

あると思われるが、参加者の側にそうしたニード

があること、また参加者の日常生活空間を共有し

ない存在である心理士が相手であったことが、

「話せてよかった」「話しやすかった」という体

験につながったのではないだろうか。一方、募集

時の告知に「悩みを相談するようなカウンセリン
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グではないこと」を明記したこと、面接内容が構

造化されたものであってそれぞれの心理士が同

一の枠組みに沿って実施したことで、参加者に対

して侵襲的になりすぎず、1 回の面接の中での目

標を達成して終えることができた。このことも、

参加者に不快な体験をもたらさないために役だ

ったと考えられる。 

介入方法としての枠組みや内容には問題がな

いことを確認できたので、研究 3 年目にはよりリ

スクの高い層をより多く捕捉することに努めて

試行を重ね、厳密な効果評価を行う予定である。 

【3 年目】 

3年目の実施結果から、MSMを対象としたHIV

予防のための個別認知行動面接はセイファーセ

ックス実践への自己効力感を高め、よりセイファ

ーセックスに方向づけられた考え方を促進する

効果があること、またその変化は面接の直後から

2 ヶ月後まで維持されていることが示唆された。

また、この面接によって行動面でも UAI を行う

人を減少させる効果があることが示唆された。た

だし、今回の研究における行動面での評価は介入

の前後の 1回ずつを測定するに留まっているので、

一旦減少した UAI 実践者の割合がその後も維持

されるのかどうかについては検証できていない。

その点が本研究の限界であり、今後の課題でもあ

る。予測としては、一旦獲得した予防対策は、実

践して成功すること（例：UAI をうまく回避でき

た、コンドーム使用の提案がスムーズにできた、

など）によって自己効力感が増し、さらに実践が

容易になっていくのではないか、との期待はでき

る。従って、その後のセイファーセックス実践が

うまくいかなかった人に対してのみフォローア

ップセッションの機会を提供できるようなプロ

グラムの検討も今後必要であろう。 

個別面接自体への直接的な満足度は高く不快

な点の指摘もなかったことから、この面接が

MSM にとって不快感をもたらすような内容では

ないと考えてよいだろう。また、面接の中で参加

者自らが考案したり選択したりしたセイファー

に転換するセルフトークやコンドーム使用の提

案方法などは、概ね参加者にとってしっくりくる

ものであったと考えられる。このような評価を得

た理由としてまず考えられるのは、面接中に使用

した資材の適切さである。DVD やセルフトーク

リスト等の資材はすべて、MSM 当事者たちへの

聞き取りや調査を元に作成したものである。つま

り本プログラムの参加者にとってはそれを見る

ことで他の MSM の考え方や行動を参考にして自

分に合ったものを見つけやすい、すなわちモデリ

ングの効果をもたらすことができる資材だと言

える。また、それらの資材をただ情報として手渡

すだけでなく、資材を活用しながらもあくまで参

加者自身の認知や行動について丁寧に検討して

いく面接のあり方が、参加者の「しっくりした、

納得がいった」という感覚に繋がっているものと

考える。 

実際の面接場面においては、参加者の思考や選

択の流れをホワイトボードに記載して行くのだ

が、人によってはその記載内容を面接の最後に携

帯のカメラで撮影したり、手帳にメモしたりする

などして自発的に記録に留めようとしていた。自

分のその後の予防行動に役立てたいと思うから

こその行動と思われ、このように参加者が面接を

通じて意味ある成果を得たことが面接場面の言

動や表情から直接感じ取れることがしばしばあ

った、と面接実施者側からも報告されている。 

また、このプログラムを友人に勧めてもいいと

思うかという問いに対し 9割近くの参加者が肯定

的に評価していた。このことは、もしこのプログ

ラムを継続的に提供できるような体制を作れた

場合に、この介入を受けた人からコミュニティに

何らかの否定的な情報が流布され、他の MSM か

らのアクセスを妨げる、といった可能性は少なく、

むしろ肯定的に伝達されることが期待できると

考えられる。 

本研究の今後の展開について以下に述べる。こ

れまで個別認知行動面接を体験した MSM からの

評価によると、面接を構成する要素の中では UAI

を自らに許容していた認知（セルフトーク）を振

り返り、自分の認知の傾向を知り、セイファーセ
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ックスに向けた新たな認知に切り替える、といっ

た点にインパクトを感じた人が多かった。これら

は認知行動アプローチとしての本プログラムの

主眼となる要素であり、「自動思考の特定と修正

＝認知の再体制化」と称されるものである。本研

究で実施した面接は約 40 分を要する内容である

が、今後、より広い対象に提供可能なセッティン

グ（保健所等における抗体検査場面、コミュニテ

ィセンターにおける啓発イベントなど）での実施

を目指す際には、よりシンプルで所要時間の少な

いプログラムへの修正、あるいは集団形式でも実

施可能なスタイルへの修正を検討しなければな

らないだろう。その際、前述の「認知の再体制化」

の部分は、本研究で検証された介入効果を再現す

るために、不可欠な（削ることができない）要素

であると考えられる。 

 

Ｅ. 結論 

3 年間の研究を経て、MSM 対象の個別認知行

動面接という HIV 予防のための介入手法を開発

しその効果を検証した。今後は、効果を検証され

た心理士による実施を基本形として、①基本形を

より広く展開できるセッティングの創出、②保健

所等の抗体検査機関での相談場面に保健師や相

談員が実践できる応用形の検討、③コミュニティ

活動家がコミュニティセンターなどで行う予防

啓発イベントへの応用形の検討、④HIV 陽性の

MSM 向けバージョンの構築とその効果評価、⑤

MSM のみならず、それ以外の対象（ヘテロセク

シュアルの若者など）への教育啓発機会や学校等

での相談場面への適用の検討、などが展開を考え

得る方向性として挙げられる。各領域の予防啓発

の担い手たちとの協働によって、このプログラム

を活かした様々な予防アプローチへと繫げて行

きたい。 
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資料 1 研究ホームページ

 

 

資料 2 DVD

研究ホームページ

REACH Onsite

セーファーセックスって、なかなか難しい。
つい雰囲気に流されてしまったり、
相手まかせにしてゴムを使わなかったり
本当はゴム使いたいけど、
なかなか言い出せない。
だけどあとで検査に行くのもちょっと気が重い。
セックスの時にうまくゴムを使う方法って
ないのかな？

なんと！
うまくいかない原因のひとつは、
あなた自身の「認知」（ものごとの受けとめ方）なのです

DVD メニュー画面

研究ホームページ 

REACH Onsite

セーファーセックスって、なかなか難しい。
つい雰囲気に流されてしまったり、
相手まかせにしてゴムを使わなかったり
本当はゴム使いたいけど、
なかなか言い出せない。
だけどあとで検査に行くのもちょっと気が重い。
セックスの時にうまくゴムを使う方法って
ないのかな？…と思っている方へ！

うまくいかない原因のひとつは、
あなた自身の「認知」（ものごとの受けとめ方）なのです

メニュー画面 

REACH Onsite（リーチオンサイト）
研究参加者募集

セーファーセックスって、なかなか難しい。
つい雰囲気に流されてしまったり、
相手まかせにしてゴムを使わなかったり
本当はゴム使いたいけど、
なかなか言い出せない。
だけどあとで検査に行くのもちょっと気が重い。
セックスの時にうまくゴムを使う方法って

と思っている方へ！

うまくいかない原因のひとつは、
あなた自身の「認知」（ものごとの受けとめ方）なのです
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（リーチオンサイト）
研究参加者募集

セーファーセックスって、なかなか難しい。
つい雰囲気に流されてしまったり、
相手まかせにしてゴムを使わなかったり…。

だけどあとで検査に行くのもちょっと気が重い。
セックスの時にうまくゴムを使う方法って

と思っている方へ！

あなた自身の「認知」（ものごとの受けとめ方）なのです

（リーチオンサイト）
研究参加者募集

。

だけどあとで検査に行くのもちょっと気が重い。

あなた自身の「認知」（ものごとの受けとめ方）なのです

（リーチオンサイト） ２０１２２０１２
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図 1 面接の流れ 

「ナマでやっちゃう時の
セルフトークリスト」

「セーファーに転換する
セルフトークリスト」

心理教育
自動思考の特定
自動思考の修正

行動修正

・MSMのHIV/STDに関する
知識・意識・行動の現状を知る
・認知と行動の関係を理解する

・自分のUAI時の認知
を振り返り、傾向を知る
・セーファーに近づける
認知を考え出す

・コンドーム使用を
提案するための具体的
方策を決める

使用資材：DVD「セルフトークで
セックスが変わる」

「ゴムをつける100の方法」

１セッション 40分程度

 
図 2 研究デザイン（シングルシステムデザイン） 

個
別
面
接
介
入

2ヶ月前 １ヶ月前 2ヶ月後１ヶ月後直前 直後

ベースライン 介入後

効果判定（目視法、統計的方法）

測定
・認知
・自己効力感
・行動

 

表 3 介入前後における効力感・認知 両尺度の各合計値における、平均と SD および t検定の結果 

    介入前  介入後  

 平均 SD  平均 SD t値 

効力感 69.43  15.64   88.87  9.08  7.20*** 

認知 63.65  10.24   74.39  7.80  5.37*** 

***p＜.001      



 

図３ 認知尺度得点の平均値の差、効力感度得点の平均値の差

図４ 直近

  （介入前リスクあり群

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4 直近

参加者

No.1 

No.2 

No.3 

No.4 

No.5 

No.6 

No.7 

No.8 

No.9 

No.10 

計 

 

0

2

4

6

8

10

12

14

２ヶ月前

（回数）

認知尺度得点の平均値の差、効力感度得点の平均値の差

直近 1ヶ月の UAI

（介入前リスクあり群

直近 1ヶ月の UAI

参加者 

２ヶ月前 １ヶ月前

認知尺度得点の平均値の差、効力感度得点の平均値の差

UAI 回数総計 

（介入前リスクあり群 10 名）

UAI 回数（介入前リスクあり群

２ヶ月前 

2 

1 

2 

1 

1 

1 

2 

0 

1 

2 

13 

１ヶ月前 直前

認知尺度得点の平均値の差、効力感度得点の平均値の差

 

名） 

回数（介入前リスクあり群

１ヶ月前

11
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認知尺度得点の平均値の差、効力感度得点の平均値の差

回数（介入前リスクあり群 10 名）

１ヶ月前 

3 

0 

0 

0 

2 

2 

1 

1 

0 

2 

11 

１ヶ月後 ２ヶ月後

認知尺度得点の平均値の差、効力感度得点の平均値の差 

名） 

直前 

1 

1 

1 

0 

1 

2 

2 

0 

0 

4 

12 

２ヶ月後

１ヶ月後１ヶ月後 ２ヶ月後

0 

0 

0 

0 

0 

1 

0 

0 

0 

5 

6 

２ヶ月後 

0 

0 

0 

0 

0 

1 

1 

0 

0 

3 

4 
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表 5 基本属性（1）     

 介入群（17 名） 対照群（17 名） 

  ｎ  （％） ｎ  （％） 

年齢階級   

 18-19 歳 1（5.9） 0（0） 

 20 歳代 8（47.1） 5（29.4） 

 30 歳代 7（41.2） 9（52.9） 

 40 歳代 1（5.9） 2（11.8） 

 50 歳以上 0（0） 1（5.9） 

応募地域   

 横浜 9（52.9） 10（58.8） 

 大阪 8（47.1） 7（41.2） 

抗体検査経験   

 0 回 5（29.4） 1（5.9） 

 1-2 回 3（17.6） 6（35.3） 

 3-4 回 6（35.3） 3（17.6） 

 5-6 回 1（5.9） 3（17.6） 

 7-8 回 1（5.9） 1（5.9） 

 9-10 回 1（5.9） 2（11.8） 

 11 回以上 0（0） 1（5.9） 

参加動機   

 HIV 予防に関心 11（64.7） 13（76.5） 

 認知行動理論に関心 6（35.3） 9（52.9） 

 自分のセックスについて考えたい（話してみたい） 10（58.8） 5（29.4） 

 臨床心理士との面接に関心 2（11.8） 6（35.3） 

 その他＊ 3（17.6） 3（17.6） 

コミュニティセンターへの接触状況   

 行ったことがある 10（58.8） 10（58.8） 

 そこで HIV 情報に触れたことがある 7（41.2） 6（35.3） 

 コミュニティペーパーを読んだことがある 11（64.7） 9（52.9） 

情報経路   

 ツイッター 11（64.7） 10（58.8） 

 アプリの広告 3（17.6） 2（11.8） 

 dista・SHIP の HP 1（5.9） 2（11.8） 

 ゲイサイトでの紹介 1（5.9） 0（0） 

 大学サークルへのメール 1（5.9） 0（0） 

 知り合いから 1（5.9） 1（5.9） 

 ちらし 0（0） 1（5.9） 

＊「その他」の内容 自分の性生活を見直したい１、知人に勧められて 2、謝礼 3 
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表 6 基本属性（2）    

  得点幅 
介入群の 

平均値 

対照群の 

平均値 

HIV 予防への関心度      1-5 4 4.13 

基礎知識得点      0-10 8 8.29 

 

 

 

表 7 自己効力感尺度得点の変化       

  介入群 対照群 ｔ値 自由度 有意確率（両側） 

  変化量の平均 標準偏差 変化量の平均 標準偏差       

事前→事後 5.82 5.19 1.29 4.57 2.70 32 .011＊ 

事前→事後２ 6.71 4.06 1.59 3.34 4.02 32 .000＊＊＊ 

＊ｐ＜.05 、＊＊ｐ＜.01 、＊＊＊ｐ＜.001 

 

 

表 8 認知尺度得点の変化       

  介入群 対照群 ｔ値 自由度 有意確率（両側） 

  変化量の平均 標準偏差 変化量の平均 標準偏差       

事前→事後 4.76 5.30 0.76 2.77 2.76 24.16 .011＊ 

事前→事後２ 4.53 6.75 0.29 4.48 2.16 27.82 .04＊ 

                           ＊ｐ＜.05 、＊＊ｐ＜.01 、＊＊＊ｐ＜.001 

 

 

表 9 UAI 有り率の変化       

直近 2 ヶ月の UAI 有無    介入群    対照群   有意確率(標準得点 Z による検定、両側ｐ値） 

事前→事後２       

有り→有り 5 7   

有り→無し 8 1   

無し→有り 0 1   

無し→無し 3 7   

計 16 16   

事前の UAI 有り率 0.81 0.5   

事後 2 の UAI 有り率 0.31 0.5   

UAI 有り率の変化 -0.5 0 比率の変化量の群間比較       ＜.003＊＊  

                                                                              ＊＊ｐ＜.01   
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表 10 インパクトがあった点

（複数回答） 
            

  DVD 
「ナマで」

チェック 

自分の ST 

傾向把握 

セイファーに

転換する ST 

コンドーム使用

提案方法 

自分のセックス

を話し合えた 
その他＊ 

インパクト

なし 

ｎ 14 20 27 20 13 13 5 0 

％ 26.9 38.5 51.9 38.5 25 25 9.6 0 

＊「その他」の内容 調査結果（MSM の性行動の実際）を知ったこと 4 ノンケの人に自分（ゲイのこと）を話せたこと 1 

 

表 11 プログラム評価（N=52）       

  
セイファーST＊1 

しっくり度 

実際のセックスでの

セイファーセックス 

想起 

RT＊2 のしっくり度 
実際のセックスで 

コンドーム使用提案 

友人に勧めても 

いいと思うか 

   ｎ   （％）  ｎ   （％）  ｎ   （％）  ｎ   （％）  ｎ   （％） 

1 まったく 0（0） 0（0） 0（0） 1（1.9） 0（0） 

2 あまり 0（0） 1（1.9） 0（0） 0（0） 2（3.8） 

3 どちらとも 2（3.8） 5（9.6） 0（0） 5（9.8） 5（9.6） 

4 まあまあ 29（55.8） 24（46.2） 18（34.6） 22（42.3） 19（36.5） 

5 とても 21（40.4） 22（42.3） 33（63.5） 24（46.2） 26（50.0） 

無回答 0（0） 0（0） 1（1.9） 0（0） 0（0） 

＊1 セルフトーク  ＊2 リアルトーク（実際のコンドーム使用提案方法） 
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